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要約

「全世界ポストコロナにおける教育協力検討のための情報収集・確認調査」（以下、本調査）

の目的は、女子教育、不就学者（児童労働を含む）、教育における ICTという対象 3分野に

ついて、基礎教育に対する今後 5年間の JICAの協力方向性と支援策の提言を行うことであ

る。本報告書は、「教育における ICT」について、国際的な議論、主要ドナーの動向や、日

本の取組、および 3ヵ国の現地調査を踏まえ検討し、まとめたものである。 

世界銀行によると、多くの国で教育テクノロジーへの投資は増加しているが、その結果とし

て期待されたような学習成果が上がっている国は限られる。OECDの報告書でも、PISAで

測定された学校でのコンピューター利用の効果については、生徒の成績へのインパクトは

様々であると記されている。しかし、コロナにより、状況は一変しつつある。コロナ以前の

教育における ICT導入の議論は「ICTは、果たして導入すべきであろうか、投資に見合う結

果が導かれるだろうか」であった。しかし、コロナが世界中に広まり途上国での学校閉鎖が

相次ぐと、その議論は「どのように ICTを活用すべきか」へ変わっていった。そして、その

考えはドナーだけではなく、各国の教育省をはじめ、現地の学校関係者や保護者にまで浸透

し始めている。

本報告書の 1 章では、文献調査をもとに、基礎教育における ICT に関するグローバルな現

状と課題について記している。コロナ以前の教育における ICT の活用では、ターゲットに

なる学校の通信や電力のインフラ環境を十分考慮しないところでインターネット接続を前

提とした ICT 機器の導入が試みられるケースが散見された。しかしコロナ禍では、より学

校の状況に則し、実効性が高く、持続性も担保された ICT機器の導入が始まっている。その

機器には、ローテク媒体のテレビやラジオ、オフラインでも活用できるスマートフォンも含

まれる。また、記憶媒体はかつてのハードディスクや DVD から USB フラッシュメモリや

SDカードに代替されている。他方、途上国の多くの学校では、未だに電気が学校に来てい

ない状況にあるが、電力確保の事情も変わりつつある。電力確保のためにはこれまで高価で

メンテナンス費用もかかる発電機が主流であったが、ここにきて小型ソーラーパネルが普

及し始めている。そして、そのスピードは国によって異なるものの、今後急速に普及してい

くことが予想される。

2章では、基礎教育における ICT分野に関する日本の取組について紹介している。日本政府

は 2016年度から日本型教育の海外展開推進事業「EDU-Portニッポン」を立ち上げ、官民協

働の事業展開を行っている。さらに、国内に目を向けると、文部科学省の「GIGAスクール

構想」、経済産業省の「未来の教室」事業、総務省による「教育 ICT ガイドブック ver.1」

の発行など、教育における ICTの活用に係わる動きがある。そして、コロナ禍において ICT

の利活用はより一層求められ、その動きは加速しつつある。

一方、JICAではこれまで、Project NINJA（Next Innovation with Japan）を開始し、開発途上

国の社会課題解決に挑戦する起業家に対する多面的な支援に取り組んでいる。その Project 



NINJAでは、教育分野の新規ビジネスやプロジェクトの立ち上げも支援している。また、民

間連携事業において基礎教育における ICT分野にも積極的に支援している。 

これら 1~2章の調査結果をもとに、パプアニューギニア、モザンビーク、ナイジェリアの 3

ヵ国で現地調査を実施した。3章では、各国における調査の焦点の当て方について説明して

いる。

4 章、5 章、6 章では、現地調査で収集した情報について国別にまとめている。特に、基礎

教育における政策と現状、ICT政策と通信インフラ環境の状況、ICTを活用した生徒の学び、

主要ドナーや NGO の支援状況、そして日本/JICA の基礎教育分野と基礎教育における ICT

促進に関連する支援の状況について記している。現地調査を通じてわかった共通の課題は、

ICT機器を活用するための電気がきていない学校が多数存在することである。また、教員の

ICTリテラシーがまだまだ低い。これらを含む収集した情報をもとにそれぞれの章の最後で

は、今後の協力方向性を検討する際の主なポイントを絞りながら、JICA の協力方向性と具

体的な協力アプローチへの提言を示している。そこでは、今後の短中期的な事業例について

も提案がなされている。

7章では、ポストコロナにおける教育協力の方向性に係わる枠組みを提案しながら、ICTを

導入する目的、ICT機器を導入するためのインフラ環境の場合分け、教員の ICTリテラシー

向上の重要性、コロナ以前とポストコロナでの教育における ICT 利活用の留意点について

議論している。留意点としては、オンラインだけではなくオフラインも前提とした ICT 機

器やアプリの活用を試みること、デスクトップやラップトップ、タブレットの代替機器とし

て比較的安価なスマートフォンの活用、学校の電力確保として安価でメンテナンスがしや

すい小型ソーラーパネルとバッテリー式 ICT 機器導入の検討、学校運営の効率化や学校情

報の電子化のためにより積極的に ICTを活用していくことなどがあげられる。 

本調査を通じて明らかになってきたことは、ICT活用に係わる教育政策の重要性である。自

国の教育ニーズに基づいた教育政策であることは無論のこと、ICT導入自体を目的化してし

まうのではなく、ICTによって期待する成果を数値も含め教育政策の中で明確に示していか

なければならない。また、その教育政策を進めるための緻密な戦略が必要になってくる。

SDGs 4.1 に向けた世界的な取組の中で重視されてきた「学びの危機」に向けた対処の緊急

性が、コロナ禍に伴う学びの損失によってさらに高まっている。コロナ禍では、コロナ前ま

では検討状態であった教育への ICT 利活用が、学校閉鎖への対策として加速的に導入され

たが、一方で ICT 機器等へのアクセスを持たない生徒と持つ生徒の間の格差をさらに拡大

している。JICAの教育協力事業として基礎教育における ICT活用を検討するにあたっては、

対象国の教育課題に応じたニーズをしっかりと分析した上で、そのアウトプットに向けた

ICT活用の可能性につき、対象国・地域のインフラを含む諸条件を踏まえて検討することが

重要であると本報告書では示している。
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調査概要 

本調査の背景と目的 

「全世界ポストコロナにおける教育協力検討のための情報収集・確認調査」（以下、本調査）

は、JICA からの委託調査として実施された。新型コロナウイルス感染拡大（以下、コロナ

禍）は、それ以前からの教育課題であった学びの危機や不就学者問題を深刻化させ、遠隔学

習の機会や情報通信技術（以下、ICT）の利活用における格差拡大をもたらしている。 

日本政府は、「持続的な未来実現のための『教育×イノベーション』イニシアティブ」（2019）

や「平和と成長のための学びの戦略」（2015）にて、質の高い教育へのアクセスを高めると

ともに、女子など最も脆弱な立場にある人々への包摂的な教育機会を確保することを打ち

出している。コロナ禍により、こうした政策を実現する重要性は一層高まっており、女子や

不就学者への対応や ICT を活用した教育を推進する具体的方法を検討する必要がある。 

したがって、本調査では、特に①女子教育、②不就学者（児童労働を含む）、③基礎教育に

おける ICTという対象 3分野について、基礎教育に対する今後 5年間にわたる JICAの協力

方向性と支援策の提言を行う。コロナ禍以前からの課題がコロナ禍により深刻化したこと

を踏まえて1、JICAが SDGsポジショニングペーパー（2015）にて重点的に取り組むとして

いる SDGsターゲット 4.1（2030年までに、全ての子どもが女男の区別なく、適切かつ効果

的な学習成果をもたらす、無償かつ公正で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるよ

うにする）に向けた今後 5年間の協力の方向性や施策案を検討する。 

本報告書では、上記対象 3分野のうち「③基礎教育における ICT」についてまとめたもので

ある。他の 2分野については、各報告書にてまとめている。また、他の 2分野では、女子や

不就学者を対象に JICA の協力方向性を検討したため、JICA 基礎教育事業全体に対する具

体的なアウトカム指標（SDGs 4.1 のインディケーター）についても提案している。一方、

ICTの利活用は、SDGs 4.1.に向けた取組を行っていく上での「アプローチ（活動・ツール）」

であるため、本報告書の提案としては含めていない。ただし、基礎教育協力事業の形成や実

施に当たっては、他の 2分野の報告書についても参照されることを期待している。 

なお、本調査の ICT 分野では、基礎教育における ICT 利活用の対象者は学習者に限らず、

教員研修や学校運営等を含め、教育協力のアプローチとしてより包括的に検討する。一方、

プログラミング教育やメディアリテラシー教育をはじめとした情報教育は、本調査の対象

としない。ICTスキルや情報教育の習得をアウトカム（プロジェクト目標）とした JICA協

力の方向性や支援策の検討は行わず、SDGs 4.1に向けた『ツール』としての ICTの利活用

に対する JICAの協力方向性を検討する。 

1 本調査は、コロナ禍に生じた課題に緊急的に対応する目的ではない。コロナ禍前後の課題自体は本質的

には変わらないものの、コロナ禍により課題が深刻化・加速化したという見解のもと、3 分野に関する課

題の整理とアプローチ案の提言を行う。
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調査方法 

本調査では、対象 3分野において主に以下の情報収集を行った。 

(1) 開発途上国における課題の現状と対策に係わる国際的な議論に関する情報

(2) 主要ドナーや国際的イニシアティブによる支援方針に関する情報

(3) 日本の政策や取組事例（日本企業・NPO等を含む）に関する情報

(4) 現地調査対象 3カ国の課題の現状や取組に関する情報

現地調査対象国は、以下の表のとおり、地域的なバランス（アジア、中東、東アフリカ、西

アフリカ）と JICA の協力実績や今後の展望を踏まえ JICA によって提案された。対象サブ

セクターは、基礎教育（初等/前期中等教育）としたが、適宜、他のセブセクターも分析対象

とした。

本調査における対象 3分野別の対象教育段階と現地調査対象国 

対象分野 対象学習段階* 現地調査対象国

女子教育 初等/前期中等 パキスタン、エジプト、マダガスカル

不就学者（児童労働を含む） 初等/前期中等 カンボジア、ガーナ、ヨルダン

教育における ICT 初等/前期中等 パプアニューギニア、ナイジェリア、

モザンビーク

本調査の実施期間は、2021年 1 月 8日から 2022年 2 月 28日であった。業務全体の流れは、

以下の「調査フローチャート」、要員配置は「調査団の配置」の表のとおりである。なお、

情報収集及びそれらを踏まえた今後の JICAの協力方向性や支援策の検討は、対象 3分野別

の JICA 内タスク（職員や専門員から構成）及び事例国等の JICA 関係者（事務所、本部、

専門家、コンサルタント等）の協力を得ながら実施した。また、本調査の広報活動として、

日本の開発コンサルタント等を主な対象とする対象 3 分野に係る理解促進セミナーを実施

した（別添 2 参照）。 

2021 2022 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 

国内調査①
[1]-[3] 

国内調査②
[6]-[11] 

現地調査
[4][5] 

調査フローチャート

[1]調査計画書作成
[2]文献調査・本邦関係
機関へのヒアリング

[3]中間報告会と調査
の継続

[4]インセプション・レポートと質問票作成

[6]協⼒⽅向性アプローチ提案検討 
[7]最終報告会 
[8]セミナー
[9][10]啓発教材の開発/広報活動

[5]現地調査の実施（9ヵ国順次） 
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調査団員の配置

担当分野・国 氏 名 所属先

業務主任者/教育政策 1/女子教

育 1/対象 3 分野共通（アウトカ

ム指標）

結城 貴子 （株）国際開発センター

副業務主任者/教育政策 2 大口 修平 （株）国際開発センター

女子教育 2（パキスタン担当） 原 典子 （株）国際開発センター

（補強：（株）かいはつマネジメント・

コンサルティング）

女子教育 3（マダガスカル担

当）

尾形 惠美 （株）国際開発センター

女子教育 4（エジプト担当） 渡辺 真美 （株）国際開発センター

女子教育 5（広報/啓発教材）/セ
ミナー

玉懸 光枝 （株）国際開発センター

不就学者 1（主担当兼国担当：

カンボジア、ヨルダン、ガーナ） 
河西（小松原）庸子 （株）国際開発センター

不就学者 2（児童労働：ガーナ） 馬場（白木）朋子 （株）国際開発センター

（補強：認定 NPO 法人 ACE） 
ICT1（主担当兼国担当：モザン

ビーク、ナイジェリア、PNG） 
佐藤 幸司 （株）国際開発センター

ICT1（主担当兼国担当：モザン

ビーク、ナイジェリア）* 
高澤 直美 （株）国際開発センター

ICT2（IT システム：モザンビー

ク、ナイジェリア）

那須田 智生 （株）国際開発センター

（補強：（株）デジタル・ナレッジ） 
（注）*佐藤の担当業務を一部分交代。自社負担の本調査メンバーは次の通りである。小野里宏代（女子教

育ドナ―分析）、田中清文（女子教育パキスタン）、伊藤大悟（不就学者カンボジア、女子教育奨学金レビ

ュー）、古村圭加（女子教育啓発教材）、濱良枝（女子教育定性指標、既往動画レビュー）、沼尻卓也（分

野共通数学指標）。
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第 1 章 基礎教育における ICT の課題と国際的な取組 

1-1: 基礎教育における ICT に関するグローバルな現状と課題（コロナ禍の影響、アクセス、

質）

学びの継続と ICT 
UNICEFは、新型コロナの影響により世界で約 1 億 6,800 万人以上の子どもたちの学校がほ

ぼ丸 1 年にわたって閉鎖されていると報告2している。途上国政府にとって、学校閉鎖期間

中の学習の継続性を確保することは優先事項であった。図 1-1が示す通り、各国は教育レベ

ルに応じて、いくつかの通信媒体を利用してきた。初等教育においてアフリカ諸国ではラジ

オを主な媒体とし、テレビやオンラインはアジア諸国と比べて使用頻度が低かった。中等教

育については、アフリカ諸国はアジア諸国と同程度にテレビを活用しているが、オンライン

はそれほど活用できていなかった。その背景として、アフリカ諸国を中心とした発展途上国

におけるデジタルスキルと ICTインフラの課題が挙げられる。 

出所：UN Policy Brief: Education during COVID-19 and beyond AUGUST 2020（13 ページ） 
図 1-1 学校閉鎖中の遠隔教育のための通信媒体活用状況（2020 年 5-6 月）

デジタルスキル

2 出所：COVID-19 and School Closures: One year of education disruption, March 2021, UNICEF 
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途上国において多くの生徒や教師が、ICT機器とコンテンツを効果的に活用するために必要

なデジタルスキルを持ち合わせていないことが現地調査から明らかになっている3。アフリ

カでは、民間企業が EdTech分野に投資し、教育省が職業訓練校や ICT 系大学のシラバスを

再構築し即戦力となる人材育成を進める教育政策を立案しようとする動きがある（第 6 章

に示すナイジェリアの事例）。

ICTインフラ 

途上国では、教育に ICTを導入するための十分な予算の確保4が難しいこと、そして適切な

インフラが存在しないという課題がある。ICTを効果的に活用するためには、コンピュータ

ーやその他の付属品などの機器の適切な利用だけでなく、それらの適切なメンテナンスも

重要である。テクノロジーの普及には、最新のハードウェアとソフトウェアの使用が欠かせ

ないが、ほとんどの途上国ではそれが難しい。インターネット接続は、ICTを教育・学習環

境に組み込むための一つの必須条件であると捉えられるが、現状では途上国におけるイン

ターネットへのアクセスは非常に貧弱である。

図 1-2 世界のインターネット利用状況マップ

3 本調査対象 3 カ国（PNG、モザンビーク、ナイジェリア）の現地インタビューでの教育機関関係者、ド

ナーからの聞き取り情報。
4 PNG、モザンビーク、ナイジェリアの現地聞き取り調査結果から得られた情報。 

出所：https://ourworldindata.org/internet 
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上図を見ると、アフリカではインターネット利用状況が 10〜20％の国が多数を占めている

（本調査の対象国である PNGも 20％に留まっている）。 

多くの途上国においては、特に地方や農村部で ICT機器の整備が不十分である。また、不安

定な電力供給の問題や ICT環境整備のための財政難といった課題も見られる5。こうしたな

か、ICT機器を代替するものとして近年注目を集めているのは、携帯電話やスマートフォン

を活用した教育である。これらは、電波（2G〜4G）でネットに繋げることができ、バッテ

リー駆動であり、データを保存でき、オフラインでも機能するといった特長がある。

さらに、途上国では ICT を利用する上で不可欠となる電力事情も厳しい。アフリカ諸国の

電気へのアクセスは、地域によって大きな差がある。図 1−3のとおり 2019年に、中央アフ

リカ諸国の小学校のうち、電気にアクセスできたのは平均 14％であったが、北アフリカ諸

国の平均は 70％に達していた。また、過去 4年間で各地域では明確な進展は見られない。

他方で、電力供給の事情はテクノロジーによって大きく変わりつつある（本調査の対象国で

ある PNGやナイジェリアのケースが一例）。これまで購入価格が高価でありメンテナンス

費用も高価であった発電機に変わり、小型で安価、メンテナンスもそれほど必要ないソーラ

ーパネルによるデジタル機器への電力供給が普及し始めており、そのスピードは異なるも

のの、今後急速に普及していくことが予想される。

ポストコロナに向けた学校の再開

5 本調査対象 3 カ国の遠隔現地訪問で収集した事実や情報から。 

図 1-3 アフリカ諸国地域別の電気を利用できる学校の平均割合 (2016～2020) 

出所：Africa Regional Report January 2021, UNESCO 
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2021 年に入り世界のコロナ蔓延の状況が徐々に収まるにつれて、先進国、途上国を問わず

多くの国で学校が再開されるようになってきている。

また、学校の再開にあたって補習プログラムを実施する国が多く見られる。以下の図は、

UNESCO、UNICEF、世銀、OECDによる共同調査6（2021年 2〜6 月）の結果である。世界

的に見ると、3分の 2以上の国が、学校再開時に初等教育、前期・後期中等教育の生徒を対

象に、学習ロスを解消するための補習授業措置が広く実施されていることがわかる。この国

数は、前回の調査（2020年 7〜10 月）よりも増加している。調査対象 143カ国中、前回の

調査では補習プログラムを実施していなかった国の 3 分の 2 が今回の調査で補習授業プロ

グラムを実施したと報告している。

出所：WHAT’S NEXT? Lessons on Education Recovery: Findings from a Survey of Ministries of Education amid the 
COVID-19 Pandemic, UNESCO, UNICEF, World Bank and OECD 

図 1-4 学校再開時に実施された学習ロスの是正措置

教育協力を行うための留意点

上述されている基礎教育における ICT に関するグローバルな現状からわかることは、途上

国においては先進国のような ICT機器を導入した自宅での遠隔学習、e-learningはほとんど

実施されていないことである。電力事情もまだまだ厳しい途上国において、遠隔教育の鍵と

なっているのは、テレビやラジオの活用であることに留意しなければならない。また、ICT

機器の導入とデジタルスキル、ICTリテラシーの向上はセットで考えなければならないこと

にも留意しなければならない。一方、学校閉鎖により学びの損失が生まれたため補習プログ

ラムが多く実施されている。学習ロスは、今後も継続的な課題として残り続けると推測でき、

補習のような追加的な学習の中で ICTの活用も検討されるべきである。さらに、ICTを効果

的に活用した授業を行うための教員研修も必要7になってくる。 

6 WHAT’S NEXT? Lessons on Education Recovery: Findings from a Survey of Ministries of Education amid the 
COVID-19 Pandemic, UNESCO, UNICEF, World Bank and OECD. 
7 PNG、モザンビーク、ナイジェリアの現地聞き取り調査結果から得られた情報。 
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1-2: 基礎教育における ICT に関する課題の主な要因と対策に関する国際的な議論（SDGs） 

世銀8によると、多くの国で教育テクノロジーへの投資は増加しているが、その結果として

期待されたような学習成果が上がっている国は限られる。OECD の報告書によると、PISA

で測定された学校でのコンピューター利用の効果については、生徒の成績へのインパクト

は様々 (mixed) である。しかし、コロナ禍により、こうした教育テクノロジーに関する議論

は、「もし」（ICTを使うならば）から「どのように」（ICTを活用できるのか）へと変わ

った。

教育において活用される ICTには、ハイテクからローテク媒体（ラジオやテレビ）も含まれ

る。教育コンテンツを多様な媒体で活用できるようにすることで、広い対象者（生徒、保護

者、教師等）に届ける動きがコロナ禍によって加速化した。また、教育コンテンツの広報に

おいても多様な媒体が活用されるようになってきた。例えば、図 1-5 は、世銀「Television 

Education Knowledge Pack（Last updated: October 30, 2020）」から抜粋したものである。テレ

ビの教育放送番組を基に、オンラインデマンド、ラジオ、携帯電話、紙媒体を活用して、よ

り活用度合いを高めようとする遠隔教育アプローチを示したものである。USB フラッシュ

メモリを使い、それをテレビに接続してコンテンツを映し出す方法やスマートフォンの活

用、テレビと紙媒体の組み合わせなども提示されている。

図 1-5 世銀のテレビやその他のメディアを通した遠隔教育アプローチ

教師による ICT の活用に関しては、UNESCO が「ICT Competency Framework for Teachers 

(ICT-CFT)」にて、各国が包括的な教師の ICTコンピテンシー政策と基準を開発し、教師教

8 World Bank “Digital Technologies in Education” (accessed: September, 2021) 
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育・研修を行うことを促進している（図 1-6）。ICT-CFTでは、学びの改善のために適切か

つ効果的に ICT を活用するため、教師の役割を再考し、職能開発を増進していくことが求

められると記されている。

ICT-CFTは、世界各国9で使用されており、知識習得の 3 段階に渡る 6つの主要な教育重点

分野をサポートするために、テクノロジーが果たす役割を強調している。図 1-6は、それを

表したものである。

図 1-6  UNESCO ICT Competency Framework for Teachers 

ICT-CFTの活動は、UNESCOのオープン教育ソース（Open Educational Resources: OER10）の

活動と連携している。OER は、教育、学習、研究のための電子化されたオープンライセン

ス教材であり、無償で提供されている。

9 2019 年 8 月にルワンダで開催された Second Meeting of UNESCO ICT Competency Framework/OER Network
では、12 カ国が参加している。 
10 出所：https://en.unesco.org/themes/building-knowledge-societies/oer 
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教育における ICT導入の留意点 
上述の通り、コロナ禍により、教育における ICT導入の議論は、「もし ICTを使うならば」

から「どのように ICTを活用できるのか」へと変わってきている。ただし、OECDの報告の

とおり、生徒の成績へのインパクトは様々である。ICT-CFTが強調するのは、教師に対する

継続的な研修の実施と技術支援である。教師が必要な ICTスキルを身につけ、ICTを活用し

たより質の高い授業を行い生徒の学びを深めるためには、一時的な研修だけでは不十分で

あり、それでは生徒の成績向上には繋がらないと述べている。

囲み 1-1: 基礎教育における ICT 活用のインパクト調査例（PNG） 

JICA「メディアを活用した遠隔教育普及・組織強化プロジェクト（EQUITV フェーズ 2）」

（2012〜2015 年）のインパクト調査結果 

テレビ授業の効果測定を測定するための教師の学力調査（157 名対象）

EQUITV の利用経験年数ごとの平均正答率に差異が見られるかどうかについて、カテゴリご

と（総合、算数、理科、基礎問題、応用問題）に比較分析を行った。分析の結果、総合点、数

学及び応用問題において、EQUITV の利用経験年数が「3 年以上」の群のスコアが、「2 年以

下」及び「未経験」の群に比べて有意に高かった。一方理科、基本問題については、群間に有

意な学力差は見られなかった（*、**は有意を意味する）。 

テレビ授業の効果測定を測定するための生徒の学力調査（8 年生 919 名対象）

「利用校」と「停止校」（1 年以上の活動停止）の各カテゴリ（総合、算数、理科、基礎問題、

応用問題）平均正答率について分散分析を行った。応用問題を除く全てのカテゴリ（総合、算

数、理科、基礎問題）において、EQUITV プログラム利用校の平均正答率が、停止校に対して

有意に高いことが確認された。
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上記 2 つの学力調査結果からの考察 
PNG の地方の公立学校では、教員が間違った内容を生徒に教えている授業が散見される。そ

れに対し EQUITV は正しい授業内容を動画で見せたことで、教員も生徒も正しい基礎知識を

習得するこができ、それがこの学力調査結果に表れていると考察できる11。 

1-3: 基礎教育における ICT に関する主要ドナーの支援動向と事例（世銀、UNESCO、UNICEF、

その他）

以下に、コロナ禍での基礎教育における ICT の活用に対する主要ドナーの支援動向を紹介

する。ここでは、ポストコロナに係わる支援動向については情報が不十分なために示すこと

を控える。

(1) 世銀
世銀12は、COVID-19対応の 3つのフェーズ「1) 対処」、「2) 継続的なマネジメント」、「3)

改善と加速」に沿って各国に支援を行っている（図 1-7）。2020年 3 月から 5 月にかけて、

途上国政府と世銀によるほとんどのプロジェクトや支援は、対処（フェーズ 1）、特に家庭

での学習の継続と親の関与の支援に費やされた。また、世銀は 130カ国以上において遠隔教

育を実施しており、そのほとんどが、オンライン・デジタル教育に加えて、ラジオ、テレビ、

SMS を使ったマルチプラットフォームによる教育のアクセスに係わる事業であった。オン

ラインだけでは、中所得国では 50％、低所得国では 10％の生徒にしか行き渡らないため、

このようなマルチプラットフォーム的な取り組みが不可欠であった。ただし、遠隔地の脆弱

な立場にある子どもたちにはなかなか支援が届かず、教育への取り組みが非常に不平等で

あり、コロナ前の教育機会不平等が拡大していると報告書では述べられている。現在、途上

国は、学校の再開と回復（フェーズ 2）、改善と加速（フェーズ 3）に取り組んでいる状況

である。

11 このプロジェクト総括からの聞き取り情報に基づく考察。 
12 THE WORLD BANK’S EDUCATION RESPONSE TO COVID-19, Overview as of DECEMBER 2020 
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出所：THE WORLD BANK’S EDUCATION RESPONSE TO COVID-19, Overview as of DECEMBER 2020

図 1-7 世銀による COVID-19に対する教育支援フェーズ

世銀は全ての介入策は、各国の状況に合わせて行う必要があることを強調している。各国が

採用している遠隔教育・学習戦略は、機器へのアクセスや接続のレベルによって大きく異な

る。インターネットの普及率が低いため、多くの低・中所得国では、主にラジオ、テレビ、

携帯電話に依存している。右の図は、全

世界の所得別地域における遠隔教育の

形態を示している。例えばケニアの最近

の調査では、学習者の 42％がテレビ、

19％がラジオ、27％が WhatsApp、10％

がオンラインで教材を入手しているこ

とが分かっている。一方、エジプトでは

3年前に世銀が資金提供した 5 億米ドル

のプロジェクト13を通じて、デジタル教

材の開発やコンピュータを使った評価

システム改革など、ICT技術の大規模な

導入を開始した。それによって、コロナ

禍で、エジプトの全国高校卒業試験はオンラインの実施に置き換えられ、デジタル教材は全

ての学年に配布・拡大され、モバイル機器やテレビで教材がアクセスできるようになった。

世銀の基礎教育における ICTを活用した事業・調査に係わる報告書数14（2017年〜2021年）

を調べると、2017年が 3 冊、2018年が 8 冊、2019年が 0 冊、2020年が 4 冊、2021年が 6

13 Supporting Egypt Education Reform Project (P157809) by World Bank April 2018 approved. 
14 世銀ホームページ「Search / Browse Documents」を使い、ICT をキーワードにして検索した。 

図 1-8 学校閉鎖に対応して様々な形態の遠隔

教育を実施した国の割合 

出所：THE WORLD BANK’S EDUCATION RESPONSE TO 
COVID-19, Overview as of DECEMBER 2020 
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冊となっており、過去 5年間に顕著な傾向は見られないが、2021年にアフリカ 4カ国それ

ぞれにおいて「Feasibility Study to Connect All African Higher Education Institutions to High-Speed 

Internet」調査を行っている。 

(2) UNESCO
UNESCOは、Web上に「遠隔教育ソリ

ューション」として教育アプリケーシ

ョン、プラットフォーム、リソースの

リストを示している15。保護者、教師、

学校、学校管理者が、コロナ禍の休校

期間中に生徒の学習を促進し、社会的

なケアや交流を提供することを目的と

していると記されている。

ここに掲載されているソリューション

のほとんどは無料で、多くは多言語に

対応している（画面上で調べたいシス

テムやコンテンツをクリックするとそれぞれの Web サイトに飛ぶようになっている）。こ

れらのソリューションは、UNESCO が正式な承認を出しているわけではないが、世界で広

く普及しており、既に多くのユーザーに活用されている実績があるものである。これらのソ

リューションは、遠隔教育のニーズに基づいて分類されているが、ほとんどのソリューショ

ンは、複数のカテゴリにわたる機能を提供している。

UNESCOは、また「National learning platforms and tools」と題し、Web上で世界各国（先進

国も含む）の教育省や政府が正式に公開しているオンラインプラットフォーム、学習ポータ

ルサイト、テレビ・ラジオサイトを公開している（日本のケースでは「Future Classroom」（経

済産業省）、「MEXT」（文部科学省）、「NHK education」が紹介されている）。

(3) 教育のためのグローバルパートナーシップ（GPE）
「GPE 2020戦略」の期間中（2016〜2020年）、GPEは 79件、21 億 6,000 万ドルの無償資

金を承認している。このうち、36％（7 億 7,500 万米ドル）が主に学習に関連する活動に、

30％（6 億 4,000 万米ドル）が教育の公平性に関連する活動に、30％（6 億 5,300 万米ドル）

が教育管理システム強化に割り当てられている。

図 1-10は、学習に関連する活動の内訳を示す。 

15 https://en.unesco.org/covid19/educationresponse/solutions 

図 1-9 UNESCO全世界学習プラットフォーム一覧 

出所: 
https://en.unesco.org/covid19/educationresponse/nationalresponses 
tionalresponses 
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出所：Results Report 2021 Final results report on GPE’s 2016-2020 strategy 

図 1-10 GPE の無償資金実績（2016〜2020 年）

上図の小項目に「Use of ICT in learning」があるが、金額は 3,290 万米ドルとなっており、学

習に関連する活動の小項目の中では一番少ない割合となっている。なお、この小項目の内容

については報告書で示されていない。

教育協力を行うための留意点

上述の世銀による COVID-19対応のための 3つのフェーズのうち、現在多くの途上国は「改

善と加速」のフェーズに入っている。今後、「学習ロス」をどう克服していくかは途上国と

ドナーにとって大きな課題である。

エジプトの例のように、デジタル教材の開発は他の途上国でも見られる動きである。また、

UNESCO の遠隔教育ソリューションにあるとおり、インターネットに接続できれば、オー

プンソースの教材や学習プラットフォームを無料で入手し活用することが可能になってい

る。電子化された学習リソースや無料の学習運営システムを学校や教育機関で活用してい

くためには、途上国において教育 ICT 政策や戦略を明確に打ち出すことが求められる。よ

って、ドナーは教育支援を行うにあたって学校レベルでの個別のプロジェクトの実施だけ

でなく、ICTの利活用を目指した教育政策の策定に関わる支援にも目を向けることが重要に

なってくる。

囲み 1-2：全世界での ICT/EdTech 課題や取組に関する参考資料リスト 

＜ICT 教育/EdTech が主なトピックの資料（最近の資料）＞ 
- UNESCO Strategy on Technological Innovation in Education 2021-2025.
- UNESCO National Education Responses to COVID- 19: Summary report of UNESCO’s online

survey. 2020

- UNESCO WHAT HAVE WE LEARNT? Overview of findings from a survey of ministries of
education on national responses to COVID-19. 2020

- UNICEF の Giga-Connecting Every School to the Internetホームページ上の各種資料

- UNICEF Raising Learning Outcomes: the opportunities and challenges of ICT for learning. 2018
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- World Bank. Three Principles to Support Teacher Effectiveness During COVID-19. 2020

- World Bank. How countries are using edtech (including online learning, radio, television, texting) to

support access to remote learning during the COVID-19 pandemic.2020.
- World Bank. Television Education Knowledge Pack.2020.

- World Bank. SABER-ICT Framework Paper for Policy Analysis: Documenting National

Educational Technology Policies Around the World and Their Evolution over Time.2016.
- World Bank の Digital Technologies In Educationホームページ上の各種資料

- Education Development Center. Repurposing Established Radio and Audio Series to Address the

COVID-19 Educational Crises. 2020.
- GSMA. Education For All in the Time of COVID-19: How EdTech can be Part of the Solution.

2020.

＜その他、Digital 教材/Remote learning/EMISなどが含まれる資料＞ 
- UNESCO. Policy Paper 42 Act now: Reduce the impact of COVID-19 on the cost of achieving

SDG 4.2020.
- World Bank. World Development Report 2021: DATA FOR BETTER LIVES（データマネジメ

ント）

- World Bank. THE COVID-19 PANDEMIC: SHOCKS TO EDUCATION AND POLICY
RESPONSES.2020.

- World Bank. Getting Textbooks to Every Child in Sub-Saharan Africa Strategies for Addressing the

High Cost and Low Availability Problem.2015. (Chapter 8 Digital Teaching and Learning
Materials: Opportunities, Options, and Issues)

- World Bank. GovTech Launch Report and Short-Term Action Plan.2020. （UNICEF と ITU の

EdTech Initiative等、教育情報も一部含む）
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第 2 章 調査結果：基礎教育における ICT 分野に関する日本の取組 

2-1: 日本の開発協力政策と基礎教育における ICT 分野

2015年 9 月の「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」採択に係る国連サミットに際し

て、日本政府は教育協力政策として「平和と成長のための学びの戦略」を発表した。その基

本原則の二番目には次のように記されている。

産業・科学技術人材育成と持続可能な社会経済開発のための教育協力

教育は，国際社会の成長・イノベーション（革新）、さらには地域と国際社会の平和と安定

に積極的に貢献するという認識のもと、理数科教育、工学教育支援、防災・環境教育協力を

含め、我が国が長年の国際協力の中で蓄積した知見や技術を活用し、社会経済開発の基盤と

なる雇用・産業振興に繋がる教育協力を行う。

また、「円滑な支援の実施に向けた重点的な取組」の中にある「包摂的かつ公正な質の高い

学びに向けての教育協力」の項目では、次のように記されている。

MDGs の取組により、初等教育へのアクセスは飛躍的に向上した一方で、教育の質の確保が

課題になっている。我が国においては、自国の教育システムの特徴を活かし、理数科教育、学

校運営改善（School Based Management）など、我が国の強みを活かした教育の質の改善支援に

取り組んできた。基礎教育分野の支援では、2011 年より、行政・学校・コミュニティが一体

となって包括的な学習環境改善支援を行う支援モデル「みんなの学校（School for All）」の下、

多様な開発パートナーとも連携して、包括的な学習環境の改善を行ってきた。本政策では、

「学びの改善」を通じ、これまでの取組を更に発展させ，学び合いを通じた質の高い教育の実

現「みんなで支えるみんなの学び（Learning for All, All for Learning）」を目指す。具体的には、

学校教育に加え、ノンフォーマル教育や生涯学習等も視野に入れた「質の高い教育」「安全な

学習環境」「学校運営改善」「地域に開かれた学校」「インクルーシブ教育」の 5 つの項目を

重視し、各国のニーズに応じて適切な支援を実施する。教育の質を持続的に確保するため、教

員同士の学び合いを促進する「授業研究」を通じた教員研修等，教員の育成にも積極的に取り

組む。

また、学びの改善に向けた国際的な取組である、世界銀行の SABER（教育のベンチマークに

係る取組）、経済協力開発機構（OECD）の PISA for Development（開発のための国際学習達

成度調査）や、地域的な取組である東南アジア教育大臣機構（SEAMEO）による地域的学力調

査等の国際教育調査への協力を行うことで、国際的な教育の質確保に向けた取組への支援を

行う。 

一方、2019年 6 月には、日本議長下で G20大阪サミットが開催され、G20開発作業部会で

議論し合意した教育分野に焦点を当てた「G20 持続可能な開発のための人的資本投資イニ

シアティブ」が首脳宣言の附属文書として発表された。その中では「イノベーションを生み

出す教育」という項目があり、以下のように記されている。

人々がより大きなイノベーションを推進できるようにするために，科学，技術，工学及び数学
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（STEM）教育の強化を含め、第 4次産業革命に関連した教育と訓練のための国際協力を推進

する。

これらの文章には明確に ICTという文字はないが、文中にある理数科支援、工学教育支援、

学習環境改善、教員の育成などの支援において ICT 活用の事例は世界で多々あり、さらに

コロナ禍の影響で ICT活用はより一層促進されると予想される。

文部科学省は、教師教育の増進、ICT機器やアプリを使った生徒の学習向上の政策づくりと

具体的な事業の導入の他にも、教員の業務負担軽減に向けて、統合型校務支援システムの導

入による校務の情報化を進めようとしている。システムの活用を前提とした効率的な校務

の実施手順や、統合型校務支援システムの都道府県単位での共同調達・運用に関するノウハ

ウの整理等を行うことを目的とした調査研究を 2017年度に行い、「統合型校務支援システ

ムの導入のための手引き」16としてまとめている。

図 2-1 統合型校務支援システムの導入のための手引きの構成

2-2: 基礎教育における ICT 分野に関する JICA の取組

JICAは、2020年 1 月より Project NINJA（Next Innovation with Japan）を開始し、開発途上国

の社会課題解決に挑戦する起業家に対する多面的な支援に取り組んでいる。支援には、起業

家育成活動、ビジネスマッチング、ベンチャー投資/インパクト投資の促進、エコシステム

強化に向けた政策提言などがある。この Project NINJAでは、教育分野の新規ビジネスやプ

ロジェクトが含まれている。以下は、アフリカ地域 19ヵ国対象ビジネスプランコンテスト

「NINJA Business Plan Competition in response to COVID-19」の中で登場する教育分野の事業

一覧である。

表 2-1 Project NINJA 教育分野事業一覧 

国名 企業名 内容

ザンビア ACE Smart 
Technologies 

ACE Smart Technologies は、国営通信ザンビア・コミュニケーションズ

（ザムテル)、ザンビア試験評議会（ECZ)、教育省との連携のもと、ザン

ビアの過去の試験問題とその解答を提供し、教育を推進する e-learning
ポータルサイトを提供している。対象は、600万人もの小・中・高等教育

16 統合型校務支援システムの導入のための手引き：
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/1408684.htm 
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を含む就学者である。1 人の生徒あたり月額 0.99米ドルで利用できる。

クレジットカード情報とポータルサイトを紐づけ、生徒が簡単にアクセ

スできるサイトを提供している。

ナイジェ

リア

Gradely Gradely は、分析機能とデータ駆動型の推奨機能を使用し、学校と保護者

が生徒の学習状況を遠隔かつリアルタイムで見ることができるサポート

サービスを提供している。ウェブやモバイルデバイス上で毎週行われる

ホームワークやテストを通じて、生徒の学習到達状況を把握することが

できる。生徒に合わせた学習プログラムを推奨できる機能により、予習

復習プログラム、補習ビデオを提供している。このサービス上で、生徒

へのマンツーマン指導の受講も促すことができる。

ケニア Kytabu 同社が提供する SomaNasi は、オンライン上で保護者・生徒・教師間のコ

ミュニケーションを可能にした義務教育学習プラットフォームである。

12 年間のケニア教育カリキュラム全てを網羅した 4,500件の動画や、学

習達成度を測れる 15,000もの質問等のノウハウが既に蓄積されている。

COVID-19 状況下では、オンライン上での生徒同士のグループディスカ

ッションプログラム、保護者が生徒のバーチャルクラスに一緒に参加し

ながら学習ができるインタラクティブ動画プログラムも新たに提供して

いる。

マダガス

カル

Madabooky Madabooky は、モバイルデバイスでオンラインコースを提供するソーシ

ャルメディアサービスである。高校生を対象としており、数学・物理・

生命科学・地球科学・哲学等の講義やチュートリアル動画を提供してい

る。各国家試験の合格率を上げ、職業支援を充実させるために、各ユー

ザーのプロフィールを元にキャリアガイダンスを提供しながら個別でサ

ポートできる機能を搭載している。

ケニア Daktari 
Online 

Daktari Online は、オンライン上での継続的な医学教育を通じて、医療従

事者の学習成果の向上を目指す EdTech サービスである。専門家が作成

した関連コンテンツをアクセスしやすいフォーマットで作成し、医療従

事者の評価や再免許取得のための学習をサポートしている。ケニアにお

ける同業界のパイオニアであり、医師、歯科医師、看護師、薬剤師、検

査技師といった多様な医療従事者が活用している。

出所：NINJA Business Plan アフリカ新興テック決勝戦  
https://www.jica.go.jp/activities/issues/private_sec/project_ninja/index.html 

表 2-1 の事業内容からわかるように、e-learning ポータルサイトを開発している企業、学校

と保護者の連絡を密にするアプリを開発している企業、学習コンテンツを開発している企

業など、ICTを使った授業、遠隔教育を後押しする動きが途上国の民間企業の間で生まれて

いる。本調査の対象国であるナイジェリアでは、既に連邦教育省が民間教育企業に委託して

学習コンテンツの開発を進めたり、学校が学習マネジメントシステムを民間教育会社と契

約して導入する動きがコロナ禍で加速している。このように、ポストコロナにおける教育支

援を考えるにあたって、ICTの利活用に関する事業コンポーネントを、既に実績がある民間

企業と連携することは、今後検討されるべきであろう。

JICAは、民間連携事業において基礎教育における ICT分野にも積極的に支援している。以

下の表は、2016年度から 2019年度までの教育分野事業一覧である。
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表 2-2 JICA民間連携教育分野事業一覧（2016〜2019年度） 

公示

年度

事業名 製品・

サービス名

提案

法人名

対象国 媒体・

教科

2019 算数教育における児童

の基礎学力を保障する

学校教材の普及・実証・

ビジネス化事業【アフリ

カ課題提示型】

日本が培ってきた教材作

成技術がモロッコの教育

の手助けになるとの信念

のもとに、モロッコのカリ

キュラムに沿った日本型

の教材を開発

(株)日本標

準

モロッコ 算数教材

2019 ア プ リ 教 材 「 Think!
Think!」の活用による初

等教育の STEM 学力向

上に関わる普及・実証・

ビジネス化事業【中堅企

業枠】

思考力育成アプリ「Think! 
Think!」 

(株)ワンダ

ーラボ

カンボジ

ア

学習アプ

リ

2019 IT を活用した先端的な

日本式初等教育に関す

る案件化調査【アフリカ

課題提示型】

・教育プラットフォーム

Goocus（学習管理システ

ム）を 活用した各種学習

機会の提供と学習支援

・プログラミング教育講師

育 成 カ リ キ ュ ラ ム

CodeEdu、プログラミング

教育教材 CodePower によ

る一貫したプログラミン

グ教育の提供

(株)キャス

タリア

エジプト プログラ

ミング教

育

2019 認知（算数）・非認知ス

キル向上に資する評価

ビジネスモデル構築の

ための案件化調査【アフ

リカ課題提示型】

・標準学力調査（算数）：

目標値を基準とした到達

度評価

・i-check(非認知)：総合質

問紙調査

(株)東京書
籍

エジプト 学力評価

2019 学校ソーラー充電シス

テム導入による教育環

境改善案件化調査【アフ

リカ課題提示型】

・モデル校に学校ソーラー

充電システムを設置し、

LED ランタンを生徒に貸

出す試用サービスを行う

・LED ランタンの貸出方

法やレンタル料徴収方法

等を検証し、さらに導入後

の生徒の出席率や自宅で

の学習時間等の変化を検

証する

(株)川口ス

チール工

業

ブルキナ

ファソ

ソーラー

充電

2018 地方学校教員の能力向

上及び教育格差是正向

け学習管理システム

（LMS）に係る普及・

実証・ビジネス化事業

e-learning 教育プラットフ

ォーム

（KnowledgeDeliver）を活

用した教員研修、学力試

(株)デジタ

ル・ナレ

ッジ

ウズベキ

スタン

e-learning
システム
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験、日本型民間教育サー

ビスの実証実験

2018 教育の質向上のための

e-learning システム導入

に係る普及・実証事業

動画コンテンツ作成シス

テム「Think Board」・学習

管理システム「Think Board
LMS」

(株)教育情

報

サービス

ケニア e-learning
システム

2018 e-learning を活用した子

供たちの数学の学力達

成度強化のための案件

化調査

対話型アニメーション教

材という新しいコンセプ

トをもとに、低学力の生徒

でも、能動的に自分に合っ

たスピードで集中力を維

持しながら楽しく学習で

きる生徒中心型 e-learning

(株)すらら

ネット

エジプト 数学 e-
learning 

2017 初等算数教育への ICT
活用による教育の質向

上を目的とした普及・

実証事業

算数ソフト「Interactive 
Mathematics IM)」 

(株)さくら

社

ルワンダ 算数ソフ

ト

2017 数学力向上に向けた紙

とデジタルの複合教材

(スマートレクチャー)
の普及・実証事業

紙とデジタルの複合教材

「スマートレクチャー」

＋解説動画

(株)新興出

版社

啓林館

フィリピ

ン

数学デジ

タル教材

2017 読書障害者用 DAISY図
書製作ソフトウェア普

及促進事業

読書障害者用マルチメデ

ィア図書(DAISY)製作ソフ

トウェア「PLEXTALK
Producer」 

(株)シナノ

ケンシ

エジプト マルチメ

ディア図

書

2017 基礎教育における初学

者向けプログラミング

教育に関する案件化調

査

2製品の組み合わせによ

る、一連のプロクグラミ

ング教育（CodeEdu:プロ

グラミング教育の講師を

養成する学習カリキュラ

ム／CodePower:上とリン

クしたプログラミング教

育の電子教材）

(株)キャス

タリア

ケニア プログラ

ミング教

育

2016 理科映像教材販売事業

準備調査(BOP ビジネス

連携促進) 

小学生向けの理科映像教

材を現地の教育関係者と

共同開発・販売し、教員

向けワークショップと組

み合わせて学校向けに販

売することで、BOP層の

子供の学びの質向上を目

指す

(株)NHK
エデュケ

ーショナ

ル

インドネ

シア

理科映像

教材

2015年以降の日本の学習産業の知見を活用した民間連携事業の実績数は 40件ほどある。こ

のなかで、教科書/指導書/教材/カリキュラム開発の支援に該当する案件が最も多い。この結

果から、途上国において教材開発のニーズが高いこと、そして日本の民間企業がその分野に
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おいて経験とノウハウを持っていることが推測される。教育分野における民間連携事業の

個々の経験と知見、教訓は蓄積されつつある。よって、それらを体系的に取りまとめ、今後

の JICA教育支援の方向性や具体的な支援に役立てていくための体制（例えばデータベース

のようなもの）を構築していくことは一案である。

なお、技術協力プロジェクトにおいても、ICTを活用した支援は実施されているものの、主

流とはなっていない。以下は、パプアニューギニアでの技術協力「メディアを活用した遠隔

教育普及・組織強化プロジェクト（EQUITVフェーズ 2）」の事例である。この技プロでは、

教育テレビ番組を活用し、6〜8 学年の理科と数学のモデル授業をテレビで地方の学校に配

信している。島嶼国でかつ山岳地が散在するという地理的条件を抱え、全国に教育サービス

を行きわたらせることが困難な PNG のニーズに適切に応じたプロジェクトであると評価

されている17。 

技プロの例：パプアニューギニアにおけるモデル授業のテレビ配信（出所：JICA ICT タスク 2020） 

2-3: 基礎教育における ICT 分野に関する本邦企業/NGO の途上国における取組事例

日本政府は、2016年度から日本型教育の海外展開推進事業「EDU-Portニッポン」を立ち上

げ、官民協働の事業展開を行っている。この事業では、文部科学省、経済産業省、外務省、

JICA、日本貿易振興機構（JETRO）をはじめ、地方公共団体教育機関、民間企業、NPO な

どが参加している。

以下の表は、過去 2017年度から 2020年度までの海外展開推進事業（EDU-Portニッポン）

のうち ICT教育に関わる事業を表している。 

17 「パプアニューギニア独立国メディアを活用した遠隔教育普及・組織強化プロジェクト終了時評価調査

報告書」から抜粋。 
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表 2-3 EDU-Portニッポン基礎教育における ICT 分野事業一覧（2017-2020 年度）

2020 年度 EDU-Port公認プロジェクト 媒体/ 
教科

株式会社内

田洋行

対象国：カンボジア 英語教材

事業名：カンボジア Home-Learning 教材開発プロジェクト“現地大学

との SDGs４ の実践と情報教育の展開” 
概要：カンボジアの２つの教員養成大学において、EFL（English as a 
Foreign Language）学習教材として完成度の高い日本製小学校英語コ

ンテンツを導入する。動画クリップを活用した「体験型」授業を実施

し、「主体的・対話的で深い学び」が ICT の介在によりどのように実

現するのかを明らかにする。また、この ICT 体験を録画し、Home-
Learning コンテンツの開発を行う。さらに、SDGsへの貢献を願う日

本の高校、大学からコンテンツ提供を受け、両国の生徒・学生が協働

する機会を創出する。

株式会社す

ららネット

対象国：スリランカ 算数 e-
learning 事業名：スリランカの学校教育における緊急時対策及びデジタル教

育の普及に関する相互教育連携促進事業

概要：スリランカでは、新型コロナウイルスやテロなどにより、学校

教育の中断を余儀なくされる状況下で、「教育の継続計画」と「教育

のデジタル化」の必要性が高まっている。e-learning 教材「Surala 
Ninja!」の提供、「デジタル算数コンテスト」や教員の日本への研修

派遣といった活動を通じて、緊急時対策も含めた教育現場へのデジ

タル教育の普及活動を展開する。また、日本とスリランカ間で教育機

関が連携する触媒となり、両国の教育のグローバル化を推進する。

特定非営利

活 動 法 人

Colorbath 

対象国：マラウイ 教員研修

事業名：マラウイとの ICT を活用した生徒・教師参加型の双方向グ

ローバルプログラム推進事業

概要：マラウイと山口県の生徒・教師同士がオンライン／オフライン

で互いに交流を実施する。教師１名が生徒 100 名を担当するような

マラウイの状況においても効率的なクラス運営ができるよう、日本

の学校のクラス運営の手法等を共有する。教師への ICT 活用のトレ

ーニングに加え、マラウイと日本の同世代の生徒同士の交流を実施

することで、マラウイの生徒・教師が日本式教育のクラス運営等を体

験する機会も設ける。

2018 年度 EDU-Port公認プロジェクト 個別枠 媒体/ 
教科

国立大学法

人信州大学

対象国：ラオス 教員研修

事業名：日本型の教員養成及び教育研究システムによるラオスでの

エコヘルス教育の実践と研究の充実のための支援事業

概要：国内の複数大学、ラオスの教員養成校及び附属学校との連携に

より、ICTやアクティブラーニングを用いた教員研修を行い、日本の

公害被害の教訓に端を発する健康・環境教育の実践と研究の知見に

基づき、環境・健康教育（エコヘルス教育）の普及を支援する。エコ

ヘルス教育は、日本の経験をグローバルに活かして健康と持続可能

性を推進する教育であり、社会開発、生態系、人間の生活と健康の調

和の実現を目指している。研修では、教員養成校の教員や学生のエコ

ヘルス教育に関する知識や指導意欲の向上、学校や地域でのエコヘ
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ルス活動の企画・実施能力の育成を目指す。また、ラオスでのエコヘ

ルス教育の自立的発展のためにエコヘルス教育に関する研究機能の

強化を支援する。

学校法人千

葉工業大学

対象国：ベトナム コンテン

ツ開発事業名：ハノイ国家大学へのロボット教育プログラム導入―カリキ

ュラムなど教育コンテンツの提供、教員研修支援

概要：ハノイ国家大学工科大学ロボット学科の開設にあたって、千葉

工業大学は連携協定に基づき、学部教育におけるロボット教育プロ

グラムのノウハウを提供する。協力する分野はカリキュラムなど教

育コンテンツの提供、教員研修など多岐にわたる。事業を展開する際

は人材育成や技術移転、産業振興なども念頭におく。日本的な教育を

盛り込んだ本学のプログラムを母体に、同学科を国際競争力ある存

在に育成する。

株式会社す

ららネット

対象国：スリランカ 算数教材

事業名：小学生向けデジタル算数教材の海外展開事業

概要：日本的アニメーションキャラクターとインタラクティブに対

話をしながら小学生が楽しく学べるデジタル教材「Surala Ninja!」を、

スリランカ国をはじめとするアジアの諸国において、学習塾や学校

法人を通じて提供する事業である。小学生の自立的な学習習慣の定

着や大幅な学力向上、日本流の「しつけ」「マナー」の習慣化、教師

の eラーニング運用スキル向上などを目的として推進する。

2018 年度 EDU-Port 応援プロジェクト 媒体/ 
教科

株式会社内

田洋行

対象国：カンボジア 英語教材

事業名：カンボジア国内 2 地点と日本をつなぐ、日本開発デジタル

教材を活用した日本型「指導要領」の実践

概要：日本の教育資源であるデジタル教材を活用し、小学校英語で

ICT を活用した指導法研修を行う。講義型から「対話的な学び」を基

礎に「何ができるようになるのか」を実感できる学びを実現する。シ

ェムリアップ、プノンペンの国立教員養成校において、ICT 教育の知

見を有する日本教育工学会を中心とした学会コンソーシアムと ICT 
教育環境整備力を有する内田洋行、ボランティア派遣を行う 2 大学

の産学連携体制で取り組む。

学校図書株

式会社

対象国：パプアニューギニア 指導書デ

ジタル化事業名：パプアニューギニアでの日本型の理数科教科書に基づく教

員用電子指導書の開発と教員養成課程での活用

概要：パプアニューギニアでは日本の教育開発援助により日本の企

業の教科書制作技術を活用した教科書が開発されている。新しい教

科書が配布された後、その使い方を伝え、質の高い授業を展開するた

め、教員養成学校及び学校現場の教員に対し、電子教材を使った研

修・指導を試行する。電子指導書を介してモデルとなるような授業を

タイムリーに提供すると共に、島嶼国のニーズに合う ICT を活用す

ることで、子どもの学力向上への貢献も期待する。

2017 年度 EDU-Port公認プロジェクト 媒体/ 
教科

対象国：カンボジア 英語教材
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日本教育工

学会

事業名：カンボジア教員研修センターと日本をつなぐ、日本開発デジ

タル教材を活用した小学校英語研修と遠隔サポート

概要：ICT 教育の知見を有する日本教育工学会と内田洋行の ICT 教

育環境整備力の産学連携体制で取り組む。 シェリムアップ国立教員

研修センターにおいて、日本の教育資源であるデジタル英語教材を

活用し小学校英語の指導法研修を行う。動画とリズムある教材で都

市に比べ大変遅れている農村部の小学校英語をネットワークも活用

しサポートする。本研修を通して、見せる、聞かせる、拡大する、比

較するなどの情報機器の活用方法を定着させる。

上表の案件内容をみると、英語コンテンツを開発した e- learning、算数・数学 e- learningな

どがある一方、クラス運営や日本との交流活動、エコヘルス教育、ロボットを使ったプログ

ラミング教育、デジタル教科書・教材開発、ビジネス教育などがあり、支援事業は多岐にわ

たっている。

上述の JICA民間連携事業と同様、EDU-Portニッポンの経験、知見、教訓も蓄積されつつあ

る。また、EDU-Portニッポンで事業を展開している企業の中には、JICA民間連携事業も受

注しているところもある。よって、EDU-Portニッポンと JICA民間連携事業で培った知見や

教訓を共通のプラットフォームで取りまとめ、それを今後の JICA教育協力の方向性や事業

内容を固めるための参照ソースとしていくことは価値があると考えられる。また、例えば新

規 JICA 技術プロジェクトにおいて民間企業との連携事業を検討することも一案であろう。 

2-4: 基礎教育における ICT 分野に関する日本国内の政策・事例

日本国内では、基礎教育における ICTの活用を近年積極的に進めている。例えば、文部科学

省の「GIGAスクール構

想」では、1人 1台端末

と、高速大容量の通信

ネットワークを一体的

に整備することで、特

別な支援を必要とする

子供を含め、多様な子

供たちを誰一人取り残

すことなく、公正に個

別最適化され、資質・能

力が一層確実に育成で

きる教育環境を実現す

ることを狙い事業を推

し進めている。

経済産業省は、2018年

1 月に「未来の教室」と EdTech 研究会を立ち上げ、「未来の教室」事業を推し進めている。

囲み 2-1：教育現場のオンライン化の推進（文部科学省初等中等教育
局） 

出所：https://www.gyoukaku.go.jp/review/aki/R02/img/s12.pdf 
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未来の教室のビジョンは、『様々な個性の子ども達が、未来を創る当事者（チェンジ・メー

カー）になるための教育環境づくり』となっている。未来の教室には、「学びの STEM化」、

「学びの自律化・個別最適化」、「新しい学習基盤づくり」の 3本の柱がある。その中の学

びの STEM化では、次のように記述されている。

教科学習や総合的な学習／探究の時間、特別活動も含めたカリキュラム・マネジメントを通

じ、一人ひとりのワクワクする感覚を呼び覚まし、文理を問わず教科知識や専門知識を習得す

る（＝「知る」）ことと、探究・プロジェクト型学習（PBL）の中で知識に横串を刺し、創造

的・論理的に思考し、未知の課題やその解決策を見出す（＝「創る」）こととが循環する学び

を実現すること。

この考えをさらに議論した「STEAM検討ワーキンググループ中間報告」を発表。これに基づ

き、令和 2 年度内に「STEAMライブラリー」のプロトタイプを構築。 

図 2-2 経済産業省 STEM ライブラリー掲載コンテンツの一部 

また、総務省からは 2017 年に「教育 ICT ガイドブック ver.1」が発行され、クラウドを活

用した教育の実践事例が紹介されている。

これら文部科学省、経済産業省、総務省が打ち出した政策と事業から分かるとおり、我が国

もより積極的に教育に ICTを活用する方向に舵を切ったことが確認できる。今後、「GIGA

スクール構想」、「未来の教室」等の実践経験が積み重なっていくはずである。これらの経

験と知見、教訓は近い将来、JICA の技術協力プロジェクトや無償・有償資金協力案件を形

成するときに、参照されるべき日本のケースとして価値のある情報になっていくと予想さ

れる。
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第 3 章 現地調査における国別の焦点の当て方 

本調査では、各事例国における教育課題、JICA の教育協力実績と今後の大まかな見通し

（JICAからの事前情報）を踏まえながら、現地調査の焦点を絞った。現地調査に際しては、

本調査は全世界を対象とした調査の一部であること、基礎教育における ICT 活用に対する

JICA の短中期的な協力方向性を提案するため複数国に対して調査を行っていること、1 カ

国を対象とした詳細な準備調査ではないこと、新規協力をコミットするものではないこと

等、調査の制限に関しても、相手国政府や開発パートナーに説明を行った。

現地関係者へのインタビューにおいては、第 7 章で提示する基礎教育における ICT 活用の

検討方法や留意点を念頭に置きながら実施した。同時に、現地調査のプロセスや結果を踏ま

えながら、第 7章の内容を発展させた。国別の調査の焦点は以下のとおりである。 

PNG 
PNGでは、JICAは 2005年から「テレビ番組による授業改善プロジェクト（Enhancing Quality 

in Teaching through TV Programs：EQUITV）」（2005～2008年）、「EQUITVフェーズ 2」

（2012〜2015年）を実施した。教育テレビ番組を通した授業改善を目標に、6〜8学年の理

科と数学の授業の動画化、モデル授業を撮影した番組の制作、モデル授業を担う教員の養成

等に対し協力した。こうした既存の教育リソースを基にして、ICTを利活用することで更な

る価値を生み出し、ICTインフラ環境の地域間・学校間の違いも踏まえながら PNG全土へ

普及し、生徒の学習能力の向上を目指す協力方向性案を検討した。

モザンビーク

モザンビークでは、JICA による「新しい学校教育制度に対応したカリキュラム普及プロジ

ェクト」が 2021年に開始されたばかりである。そこで、右プロジェクトに関し ICTを活用

した教員の能力強化と生徒の学びの改善に資する提案の検討を第一の目的として調査を進

めた。また、その先行案件である「初等教員養成校（IFP）における新カリキュラム普及プ

ロジェクト（2016〜2020）」の経験も踏まえるため IFPと付属小学校の訪問も行った。

ナイジェリア

ナイジェリアでは、基礎教育分野においては実施中や計画中の JICA 技術協力事業がない。

他方、世界的にみても最大の不就学児童数を抱えると推測される国18であることを踏まえ、

次の範囲に絞って調査を実施し、JICAの短中期的な協力の方向性を検討した。 

・ 北（東）部復興支援19の一環としての教育協力事業の検討

・ 短中期的な JICA支援の可能性として、小規模の事業からスタートする想定

・ 治安状況の観点から、調査範囲は業務渡航可能な「連邦首都地区（FCT）州アブジャ連

邦首都市（FCC）内」及び「ラゴス州ラゴス市内」に限定

18 UNESCO (2021) Global Education Monitoring Report, p.210 より。 
19 日本政府の国別開発協力方針（2019 年版）では教育は単独の重点分野（中目標）となっておらず北

（東）部復興支援の一環としての記載のみである。
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第 4 章 パプアニューギニア（PNG） 

4-1: 現地調査の対象と期間

PNGにおける面談と訪問先は、以下のとおりである。 

面談・訪問先（2021 年 7⽉27⽇〜8⽉9⽇のヒアリング件数：38件） 

教育省：研究・評価局、教師教育局、E-ラーニング局、教育サービス・測定局、カリキュラム

開発局、政策・計画局、ICT局 
学校：エレメンタリー学校（2校）、プライマリー学校（2校）、セカンダリー学校（2校） 

（ポートモレスビー近郊と東ニューブリテン州で教育段階別に各 1校）、 

家庭：5家族（ポートモレスビー近郊）、5家族（東ニューブリテン州） 
教員養成校（2校）（Port Moresby と East New Britain Provinceでそれぞれ 1校ずつ） 

⾼等教育省：ICT 局 

他省：国家放送委員会、NICTA、情報通信技術省 
開発パートナー：オーストラリア大使館、UNICEF、世銀、セーブ・ザ・チルドレン 

企業：Digicel 

JICA技プロ：初等理数科教員養成校強化プロジェクト 

学校訪問は、都市と地方の差を留意し、首都のポートモレスビーと島嶼部の東ニューブリテ

ン州において実施した。地方の訪問箇所の選定にあたっては、実施中の JICA技術協力の対

象地域であることを考慮した。

各学校の対象学年については、政府が新教育計画 2020-2029（National Education Plan）にて、

基礎教育の完全普及（9 年間）から 13 年間の初中等教育の完全普及（幼児期教育を含まな

い）を目指し、学制を 3-6-4から 1-6-6と変更するとしている。しかし、多くの公立校はま

だ新学制に移行していないため、本報告書では図 4-1にある「現行学制」に倣い、準備学年

〜2学年対象の学校を「エレメンタリー学校」（基礎学校）、3〜8学年対象の学校を「プラ

イマリー学校」（初等学校）、9〜12 学年対象の学校を「セカンダリー学校」（中等学校）

と呼ぶ20。

20 収集した教育データや資料も全て現行学制のもとで作成されている。よって、「6-2: 基礎教育における

政策と現状」では現行学制のもと記述する。
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出所：現地調査による情報収集から調査チームが作成 

図 4-1 パプアニューギニアの学制

4-2: 基礎教育における政策と現状～ICT 活用に焦点を当てて～

[1] 教育計画と行政の概要

教育計画

PNG 政府の中長期政策である Vision 2050（内閣府 2009 年）と PNG Development Strategic 

Plan (DSP) 2010-2030（国家計画モニタリング省 2010年）の重点政策では、初・中等教育へ

のアクセス改善のための無償教育の実施と中等学校のインフラの充実を上げている。また、

セカンダリー教育の質の改善では教員と生徒率を 1:30にすることを目標にしている。

新教育計画 2020-2029（National Education Plan）が 2021年に公布されており、「全ての生徒

に質の高い教育の達成」を目標に上げている。主要政策は以下の通りである。

・ 就学前教育プログラムのインフラの整備と就学前教育の充実。

・ 全ての児童生徒の 13年間の教育の修了。

・ 中等教育での女子生徒の比率の向上と学校運営に関わる学校内での意思決定への参加。 

・ ドロップアウトした生徒への学習と研修機会の提供。

・ 新学制に沿った教員研修・資格のアップデート。

・ 新基準達成カリキュラム（Standard Based Curriculum: SBC）の活用。

・ 新 SBCに沿った教科書の開発と配布。

・ 児童・学生の学力調査（カリキュラムモニタリング標準テスト・PILNA・PISA）の実施

と参加。
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特に STEMと ICTの促進に向けては、「Schools of Excellence Policy 2020（エクセレンス学

校政策）」が挙げられる。この政策では、PNG の産業技術人材育成のために国立高等高校

とその他選定された中等学校を STEMに特化した学校にし、ICT環境の強化、STEMに強い

教員の育成と配置、STEMカリキュラムに沿った授業実践が行われる。なお、STEM教育の

推進は、現在はセカンダリー学校が主流であり、エレメンタリーやプライマリー学校ではま

だ着手していない状況にある。理由は、基本的な学校インフラ・ICT環境が整っていないか

らである。

中央教育行政 

教育省の組織体制を図 4-2、主要な部局の役割は表 4-1のとおりである。ICT活用について

は、E-ラーニング局、ICT局も設置されている。 

出所：教育省組織図 2021 年を基に作成 

図 4-2 教育省組織体制 

表 4-1に、主要な部局の役割を示す。 

表 4-1 教育省部局の主要な役割 

部局 役割

政策・計画局 • 教育政策・計画策定と施行・学制の運営・啓発活動

リサーチ・評価局 • リサーチ・評価、EMIS

一般教育サービス育局
• 学校の登録と承認・国立高校・フレキシブルラーニング運
営管理・無償教育交付金運営

財務局 • 教育予算運営・支出管理

給与担当局 • 職員給与支払い運営管理

調達局 • 調達・入札

学校視学局 • 学校施設・学校運営・教員の監督とモニタリング

カリキュラム開発局 • カリキュラム・教材開発

全国試験サービス局 • 評価・全国テスト運営

政策

・計画局

リサーチ

・評価局

 TVET & UNESCO担当副次官 政策・総合サービス担当副次官

給与担当局 ICT局

E-ラーニング局

全国識字・啓発

事務所

TVET 学校

オペレーション局

TVET 視学局ガイダンス＆

カウンセリング局

人材・組織

開発局

全国試験

サービス局

一般教育

サービス局
学校視学局 調達局

アドミニスト

レーション局

 PNG

UNESCO

財務サービス

ウィング

総合サービス

ウィング

政策

・リサーチ

ウィング

カリキュラム

開発局

政府特別区教育

サービス局
教員教育局

TVET

カリキュラム局
財務局

教育大臣

教育省次官

学校・視学担当副次官

カリキュラム

・全国試験

ウィング

州サービス

ウィング

教員教育

・視学

ウィング

TVET カリキュラム

・e-ラーニング

ウィング

TVET

オペレーション

・視学ウィング
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E-ラーニング局 • e-learning 教材開発、学校機材設置

ICT局 • 教育省 ICT関連運営・保守管理

教員教育局 • 全国教員研修運営

人材・組織開発局 • スタッフデベロップメント、組織編成

アドミニストレーション局 • サポートスタッフ・車輌・物品管理

出所：一般教育局からの聞き取り 

ICT局は、例えば、豪政府の支援を受け、60の教員養成校に対し、デスクトップパソコンの

調達と学内イントラネットを設置し、電子化された教科書や教材を学生が閲覧できるよう

にしている。 

リサーチ・評価局内の EMIS部は、学校の基礎データを担当している。毎年学校センサスが

実施され、全国の学校に関する生徒・教員数、インフラ等のデータが集まってくる。そのシ

ステムを効率化するために教育省は、全国の公立学校に対しデータ送受信端末機（大型画面

をもつ安価なスマートフォン）の購入と、同省 ICT局が開発した無償のアプリ「My School

App」（無償）をダウンロードすることを指示している。各学校の校長は、これまで書面で

提出していた学校関連情報を全てこのアプリを使って送信することになっている。収集さ

れたデータは、政策計画局に提出され、学校に支給される交付金計算や教育計画に活用され

ている。

囲み 4-1: 学校聞き取り調査から 

• プライマリー学校の高学年やセカンダリー学校の生徒は、スマートフ

ォンを保持しており、家庭学習にかなり活用している（Google検索や
YouTube 教育動画）。

• 教育省からの指示でプライマリー学校は学校用スマートフォン（タブ

レット）を購入することになっている。この端末に「My School App」
をインストールし、学校情報（EMIS）を送信している（右の写真）。 

教育省は、ウェブサイトの構築にも積極的に取り組んでいる。これまで、新任教員の採用や

現職教員の昇級に関しては、紙ベースで申請書や提出書類を受け取っており、それらの書類

の処理には多くの時間と人員を費やしていた。それに対しペーパレスウェブサイトの構築

が現在進行中であり、近い将来ウェブサイトからの出願やオンラインデータ申請ができる

ようになる見込みである。 
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地方教育行政 

PNGでは地方分権化が進んでおり、州政府内の州教育

局に幼児教育学校、初中等学校、職業訓練校を管轄す

る部署が設置されている。

各学校は、視学官の指導の基で、学校学習改善計画

（SLIP）を作成し、州政府の承認を得て、予算執行、

活動を行う。SLIPは、①学習、②研修、③マネジメン

トとリーダーシップ、④児童の福利、⑤インフラ、⑥

コミュニティとガバナンス、⑦予算配置においてそれ

ぞれ優先課題を定めた計画である。但し、SLIP の州政府の承認状況はエレメンタリー学校

57%、プライマリー学校 60%、セカンダリー学校 70%（2018年 EMIS）程度である。また、

校長への財務と運営研修の実施状況は、エレメンタリー学校 10%、プライマリー学校 30%、

セカンダリー学校 40%（2018 年 EMIS）と低く、教育省は 2029 年までに 100%に改善予定

である。なお、本調査で訪問した学校においては、学校と親の連絡の仕方は基本的に紙ベー

スで、緊急時のみ SMSや電話を使う学校もあった。

[2] ICT 政策と通信インフラ環境の現状

ICT政策 

PNGの「Digital Transformation Policy 2020」によると、2019年末までに合計 11州が統合政

府情報システム（IGIS）ナショナルデータセンター（NDC）に接続し、それらの州は共有サ

ービスにアクセスしている。そして、2022年までに 22州を NDCに接続する計画である。

また、同政策では「長期開発戦略 2010-2030」として全国各地に届く近代的で手頃な価格の

情報通信技術システムを構築すると記している。具体的に、以下の 3つがあげられている。 

(1) 2030年までに 1,000人あたり 800人の携帯電話加入者数を目指す。

(2) 2030年までに人口の 70％がインターネットにアクセスし、利用できるようになる。

(3) 2030年までに国民の 100％がラジオとテレビにアクセスできるようになる。

ICT省は、現在、デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進を推し進めている。DX

政策は、2020年政府によって承認されており、「Digital Government Bill」策定に着手中であ

る。また、DX政策のもと「Secure Data Exchange Platform」プロジェクトが実施中である。

これは、全ての省庁のシステムの一元化を目指すものであり、教育省も含まれている。さら

に、DX政策では国民 IDの整備も行われている。今後の方向として、国民 IDを教育省の教

育マネジメント情報システム（Educational Management Information System：EMIS）にリンク

させることをロードマップとして描いている。

通信インフラと電力

PNGの通信会社には、国営 Telikom PNG、Digicel、PNG DataCo、Bmobileがある。Bmobile

以外は通信インフラ整備も行っている。Digicelは、国内最大の通信会社であり、3Gマーケ

州教育局の権限

・ 州教育計画の策定

・ 学校の設立の手続き

・ 学校のインフラ整備

・ 教員の選定と任命

・ 教員の異動

・ 教員研修

・ 教材の管理・配布

・ 教員給与の政府への申請

・ 第 8学年修了試験実施

・ 学校センサスの実施
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ットで 90%のシェアを持っている。また、Digicel や Bmobile は、現在、電話・データ通信

の 3Gから 4Gへのアップグレードを行っている。なお、PNGの通信会社にとって一番の難

題は、地方での電信電話基地局（電波塔）の電力確保である。多くの通信会社は、基地局の

電力確保のために発電機を設置しているが、近年、Digicelはソーラーパネル21を設置し電力

を確保することを始めている。

PNG 政府は、ユニバーサルアクセススキーム政策のもと世銀から資金を活用し、国営

Telikom PNGを通してこれまで 59の電信電話基地局を設置している。これは、「Connect the 

School Program」と連動しており、教員養成学校にインターネット環境を構築している。 

次の図は、GSMA22による PNG の 2018 年時点と将来を予測した 2025 年での移動通信の規

格（速度）分布と携帯加入者の割合である。2018 時点での電話機器所持者のうちスマート

フォンを保有している人の割合は 22%であるが、2025年には 63%に増加すると予測されて

いる。スマートフォンの教育行政や学校現場での活用可能性も広がることが推測できる。

出所：GMS Association 

図 4-3 PNG の携帯電話通信速度、携帯電話加入者、スマートフォンの所持率の予測 

[3] ICT を活用した生徒の学び（学校内外）

テレビ

PNGには、NBC（National Broadcasting Corporation）、EMTV、TVWan、TVWant Sports、ClickTV 

というように 5 つのテレビ局がある。そのうち、NBC は政府が所有するテレビ局である。

同テレビ局 は、ポートモレスビーにあり、教育番組も放送している。

以下の図は、コロナで学校が休校になっていた時期（2020年 4〜6 月）の NBCによる 11年

生向けの教育番組の抜粋である。数学、物理、地理の動画授業が放映されていた。また同時

21 小型バッテリーが付いた小型ソーラーパネルは、中国製が 1,500〜1,800円ぐらいで購入できる。その小

型ソーラーパネルで家の中の 3〜4つほどの電灯が夜間賄える。家の屋根に設置されるような大型ソーラー

パネルは、5つほどのバッテリーに充電することが可能で、冷蔵庫を含め家の電気をほとんど賄える。設置

費用は、およそ 54〜64万円である。PNG では、ソーラーパネルの需要は高まっている。 
22 GSM（GSM Association）は、GSM方式の携帯電話システムを採用している世界の移動体通信事業者や関

連企業からなる業界団体である。
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期、EQUITVで開発した数学、理科の教育番組に加え、英語の教育番組23も放送されていた。 

図 4-4 コロナ禍での NBC のテレビ教育番組

EQUITV で作成された映像コンテンツと同様に、NBC で放映される番組コンテンツは、全

て教育省から供与24されている。NBCからの放送は、現在もアナログ放送となっており、今

後デジタル放送に移行する計画を持っている。しかし、資金不足、人材不足のために詳細計

画まで至っていない。

ラジオ

PNGでは、ポートモレスビーに 2つの国営ラジオ局、3つの地方ラジオ局、4つの民間ラジ

オ局がある。また、18 州にはそれぞれ一つずつ州ラジオ局がある。ポートモレスビーにあ

る 2つの国営ラジオ局のうち、教育番組を放送しているのが NBC25である。NBCラジオで

は、月曜日と金曜日に 4年生、5年生、6年生対象に理科の番組「Radio Science」を放送し

ている26。コロナ以前の通常時は、この「Radio Science」の番組が教室で流れ、教師と生徒

たちがそれを聞いて理科を学ぶ地方の学校が多数あった。このほか、5年生と 6年生向けに

は「Current Events」（国内外の出来事）が毎週金曜日に放送されている。8:45〜10:00の時

間帯には一つの番組が放送され、10:00〜12:00の時間帯には 2つから 3つの番組が放送され

ている。さらに、生徒向けだけでなく、教師向けの番組「Education New Program」も毎週月

曜日に放送されている。

一方、コロナで学校が閉鎖されていた期間は、以下の図の通り前述の放送番組（4 年生、5

年生、6年生向け）に加え、1年生から 3年生の向けの番組も放送し、放送日も月曜から金

曜日の毎日に拡大された。番組としては、例えば 1〜4年生向けには「English Radio Magazine」

（ドラマ形式の Speakingと Listening）が放送された。このラジオ教育番組は 1980年代に始

23 NBC は、どのぐらいの割合で全国の家庭がテレビを保持しているか、どのぐらいの家庭が教育番組を視

聴しているかのデータは持っていない。
24 番組のコンテンツは、授業を撮影したものである。何台かのカメラで授業を別々の⾓度から撮影したあ
と、編集している。著作権の問題で、インターネットに番組をアップロードする計画は持っていない。 
25 NBC は、全国 20ヵ所に NBC州ラジオ局を設置している。 
26 数学の番組はない。理由は、ラジオで数学を教えるのはとても難しいからである。 
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まったが、これまでどのぐらいの生徒がその番組を聞いているか調査をした例はない27。図

4-5は、コロナ禍での NBCのラジオ教育番組の一部である。

図 4-5 コロナ禍での NBC のラジオ教育番組

コロナ禍の学び方

教育省 ICT局が、ドナーの支援を受け実施している「Covid-19 Education Emergency, Response

and Recovery Plan」のベースライン調査では、コロナ禍において各学校がどのように遠隔教

育を実施しているのか、家庭での生徒がどのような方法（メデイア）を使って学習している

のか情報を収集している。この調査の対象地域は、西部州とサンダン州（旧West Sepik）で

あったが、約 80％の公立学校は電力を確保していないこと、2州の都市部と農村部の遠隔教

育の状況に大きな隔たりがあることが分かった。

27 最近は、スマートフォンでもラジオ番組が聴けるようになっている。都市部では、大抵の家にラジオが

ある一方、農村部では電力の問題もありラジオがない家庭も一定数存在する。
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出所: Baseline Survey, Covid-19 Education Emergency, Response and Recovery Plan, UNICEF 

図 4-6 ベースライン調査結果

図 4-6 が示す通り、生徒の家庭での学習で使われたものはワークブック、教科書、学習帳、

読み物が主であった。一方、学習メディアとして期待されていたラジオやテレビの活用は前

者の印刷物の教材と比べ 5分の 1から 6分の 1 程度の利用者数に留まっている。 

囲み 4-2: 本調査での聞き取り 

本調査で面談した生徒の中で、テレビ教育番組を見て

いた生徒は 2割程であった。生徒の中には、テレビ番

組に登場する先生の中に好きな先生がいる（教え方が

うまい）という意見もあった。他方、ラジオ教育番組

を聴いていた児童生徒はいなかった。また、ラジオを

持っている家庭は少なかった。授業でラジオ番組を活

用している学校もなかった。

Zoom を使った遠隔ヒアリング 
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スマートフォンや PC の保有状況については、本調査で訪問したセカンダリー学校の生徒は、

ほぼ全員スマートフォンを持っていた。プライマリー学校でも高学年になると保有率が 5 割
を超えるとのことであった。Google 検索や YouTube 教

育動画など家庭学習にかなり活用しているようであっ

た。

プロジェクターを使った授業をしている学校は、調査対

象 6校中 1校で、数名の教員が実施している程度であっ

た。インタビューした学校や家庭訪問の聞き取りでは、

授業で音声教材（スピーカーを使う）を使う教員はいな

かった。

セカンダリー学校では、教員の中にはラップトップを持

ち、授業で活用しているケースもあった。また、コンピ

ューター室もあったが、故障や型の古い機種もあった。教員と生徒が WhatsApp グループを組

み、課題を出すクラスもあった。

4-3: 主要ドナー・NGO の支援状況～基礎教育における ICT 導入支援に着目して～

[1] UNICEF

UNICEFは、Save the Children（SC）、GPE、Australian 

High Commission と 共 に 「 Covid-19 Education 

Emergency, Response and Recovery plan」にて教育省

を支援している。

また PNGの「Library for All」（https://libraryforall.org）

という団体を支援しながら、電子図書プロジェクト

を実施している。Spark Digital Classroom Kitsという

電子図書を読むタブレット機器を使い、生徒に読書

を推進し、読解力の向上を目指している。このプロ

ジェクトでは、英語の本を現地の言語に訳し生徒が

使うタブレット機器に落とし込んでいる。このプロ

ジェクトでは、例えば子どもが 1 ページをどのぐら

いの時間を費やして読んでいるか測ることができ、

そこからその子どもの読む力をチェックすること

ができる。また、本の人気度合いもチェックできる

ようになっている。

UNICEFは、Save the Childrenと共同し西部州にある

23の小学校に対しRachel Device28というイントラネ

28 https://worldpossible.org RACHEL (Remote Area Community Hotspot for Education and Learning) is a portable, 
battery-powered, device that contains copies of educational websites in offline format. 販売元は Digicel か Digicel 
Foundation。価格は 749米ドル。980GB のコンテンツが既にインストールされている。バッテリーも別売

りで付属可能である。

囲み 4-3 Library for All で供与している

Spark Box

Zoom を使った遠隔ヒアリング 

囲み 4-4 Rachel Device リモートホッ

トスポット
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ットサーバー機器を導入した読書能力強化を目指したプロジェクトを実施している。Rachel 

Device は、コロナが蔓延し始めた時期に投入が開始された機器で、学習に必要な電子図書

をこの機器を通してタブレットや PC、スマートフォンにダウンロードし、あとは自分の端

末で（オフラインででも）読むというものである。この機器を使えば、かなりの量の教員用

の教材や生徒用の図書をアップロード/ダウンロードすることが可能となる。学校にある PC

やタブレット、スマートフォンをこの Rachel Deviceに繋げれば、あたかもインターネット

に繋がっているように、Rachel Deviceに Pre-installされている Web サイトにアクセスする

ことが可能で、電子図書だけでなく、数学、理科、英語などのモジュールで学ぶこともでき

る。言わば「Remote Area Hotspot」である。 

UNICEFが PNGの基礎教育に ICTを活用するときに課題として挙げるのは、これらの ICT

機器を使った教育プロジェクトの好事例を面的にどう拡大していくかである。PNG は、購

買力平価で測ったときに世界で 5番目にインターネット代が高い国である。また、電力確保

の課題もある。さらに、インターネットに接続することで、児童生徒を悪意のあるネットや

問題のあるネットから守らなければならない。そして、高価な機器をどう維持管理していく

かが大きな課題である。

UNICEFでは、ICT導入による基礎教育開発において優先順位が高いのは学校インフラ環境

が比較的整っているセカンダリー学校としている。それはセカンダリー学校ではプライマ

リー学校と比較すると、電気がきているケースが多いからである。一方で、ICTの導入支援

を行う場合には、コミュニティを巻き込むことが非常に重要であると強く認識している。コ

ミュニティが学校に高価な通信機器が配布されていることを知れば、住民はそれに関心を

持ち、学校（校長や教員）は外部からの監視の目を意識するようになる（盗難や紛失の予防

ができる）。よって、プロジェクトが始まる前にコミュニティ（村長、教会、校長、親）を

巻き込む活動をするべきであるが、コミュニティを十分巻き込むにはそれ相応の労力を費

やすことが求められるとして、その活動のためだけに最低 3 カ月は必要であるとのことで

あった。

[2] Department of Foreign Affairs and Trade (DFAT), Australia

DFTAは、インタビュー時点（2021年 7 月 30日）において、Early Grade Learning、Secondary

School Program、TVETに関わるプロジェクトを実施中である。ICTに関連するのは、Early

Grade Learningであり、スマートフォンのアプリを活用した読書支援を行っている。

また、教育省 ICT 局、カリキュラム開発局と協力し「Education Emergency Response and 

Recovery Plan」を実施している。この事業への支援額は、2,200 万豪ドルである。この事業

は、4つのフェーズに分かれている。①Remote Safe Learning、②All Students and Teachers Return 

to School、③All Students and Teachers Safe Learning、④Education System Resilienceである。

この計画の一部である e-learningにおいては、テレビやラジオ、オンラインのリソースを使

い学習プラットフォームを立ち上げ、Save the Childrenや Child Fund、UNICEFが学習コン

テンツを供与し活動を行った。また、JICAプロジェクトからもコンテンツの提供があった。
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同プロジェクトのベースライン調査でわかったことは、調査対象 112校の中で、ある程度の

ICT環境が整っている学校は 11校だけで、多くの学校では ICTを活用するより印刷した教

材を配布するほうが効果的であるということである。ICT環境不整備の根源は電力不足にあ

り、また環境がある程度整っているとしてもデータ通信のために高額の通信使用料を支払

えない問題も起きている。

コロナ対策として DFATは、2020年 6 月に「Flexible Open Distance Learning Education Center」

を設置した。ここでは、タブレットに保存された学習教材コンテンツを利用して生徒たちが

学ぶことができる。また、教育省 ICT 局との協力のもと遠隔教育のための Information 

Education Resource Communication Materials（IERCM）も作成している。IERCMコンテンツ

を 5,000のマイクロ SDカードに保存し全国の公立学校に配っている。この SDカードをタ

ブレットやスマートフォンに接続し、コンテンツを SD カードから保存する。マイクロ SD

カードは、学校や教員に配布している Teacher Packと Home Learning Packの中に入ってお

り、このパッケージの中にはソーラーバッテリー付きラジオも入っている。パッケージの準

備と配送は UNICEFが担当している。また、このマイクロ SDカードに保存されているデー

タは、教育省のWeb サイトにもアップロードされている29。

DFTAは、教育省が EMIS情報のデータ通信化を促進するため各学校にダウンロードを推奨

している「My School App」（EMISアプリ）の技術開発支援も行った。このアプリを各学校

の校長が持っている大型画面スマートフォンにインストールし、校長は教員の勤務状況、児

童生徒の出席状況データをはじめ、その他の学校関連情報を入力し送信している。

[3] Save the Children

Save the Children（以下、SC）は、「Western Province E-learning Project」を実施している。エ

レメンタリーとプライマリー学校の生徒の英語と算数の学力向上を目指した活動である。

図 4-7 オフライン ICT機器を使った英語の授業

29 教育省の Webサイトでは、LMS は Moodle を使用している。 
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そのプロジェクトの特徴は、オフラインでのタブレ

ット活用を行ったことである。生徒には、電子図書

室を用意し、そこにある電子書籍や資料を閲覧でき

るようにした。また、教員向けには、タブレットの

使い方とそれを使った教授法研修を行い、州教育事

務所がモニタリングや指導に携わった。英語の授業

では、Bloom Readerアプリ（オープンソース、開発

団体名 SIL PNG）を使用している。教員はこのアプ

リを使って生徒用の読書本を作成しており、この

Bloom Readerには音声機能とビデオ機能が備わって

いる。また、各読み物の最後には、どのぐらい理解

したかの小テストが添えられているのがこのアプリ

の特徴である。ひとたび Bloom Readerにコンテンツ

が入れば、オフラインで使用することができる。こ

のプロジェクトでは、教員用タブレットの他、囲み

4-5にあるようにプロジェクターやソーラーパネル、

Bluetooth スピーカーも供与している。教員が、タブレットとプロジェクターを繋いで、ス

クリーンに本を写し出し、スピーカーを使って音声を流し、生徒と一緒に声を出して読む

（図 4−7を参照）。教員が生徒に質問し理解度を確認しながら授業を行っている。

2021年 7 月 30日時点で、SCは教育省と協力し

「Emergency Response and Recovery Plan（ERRP）」

プロジェクトを実施中である。450校の対象校に

Bloom Reader をインストールしたタブレット、

スマートフォンを供与し、またマイクロ SDカー

ドに Library for Allのコンテンツを保存し、対象

校に配布している。

ERRPのもと、別のプロジェクトでは 5つの州に

おいてマイクロ SD カードに教員ガイドや

Library for Allのコンテンツを保存し、2,000名の

教員にそのマイクロ SDカードを配布している。

盗難のリスクを下げるため、教員や生徒へのタ

ブレットやスマートフォンの供与では、学校と住民が共に周知し合い、州教育事務所や視学

官、大勢の参加者がいる前でセレモニー的に供与式を行っている。これによって、供与を受

けた校長や教員は住民からの監視のもとでこれらの機器の維持管理をすることになり、盗

難防止が期待できる。ソーラーパネルの供与では、当初、バッテリー付きであったが、バッ

テリーを転売することができるため、盗難が相次いだ。そこで、バッテリーを使わず、ソー

ラーパネルから直接電力を引くトランスミッター方式に変えているが、この方式でも、プロ

ジェクターを使うことができている。

囲み 4-5 オフライン ICT 機器一式 

囲み 4-6 Bloom Reader アプリ 
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[4] 世銀

世銀は PNG での教育分野でのプロジェクトを 2015〜16 年まで実施していたが、それ以降

はほぼ何も実施していない状況である。また、世銀「PNG Country partnership Framework 2019-

2023」でも教育支援については記述があまり見られない。背景には、PNG 政府からの支援

要求分野が保健やインフラ整備となっており、世銀もそれに沿った支援を行ってきている

からである。PNG政府としては、他のドナーが Human Development分野を支援しているこ

とから、WB-IDA Fundは電力を含むインフラ整備に向けたいという強い意向がある。 

4-4: 日本/JICA の基礎教育分野と基礎教育における ICT 促進に関連する支援状況

現在実施中の技術協力プロジェクトは、「初等理数科教員養成校強化プロジェクト（2021年

1 月〜2024年 9 月）」である。CPは高等教育省となっている。以下は、プロジェクト目標

と期待される成果である。

案件概要（事前評価表より）：初等理数科教員養成校強化プロジェクト

プロジェク

ト目標

全国の初等教員養成校において、開発された学生用教材及び講師用指導書が活

用されることにより、理数科講義の質が改善される。

成果 1．国家教員養成カリキュラム（PSD）に沿って、全教員養成校共通の理数科の

学生用教材と講師用指導書のドラフトを開発する。

2．1で開発したドラフトの試行プロセスを通じて、学生用教材及び講師用指導

書が完成する。

3．初等教員養成校の学生用教材及び講師用指導書開発にかかる高等教育省の能

力が強化される。

過去に実施された JICA技術協力プロジェクトとしては、「パプアニューギニア国理数科教

育の質の改善プロジェクト（QUIS-ME）」（2016 年 3 月〜2019年 11 月）がある。本プロ

ジェクトは、初等第 3〜6学年の算数及び理科の教科書・指導書の開発支援を行うことによ

り、教育省が教科書・指導書を全国に導入するための準備が整えられることを目的とした。

日本政府は、この教科書・教員用指導書印刷配布に対しても無償資金協力（経済社会開発計

画）2018年（12 億円）によって支援した。 
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出所：パプアニューギニア国理数科教育の質の改善プロジェクト事業完了報告書

図 4-8 パイロット校・ノンパイロット校の算数テストの比較

なお、図 4-830は、新教科書・指導書を使用したパイロット校と、使用していない非パイロ

ット校の教員・生徒の学習成果をテストで計測した結果の一部である。算数では教員・生徒

ともにベースライン調査時は同じか非パイロット校の成績が上であったが、新教科書を使

った授業を 1 年間続けた結果、パイロット校の教員・生徒ともに成績が統計的に有意に非

パイロット校より向上している。

また、PNGでは遠隔教育の普及と組織強化を目指した「パプアニューギニア国 メディアを

活用した遠隔教育普及・組織強化プロジェクトフェーズ 2（EQUITV-2）」（2012年 4 月〜

2015年 12 月）も JICAは実施した。次の表の通り、2000年から始まった教育支援活動に遡

ることができる。

30 ベースライン調査は 2018 年 3 月、エンドライン調査は 2018 年 11 月に実施している。 
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表 4-2 EQUITVプログラムに関する協力の成果の概要

出所：パプアニューギニア国メディアを活用した遠隔教育普及・組織強化プロジェクト（EQUITV フェー

ズ 2）プロジェクト業務完了報告書 
NEMC：国立教育メディアセンター 

EQUITV では、優秀な教師の理科や数学の授業

を丸ごと撮影し（ライブ授業）、その動画をテ

レビ配信によって地方の学校の生徒がそのまま

視聴する方法をとっていた。これによって大き

な成果が 2つ現れている。 

一つは、優秀な教師の授業を視聴することで、

生徒は容易に授業を理解でき、さらに学びの質

が向上したことである。また、親は都会の学校

の授業と同じレベルの授業を我が子が受けられ

ていることに喜びを感じた。二つ目は、地方の学校の教師の学びである。優秀な教員の授業

を見ることが、言わば生の教師用指導書となり、一方で自分が行ってきた授業を振り返り、

正しい指導内容を確認できる（正しくない内容を教える教員が多数いる）貴重な機会を得る

ことになった。田舎の教員にとっては、「質の高い授業」とは言葉では聞いても、それが実

際にはどんなものであるか分かっていなかった。EQUITVによって、田舎の教員は初めて授

業の「質」について自分に問う機会を得たのである。

囲み 4-7 テレビ授業実施の様子 
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しかしながら、地方の学校によっては、衛星テレビアンテナを設置することは高額な支出と

なり、それを賄えないため、EQUITV終了後の面的拡大や継続が思うようにいっていない現

状がある。そのため、教育省 E-ラーニング局はテレビ配信に加え、動画コンテンツを DVD

に保存し地方の学校への配布を現在行っている。しかし、同局の予算に限りがあること、そ

して地方配送コストが PNGは極めて高額であることから計画通りには進んでいない。 

4-5: JICA の協力方向性・具体的な協力アプローチへの提言

PNG に対する日本政府の国別開発協力方針・事業展開計画の教育分野に係る部分は以下の

とおりである。

重点分野 2（中目標）社会サービスの向上 

開発課題 2-1（小目標）教育の機能強化・人材育成：島嶼・遠隔地教育支援プログラム（強

化プログラム）

プログラム概要：遠隔教育への支援を中心とした教員と授業の質の向上及びカリキュラ

ム開発に対する支援を通じて、初等・中等教育の改善を図る。また、教育施設の拡充によ

り、教育へのアクセス機会の向上を図る。

（2018年版） 

SDGs 4.1の枠組みを念頭に置きながら、PNGに係る情報を基に今後の協力方向性を検討す

る際の主なポイントは、以下の 5点である。 

(1) SDGs 4.1に向けてアクセス面も質面も課題が大きい、ジェンダー格差もある。

(2) 教育制度が変化している（年数、教授言語・母語使用年数など）。また、新しいカリ

キュラムが導入され始めている。

(3) 人口は少ないが、島嶼国であり、標準的な質の教育サービスを普及することは容易で

はない（コロナ禍でこの課題が顕著に現れ、遠隔教育の必要性と重要性が再認識され

た）。

(4) 学校での ICT 活用には、電力・通信インフラ、学校での運営維持体制・コストを十

分に検討する必要がある。

(5) 日本はこれまでに遠隔教育や理数科教育への協力を手厚く実施してきたことによ

り、多様なリソースがある。また、現在は教員養成の支援を実施中である。

上述の検討ポイントを基に考えられる基礎教育における ICTを活用した JICAの協力方向性

と具体的なアプローチを考えるに当たってのキーワードは次のように想定される。

n 教員の能力向上と生徒の学びの向上のために JICAが協力したリソースであるEQUITV

の授業動画と QUIS-ME で開発された教科書と教師用指導書の有効活用（ただし、

EQUITVの授業動画は現行カリキュラムに合致していないため再編集作業が必要）

n ICT機器や電力確保機器の供与とオフラインで使える ICT機器の有効活用

n 学校運営評議会を活性化し、学校に供与された機器は地域住民のアセットであると認

識し、維持管理していく体制作り



44 

具体的には、以下のとおり事業例を提案する。全ての案件において、SDGs 4.1との関連性と

しては、対象校や対象地域において(1) 算数の基礎学力を得て、初等教育を修了するという

アウトカムに向けた定量指標を使った女男別進捗モニタリング（学力テストの実施を含む）、

(2) 基礎的算数スキルの向上のための教育リソースへの協力を含むことを想定している。

事業名
（案）

期間／
対象

投入 内容

円借款（教育
セクターロ
ーン）または
無償資金協
力

10年間／
全国のプ
ライマリ
ースクー
ル

初等教育の学校
への ICT機材・
機器、周辺イン
フラ（ソーラー
パネル等）

マイクロ SD カード、安価なスマートフォ
ン、ミニプロジェクター/外部モニター、ス
ピーカー、ソーラーパネル（学習アプリは、
無償版を活用）

技プロ「オフ
ラインでの
理数科授業
動画を使っ
た教員の能
力向上と生

徒の学力向
上」

5年間／
パイロッ
ト州

日本人専門家
（機材は円借款
で配布された
ICT 機器を使
用）

教員が授業動画を見せながら授業を進める
スタイルを確立する。（生徒に見せながら、
自分でも学ぶプロセスがあり、生徒に間違
ったことを教えることを回避できる授業を
実施する）
EQUITV動画、QUIS-MEや実施中教員養成

校案件での各種教材、e-Learning局作成授業
動画を活用する。

技プロ「みん
なの学校型
による学校

運営強化〜
オフライン
授業動画に
よる理数科
学習向上〜」 

5年間／
パイロッ
ト州

日本人専門家 ICT を活用した学校運営に係わる能力強化
（PC によるデータ管理や学校教育統計デ
ータの作成）。住民参加型学校運営（投入さ

れた ICT機器の保管・維持管理）。住民参
加型の学校改善計画づくり。父母やコミュ
ニティも参加した学校改善計画に基づく児
童の算数・理科の基礎学力向上活動の実施。 
スマートフォンアプリを使った地方教育事
務所のモニタリング・評価（モニタリング・

評価の電子共有化）。
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オフラインで使える ICT関連機器・ソフト

バッテリー内蔵&スマートフォン接続プロ
ジェクター

市販されているソーラーパネル

プロジェクトで導入した算数アプリ

Mathletics Students 
オフラインで使用可能
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第 5 章 モザンビーク 

5-1: 現地調査期間と面談先

モザンビークにおける面談と訪問先は以下のとおりである。日本からのオンラインによる

遠隔調査により実施した。調査期間は、コロナの影響があり 2021 年 8 月最終週から 10 月

上旬となった31。 

面談先・訪問先（ヒアリング対象機関：29機関） 

教育人間開発省：教員養成局（DNFP）、ICT局（DTIC）、計画・協力局（DIPLAC）、初等

教育局（DNEP）中等教育局（DNES）、遠隔教育研究所（IEDA）、教育開発研究所（INDE） 
学校：IFP付属小学校 2校、初等学校 4校、中等学校 3校 

初等教員養成校：IFP-Matola、IFP-Munhuana 

科学技術⾼等教育省：国家 ICT機構（INTIC）、国家電子行政/e-Government 機構（INAGE） 
他省：国家通信機構（INCM） 

ドナー：世銀、UNICEF、UNESCO 

企業：Radio Mozambique、Movitel、Vodacom、AMPETIC（ICT企業協会） 
JICA 技プロ：新しい学校教育制度に対応したカリキュラム普及プロジェクト（Project for 

Expansion of New Curriculum）チーム 

学校訪問ではマプト市内及びマプト州マトラ周辺を対象地域とした。公立の小学校 4校、中

等学校 3校、IFP 2校、IFP 付属小学校 2校、計 11校を訪問し、学校レベルの ICT導入、活

用状況の確認を行った32。訪問した小学校は、マプト市都市部の上位校、平均校、マプト州

の上位校、マプト市内の UNESCO-CapEDの支援対象校である。家庭訪問については、コロ

ナ感染予防により家庭訪問は許可されなかったため、各学校訪問の際に生徒に家庭での学

習環境・状況についてヒアリングを行った33。なお、訪問した IFPのうち IFP-Matola（マプ

ト州）は全 IFP38校のパイロット校の役割を担っており、新たなプログラムやカリキュラム

は全て IFP-Matolaから導入されている。

モザンビーク政府は、2018年 12 月に教育制度法を改定し、学校教育制度を従来の 7-3-2制

から 6-3-3 制に改訂し、義務教育年限を従来の初等教育７年間から前期中等も含む 9 年間

（新制度の初等 6年+前期中等 3年）に延長することを定めている。つまり、新制度では初

31 コロナ感染拡大による非常事態宣言の影響により、モザンビーク省庁や民間機関への出入りに制限が生

じた。
32 コロナのために時間短縮の登校となっている時期であった。 
33 モザンビークの IFP及び学校訪問では、本省、州、郡の行政官の同行が必須であり、全関係者・機関の

間の日程調整、本省からの訪問受入依頼レター発出、州・郡教育局への情報提供など十分な事前準備が必

要となっている。今回の調査では学校訪問のための調整にかなりの時間を要した。また、本省から 40km を

超える同行については出張扱いとなり、その場合、出張経費についても事前に先方政府と交渉する必要が

あり、そのため 40km を超える範囲でのヒアリングは実施しなかった。 
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等教育 6年間（EP1の 3年間、EP2の 3年間）、中等教育（ESG1の 3年間、ESG2の 3年

間）となり、EP1, EP2, ESG1までの 9年間が基礎教育、義務教育と設定された。 

出典：国際協力機構 (2020a, p.3-4) 
図 5-1 モザンビーク国の新・旧教育制度 

初等教員養成課程は、従来 10年生修了生を対象とした 1年間あるいは 3年間の課程であっ

たが、新制度では、中等教育全過程修了の 12年生修了生を対象とした 3年間の課程に移行

することとなった。現地調査では、訪問した IFP2校（IFP-Matola, Munhuana）では 2019年

より新制度の「12+3」課程が開始されていることを確認した。 

5-2: 基礎教育における政策と現状

[1] 教育計画と行政の概観

教育計画

上述の新教育制度法（2018）では、公立学校の無償化、就学機会の保障、より質の高い教育

の提供と並び、新しい ICT活用の推進を全教育段階共通の目標としている。 

また、モザンビーク政府は、政府 5 ヵ年計画（2020〜2024 年）における政策を達成するた

めの具体的施策として人的資本の開発を掲げている。基礎教育分野については、表 5-1のと
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おり、就学率、学習習熟度（読み書き計算力含む）、修了率などの指標につき 2024年まで

の数値目標が設定されている。

表 5-1 政府 5 カ年計画における基礎教育分野にかかる開発指標 

人
間
開
発
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
イ
ン

ク
ル
ー
シ
ブ
な
、
効
果
的
、
効
率
的
教

育
制
度
の
推
進
 

No. 開発指標 2019 年時点 2024 年目標 
1 初等教育 1 年生（6歳）の純就学率 93% 98% 
2 中等教育第１サイクル総就学率 30% 43% 
3 初等教育第１サイクル終了段階の能力（読み書

き計算含む）
4.9% (2016) 20% 

4 15 歳以上の青年・成人の教育プログラム参加率
（フォーマル、ノンフォーマル、成人教育含む） 

5% 10% 

5 中等教育第１サイクル総修了率 15% (2018) 35% 
6 青年・成人の機能的識字・計算力習得率 - 50% 
7 特定の教員・指導法研修を受講した教員の割合 95% 100% 
8 現職教員研修の受講割合 55% 95% 
9 公立小学校の生徒・教員比の格差（州レベル） 0.65 0.95 

経
済
社
会
開

発
・
イ
ン
フ
ラ

整
備
 

149 初等教育 1 教室あたりの生徒数 70 60 

150 中等教育 1 教室あたりの生徒数 65 55 

出所：REPÚBLICA DE MOÇAMBIQUE, Programa Quinquenal do Governo 2020-2024 

教育戦略計画（Plano Estratégico da Educação-PEE 2020-2029）の冒頭では、モザンビークが世

界的にも人間開発指標が最も低い国の一つ（UNDP調査対象 189カ国中 180 位）に留まって

いることが指摘されている。また、2017年の国勢調査では、国民の 15歳以上の非識字率が

38.3%（女性 49.4%、男性 27.2%）と依然として高く、人間開発の課題が山積している状況

を示している。同戦略計画では、次の 3つの主要戦略目標を打ち出している。 

第１戦略目標：インクルーシブで公正なアクセス、機会、継続の保障

第 2戦略目標：質の高い学びの保障 

第 3戦略目標：透明性の高い、参加型の、効率的、効果的なガバナンスの保障 

同戦略計画の主眼は、9年間の義務教育を実現するために必要な施策を実現することである。

具体的には、初等教育における質の高い学習の保障、前期中等教育（ESG1）におけるアク

セスの拡大、多様化、公平さ、女子の就学機会の拡充（特に北部地域）などの実現を目指し

ている。

第 1の戦略目標を達成するため、教員−生徒比率を下げ、生徒の中退、留年の要因ともなる

欠席率を低減し、就学の地域間格差を是正するため、遠隔教育の形態を多様化する、として

いる。第 2の戦略目標の達成のためには、より質の高い学びの提供のため、学習内容の妥当

性、教員の養成課程・現職者研修の拡充、指導方法・実践の改善、ICT活用、バイリンガル

教育、学習活動のモニタリング、学習アセスメントなどの推進などが掲げられている。第 3

の戦略目標の達成には、地方分権化された行政において、高い透明性、効率的、効果的実施
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を原則としたサービス提供を行い、計画、予算作成、実施、モニタリング、評価（POEMA34）

の事業サイクル、校長・教員の欠勤低減も狙った学校運営、教員管理、EMIS、機関間調整

など全般にわたる行政能力の向上を図ることが計画されている。

教育戦略計画には、戦略目標ごとの数値目標・指標が設定されている。ここでは初等教育の

戦略マトリックスを掲載する。初等教育修了率（全体、女子）、純就学率（全体、女子）、

教員-生徒比、学力調査基礎力習得の割合（国内学力調査）や目標スコア（SACMEQ）など

の中間目標値、最終目標値が設定されている。（表 5-2を参照） 

表 5-2 初等教育の戦略マトリックス 

全体目標 インパクト指標 項目 実施前
(2019) 

中間目標
(2024) 

最終目標
(2029) 

全ての児童に
インクルーシ
ブで質の高い
初等教育の機
会を保障

初等教育修了率
（ジェンダー別
/SDG4.1.4採用） 

全体 49.0% 54% 59% 

女子 45.8% 
(2018) 

48％ 51% 

戦略目標 結果指標 項目 実施前
(2019) 

中間目標
(2024) 

最終目標
(2029) 

第１戦略目標
アクセス・持
続・公平

初等 1 年生の純
就学率

全体 93.3% 98% 99% 

女子 92.9% 95% 98% 
第 2戦略目標 
教育の質

教員-生徒比率 全体 65 61 55 
初等第１サイク
ル(3 年生)で必要
な能力（読解・数
学）を習得した
児 童 の 割 合
(SDG4.1.1採用） 

全体
4.9% 

国内アセスメン
ト(2016)

20% 30% 

初等第 2 サイク
ル(6 年生)生徒の
SACMEQ 平均ス
コア

全体 485 
(ポルトガル語) 

505 
（数学）

SACMEQ IV, 
2013 

495 
(ポルトガ
ル語)
515

（数学）
SACMEQ 

VI 

500 
(ポルトガル
語) 
520 

（数学）
SACMEQ VII 

第 3戦略目標 
教育ガバナン
ス

質の基準と指標
によってモニタ
リングされた学
校の割合

州・郡
20% 40% 80% 

出所：MINEDH (2020 p. 76-78) 

新教育制度法や教育戦略計画など教育政策において、基礎教育における、もしくは基礎教育

に関連した ICT 戦略では次の用途の導入・推進が計画されている。また、新教育制度法で

は、新しい ICT の活用を全教育段階共通の目標として推進していくことを明示している。

34 ポルトガル語の事業マネジメントサイクルの略語。 
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特に中等教育レベルでは、教育制度改定にともなう新カリキュラム導入において、ICT 導

入・活用が一気に進められる計画である35。 

表 5-3 教育戦略計画における ICT の位置付け 

モザンビーク政府の教育政策における ICT の位置づけ

① 生徒の学習プロセ

スの質向上

教育の質向上の具体的戦略の一つとして教員・生徒による ICT活

用が挙げられおり、授業・学習プロセスにおいて、デジタルやマ

ルチメディア教材を使用するなど、ICT を対話型ツール、学習の

ファシリテーターとして活用。

② 課外活動 中等学校での ICTベースの教科の大会や活動を推進。 
③ 補習ツール 学習において困難を抱えた児童の補習ツールなどとして ICT 活

用を推進。

④ 遠隔教育 アクセス、機会、継続の保障の方策として遠隔教育モダリティの

多様化を図り、その一環として ICT を活用。

⑤ 教員の授業実践 学習プロセスの多様化、授業マネジメントのツールとして ICT活

用を推進。

⑥ アセスメント 教員がアセスメント、指導案など学級レベルで ICT を活用する

ことを推奨。

⑦ 学校運営 学校運営・施設管理など学校レベルでの ICT 活用を推奨。 
⑧ 行政マネジメント 教員や職員管理、学校間ネットワークなど郡レベルの初等教育

マネジメントに ICT 活用を推奨。EMISでも ICT 活用を推進。

中等教育の運営、学習プログラムの提供における ICT 活用推進、

セクターとして投資を拡大するように提言。

⑨ 教員養成課程・教

員研修

教員養成・研修においても ICT 活用の機会を増やすことを計画。 
2029 年の段階で 1,000 人の教員養成学校の教官が ICT を使える

ようになることを目標として設定。

⑩ 教職員・行政官へ

の研修

教育・行政にて ICT 活用のため、教職員・行政官に対して研修の

実施。

出所：MINEDH（2019） 

前教育戦略計画においては、中等教育カリキュラムに ICT教科が新たに組み込まれ、ICT教

員が配置された。中等教育の ICT教科は、PCやインターネットの導入、システムや各機材

の理解、基本的操作という内容である。前教育戦略計画における中等教育での ICT導入・活

用の目的は、ICT教科実施そのものであり、ICT教員が配置され、コンピューター室が整備

され、インターネット接続が確保されることであった36。予算措置としては、2016〜2018年

事業計画における FASE の全体の支援額のうち、中等学校対象のコンピューター室整備に

2.5%、中央―州―郡の間の業務円滑化のための行政の ICT環境整備に 3.8%がそれぞれ配分

された。

現行教育戦略計画では、政府の ICT政策との連動もあり、初等教育も対象に、ICTを教育の

質改善の効果的なアプローチの一つとして、学習活動への本格導入を目指している。しかし、

35 教育人間開発省教員養成局長とのヒアリングによる情報（2021 年 8 月 24日）。 
36 ICT局長へのヒアリング（2021 年 8 月 26日）、学校訪問調査の結果 (2021 年 9 月 8〜10 月 6日）。 
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現状としては、近年の財政難により、現在も PEE 事業計画のための予算調整を行なってい

る段階であり、ICT環境整備事業の実施は遅れている。 

PEE の実施が遅滞している中、MINEDH より UNICEF、フィンランド政府に対し、サイク

ロン被害からの復興、コロナ禍における緊急教育支援の要請が 2020年 7 月に提出され、承

認された。同緊急教育支援プログラムは、(1)サイクロン被害からの教育復興支援に 2,000 万

米ドル、(2)コロナ禍の緊急支援に 1,500 万米ドル、支援総額 3,500 万米ドルが拠出される。

(2)のコロナ禍の緊急支援は下表のように 6 コンポーネントで構成されており、コロナ禍で

あっても途切れない学びの実現のため、小中高生に対する遠隔教育拡充に、(2)の支援額の

9.2%が計上されている。

表 5-4 コロナ禍の緊急教育支援のコンポーネント及び支援額（2020 年） 

No. コンポーネント 支援額 (USD) ％
1 保健衛生教育の促進（継続実施） 102,000 0.7% 
2 中央・地方政府の行政サービスの維持 386,000 2.6% 
3 小中高生対象遠隔教育プログラムの拡充 1,381,000 9.2% 
4 学校再会後の児童生徒の復学促進 12,595,000 84.0% 
5 モニタリング及び報告 286,000 1.9% 
6 プロジェクト運営 250,000 1.7% 

合計 15,000,000 100.0% 
出所：MINEDH（2020、p.83-84） 

上表の 3小中高生対象遠隔教育プログラムの拡充は、次の活動で構成されている。 

・ 保護者向けの情報発信・資料提供のためのプラットフォーム/多様なアクセスポイントの

設立

・ IEDA のプラットフォーム/クラウド上で、IFP より小中高生 1〜12 年生対象の自習教材

を含む各種教材の配信

・ バイリンガル教材の開発・提供

・ WhatsApp、SMS、メッセンジャーなどを活用した遠隔の学習者支援方法についての研修

・ インクルーシブ教育、特別支援教育に対応した遠隔教育教材の開発

・ 非常事態下の学校カレンダー：多様なシナリオの作成

・ 休校時、遠隔の児童生徒/学習者への心理的サポート（児童に対する暴力や虐待回避の目

的も含む）の強化

・ 学習者の保護者・家族による家庭学習支援の働きかけ

・ コミュニティラジオでの教育番組の追加（現行にプラス 60日）

・ 障害児に対する補助プログラムの提供

・ テレビ視聴のできない児童生徒に対する対策：練習問題（印刷物）の配布など

教員養成局が所轄する IFPでは、2017年にMoodleのようなシステムを全国の IFPにインス

トールし、ICT担当（教員）も配置した。しかし、インターネット接続が限定的で（あるい

は継続ができなくなり）インターネットが使えない状況が続き、2017 年に養成された ICT
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担当も使い方を忘れ、多くが使えなくなってしまった、とのことである。上記のコロナ禍の

緊急教育支援の要請では、ICT局、教員養成局が連携して、全国の IFPにインターネット接

続（プロバイダー契約）の予算を計上し、ICT担当を再研修することを計画し、その予算が

この度、確保できた、と両局長が語った37。 

[2] ICT 政策と現状

モザンビークでは、周辺諸国に先駆け、2000年に ICT政策を打ち出し、インターネットを

国家の社会経済的発展を促進するためのプラットフォームと位置付けてきた。最近では、

2016年 6 月に新電気通信法が議会で可決され、同年 4 月には電子取引法案が議会に提出さ

れるなど新たな ICT政策が大きな前進を見せた。その後、2018年 3 月に、政府は最新の ICT

環境、新たなビジョン、ミッション、5カ年国家開発戦略を推進するための指針を盛り込ん

だ情報社会政策（The policy for Information Society）を更新した。このように、インターネッ

トを技術革新プラットフォームとして活用することを基本に、教育、保健、農業、インフラ、

観光、行政（電子/電子統治）など、優先開発分野に焦点を当てている。

モザンビーク政府は、情報社会政策策定に引き続き、同政策の具体的戦略計画を打ち出し、

2019〜2027年の達成目標を掲げている。同計画において、国際基準の主要インパクト指標・

達成目標が設定されている。同計画では、2027年には携帯電話、PC保有、インターネット

接続などが広範囲に普及することを想定している。近年、アフリカ諸国で全国民に電子 ID

付与による行政サービスのデジタル化の波が起こっており、モザンビークでもその準備が

進められている。e-Government関係機関も設立され、関係機関との連携も始まっている。こ

の行政サービスのデジタル化が教育にも様々な変化をもたらすことが予想される。

2020年 6 月に、具体的な情報社会政策事業計画（2019〜2023年）が策定された。表 5-5が

示すとおり、教育分野では、教育システムにおける ICT（11プログラム）、研究・開発・知

識共有（5プログラム）、人的資源開発/人材育成（2プログラム）の 3つの事業が計画され

ている。基礎教育では、21世紀型学校、21世紀型カリキュラム、教員・校長研修、総合的

学校運営システム、モデル e-school戦略などが直接関係するプログラムとなる。また、ICT

政策における教育セクターの戦略計画については、上述の政府 5 ヵ年計画及び教育戦略計

画との調和化を図るため、各事業計画が組み込まれていることが、本調査で確認されている。 

表 5-5 情報社会戦略計画における教育セクターの事業計画 

1.1 教育システムにおける ICT 
No. 事業 活動内容

1.1.1. 21世紀型学校 ・モザンビークにおける学校のコンピューター化のプロセス
・先に策定された教育における IT 政策・技術計画の戦略に基づい
ている。

・教育機関でのコンピューター整備、インターネット接続を、中等
学校、技術教育を優先に行っていく。

37 ICT局、教員養成局両局長へのヒアリングによる情報（2021 年 8 月 24、26日）。 



53 

1.1 教育システムにおける ICT 
No. 事業 活動内容

1.1.2. 21 世紀型カリ
キュラム

・カリキュラムを改訂し、学習プロセスでの ICT 活用を実現

1.1.3. ICT 分野の技
術・職業教育

・ICT の基本的技術を備えた人材育成のための技術・職業教育
・地方に対する技術支援、労働市場のニーズの視点からの研修の
分析、刷新

1.1.4. 通信・遠隔教育 ・通信・遠隔教育の近代化
・e-learning プラットフォームを経由し、多様で魅力的な対話型コ
ンテンツを活用した教育の実現

1.1.5. 教員・校長に対
する研修・啓発

・教育的ツールとしての ICT 活用のための研修実施
・教員・校長の ICT に対する意識・能力向上

1.1.6. 識字教育にお
ける ICT 

・先に策定された教育における IT 政策・技術計画の戦略に準拠
・成人識字教育での ICT 活用
・識字・成人教育センターにおける PC, プロジェクター、スピー
カーなどの ICT機器の整備

1.1.7. 総合的学校運
営システム

・学校事務及び財務管理の効率化、透明性、高速化、省の情報シ
ステムとの連結

・既にテストフェーズが実施され、継続的なシステムの機能強化、
使用拡大が図られている。

1.1.8. 高等教育出願
システム

・大学出願の標準化、高速化のためのシステム
・現状としては大学ごとにシステムを整備。

1.1.9. 対話型コンテ
ンツ

・遠隔教育、中等教育を優先に、段階的にデジタルの対話型コン
テンツを開発

・ポルトガル語、数学、理科などの主要教科が優先
・ガイドラインにそったコンテンツ開発

1.1.10. 教育における
ICT 政策・実施
のためのマス
タープラン開
発

・教育における ICT 政策・実施のためのマスタープラン開発のた
めの指針策定

・学校のニーズに合った安全な学習環境、全てのデバイスに対応
するデジタルコンテンツ、教員・校長の能力強化、生徒のデジタ
ルスキル、生徒・教員の革新的、創造的な実践、EMIS、モニタ
リング・評価

1.1.11. モデル e-School 
戦略づくり

・全国に拡大可能なモデル e-School のデザイン
・デジタル・マルチメディアコンテンツなど ICT を活用した授業
のための教員・校長研修

・機器整備、インターネット接続、モニタリング・評価にも活用

1.2 研究・開発・知識共有 
No. 事業 活動内容

1.2.1. 国家 e-
learning プロ
グラム

・モザンビークの全教育機関が使用できる政府が運営する e-
learning プラットフォームを構築

・最初の中期パイロットとして第 1 フェーズを実施し、結果を踏
まえて第 2 フェーズへ

・上記に伴う研修も実施
1.2.2. MoRENet 

(学術プラッ
トフォーム）

・The Mozambican Education and Research Network として 2005 年に
設立

・高等教育・研究の学術機関をつなぐ全国的なデータ通信ネット
ワーク

・従来の学術プラットフォームのデザイン期から運用期に移行
1.2.3. 科学技術パー

ク
・国家プロジェクトとして科学技術パークを創設し、技術革新・開
発の拠点に

・ICT関連の各種研修を実施
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1.2 研究・開発・知識共有 
No. 事業 活動内容

1.2.4. 仮想キャンパ
ス

・主要大学のキャンパスに仮想キャンパスを創設
・教育コンテンツを提供するデジタル・プラットフォームを構築
し、教員と学生間の情報共有を可能にする大学事務の電子サー
ビスを提供

1.2.5. ナレッジ・ポ
ータル

・全国・国際の様々な専門図書館にアクセス可能で、学術ジャーナ
ル、カタログ、文献インデックスなどがデータベースからダンロ
ード可能な総合的学術・科学ポータルの創設

1.3 人的資源開発/人材育成 
No. 事業 活動内容

1.3.1. 公務員研修プ
ログラム

・公務員の各機関での業務をサポートするため、基礎から上級レベ
ルまでの ICT研修プログラムを開発

1.3.2. デジタル・リ
テラシー

・電子公共サービスや情報にアクセスできる市民育成のため、市民
向けの無料 PC 基礎講座を開設 

出所：BOLETIM DA REPÚBLICA (2019, p.4849-4852) 

情報社会戦略計画では、これらの事業の実現を通じて、2027 年には次の数値目標を達成す

ることを想定している。

1.1. 教育システムにおける ICT 

• 生徒 10人あたり PC１台を設置

• 全ての技術・職業学校、中等学校、全ての ZIP（Zone of Pedagogical Influence/ Zone de

Influência Pedagócica）38がコンピューター室を備え、インターネット接続を確保

• 小学校の半数がコンピューター室を備えインターネット接続を確保

• 全ての教員が ICT研修を受講

1.2. 研究・開発・知識共有 

• 全ての高等教育・研究機関がMoRENetに接続可能

• 科学技術パークで ICTに関するコースを年に 10開講

1.3. 人的資源開発/人材育成 

• 公務員の半数が ICT研修プログラムを受講

• 市民 10 万人をデジタルリテラシープログラムの対象に

現地調査では、2018年の ICT政策策定以降、特に中等学校で ICT基本機器の導入が全国的

に行われ、IFPでもインターネット接続が可能になるなど、ICT戦略事業に勢いがあったも

のの、その後、大規模自然災害、経済危機（前政権の国際援助にまつわる汚職も影響）、コ

ロナ禍などの影響によりその勢いが止まっている状況であることが確認された。現在、中等

学校に整備されている ICT関連機材は、前教育戦略計画（あるいはそれ以前の）事業で整備

されたものであり、現行教育戦略計画のうち、ICT環境整備関連事業はまだ実施に至ってい

ない39。1.1の達成目標については、現状として学校事務、教務の用途以外の PCが全く設置

されていない小学校では、かなり野心的な目標設定であり、実現は目標年より先になること

38 ZIP は学区であるほかに、INSET/CPD のクラスター単位にもなっており、各 ZIP にリソースセンター

（コア学校）を持っている（PEE 2015-2018）。 
39 MINEDH-ICT局長へのヒアリング、及び学校訪問調査の結果。 
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が予想される。ただし、初等教育の新カリキュラムには独立した ICT 教科は組み込まれて

いない。

[3] ICT を活用した生徒の学び（学校内外）

遠隔教育プラットフォーム 

教育人間開発省遠隔教育研究所（IEDA-MINEDH）により、遠隔教育コンテンツ提供を中心

としたプラットフォームが運営されている40。中等教育、初等教員養成課程に登録している

受講生向けのサイト、及び一般公開コンテンツも提供している。IEDAのプラットフォーム

から提供されている遠隔教育プログラムの受講状況は下表が示すとおりである（2018 年時

点のデータ）。コロナ禍で休校が続いた時期には、生徒用学習シートが追加され、学校や家

庭で活用できるように工夫された。

表 5-6：遠隔教育プログラムの受講状況（2018年時点）

DL プログラム/センター 受講者数 女性の割合

教員養成基礎コース 9,793 26% 
教員養成中級コース 35,681 65% 
中等教育サイクル 1/ESDP 1 
(G8-10) 

32,584 48% 

中等教育サイクル 2/ESDP 2 
(G8-10) 

2,236 54% 

学習センター 765 -- 
対象県 89 -- 

出所：IEDA ウェブサイト (http://ead.mined.gov.mz/site/)のデータより調査チーム作成 

中等教育、初等教員養成課程の受講者は、図 5-2の「Virtual School」よりログインし、プロ

グラムにアクセスするようになっている。その他のコンテンツは、一般公開となっている。

コンテンツの多くは教員が指導案・教材準備に使用すること、もしくは初等教員課程受講希

望者を想定したものとなっている。教育番組 TELESCOLAのコンテンツや Khan Academyの

リンクもあり、初等中等の生徒も活用できるようになっているが、このプラットフォームか

ら活用しているという例は、学校訪問でのヒアリングからは確認できなかった。学校の ICT

環境が十分に整備されていないことが IEDA のプラットフォームが学校教育で活用されて

いない、生徒や家庭に紹介されていないことの要因となっていると考えられる。

40 GIZ、UNESCO、UNICEF、Save the Children、PROGRESSO などが参加、協力している。 
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出所：IEDA-MINEDH (http://ead.mined.gov.mz/site/#1497501806433-d7f319fd-0907) 
図 5-2 遠隔教育プラットフォーム 1 

同プラットフォームには理数科の授業の指導案、YouTube 上の理科実験動画のリンクが紹

介されている。理科実験動画の種類は限定的で、現在のところ、生物 10 動画、物理 12 動

画、化学 11動画のリンクが掲載されている。

「1st Cycle Contents on the Notemaster Platform」というMoodle機能もあり、教員、生徒、保

護者のカテゴリーがあり、学校においてMoodle機能を無料で活用できるようになっている。

Notemaster Platform は 2021 年に立ち上がったばかりである。そのためか、現地調査で訪問

した学校では、この Notemaster Platformを使用している事例は確認されなかったが、今後活

用が広がっていくことが見込まれる。この Notemaster Platformは UNICEF ほか、COLなど

国際教育 NGOも参加しており、アフリカ諸国の教育省と連携し、運営されている。 

高等教育・研究・学術デジタルプラットフォーム 

科学技術高等教育省（MCTES）がMoRENetと呼ばれるデジタルプラットフォームを運営し

ている。中等教員養成課程のある教育大学（UP）はMCTESの傘下にある。MoRENetデジ

タルプラットフォームではMoodle機能があるが、使用は大学向けに限定されており、活用

しているのは現在のところ、主要大学のみとのことである。MoRENet デジタルプラットフ

ォームのサイト運営には、国内・海外企業、中国の Huaweiなど、13の企業が協賛している。

テレビ教育番組（TVM/ TELESCOLA）
テレビモザンビーク（TVM）が TELESCOLAという教育番組を放映している。コンテンツ

は全てMINEDHで開発された映像教材を使用している。放映は毎週月曜日から金曜日まで

のほぼ全部朝の時間帯となっており、5 年生、7 年生、10 年生、12 年生対象のポルトガル

語、数学、理科、社会、地理、歴史、物理、心理学、フランス語など初等、中等教育対象の

番組のほか、成人教育の番組も放送している（図 5-3を参照）。TELESCOLAの番組は、テ

レビの他、ネット上でもオンデマンドで配信している。リンク は一般公開されており、誰

遠隔教育プラットフォーム IEDA-MINEDH 1
http://ead.mined.gov.mz/site/#1497501806433-d7f319fd-0907

これまでは中等教育・初等
教員養成課程・成⼈教育が

中⼼の遠隔教育
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でも視聴が可能となっている。視聴状況については、公立小学校訪問（都市部）の際、生徒

へのヒアリングで、約 8割が TELESCOLAを視聴していると回答した。

出所：TVM website 
https://www.tvm.co.mz/index.php?option=com_schedule&view=schedule&channel_id=1&Itemid=482 

図 5-3 TELESCOLA番組表とサンプル映像 

MINEDH 教員養成局局長とのヒアリングでは、TELESCOLA のコンテンツ数が圧倒的に足

りず、また授業動画の質が低いため、（動画撮影に向けて）質の高い授業を実践できる教員

の育成が急務であり、この分野の日本からの支援に期待する、との要望が寄せられた。

ラジオ教育番組（Radio Mozambique）
ラジオモザンビーク（RM）でも教育番組を放送

している（図 5-4を参照）。TVMの教育放送同

様、ラジオ教育番組のコンテンツも全て

MINEDH で開発された音声教材を使用してい

る。放映は毎週月曜日から金曜日までの午前、

午後の 2つの時間帯となっており、数学、理科、

地理、歴史など主に中等教育対象の内容を放送

している。

教科コンテンツのほか、UNESCO, UNICEF開発

の啓発番組を数多く放送している。ただし、コ

ロナ禍で保健キャンペーン以外に追加された番

組はない。

RM関係者は、ICTが目まぐるしく進化した現在であっても、ラジオ放送には依然として需

要があり、教育的関連からも重要性は維持される、と考えている。また、RM教育番組担当

者によれば、遠隔教育プログラムとしての「Radio School 構想」を持ち、モジュールを開発、

教育番組（TVM/ Telescola）
https://www.tvm.co.mz/index.php?option=com_schedule&view=schedule&channel_id=1&Itemid=482

Day Time Grade/Adult Subject Day Time Grade Subject

Monday 8:00-8:30 G5 Portuguese Thursday 8:00-8:30 G5 Social Studies

8:30-9:00 G7 Portuguese 8:30-9:00 G7 Social Studies

9:05-9:30 G10 Geography 9:05-9:30 G10 History 

Tuesday 8:00-8:30 G5 Mathematics Friday 8:00-8:30 G5 Natural Science

8:30-9:00 G7 Mathematics 8:30-9:00 G7 Natural Science

9:05-9:30 G12 Philosophy 9:05-9:30 G12 French

Wednesday 8:00-8:30 Adult Education
1st Year 

Portuguese 

8:30-9:00 Adult Education
1st Year 

Mathematics 

15:05-16:00 Secondary Level Physics

9:05-9:30 G12 French

出所：RM とのヒアリングによる 
図 5-4 ラジオ教育番組表 
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配布して、ラジオ講座で単位が取得できるような仕組みを検討しており、MINEDH に打診

しているとのことであった。

インターネット環境

国家通信機構（INCM）が主導し、全国 93カ所で Digital Plaza/ Squareを設立、運営してい

る。Digital Plazaは、屋外にホットスポット空間をつくり、市民に無料でインターネット環

境を提供している。大学生、高校生なども含む子供から大人まで誰でも利用可能となってい

る。この Digital Plaza事業は、学校を直接対象にすることは現在のところ、想定されていな

いが、国内全州において展開されていること、インターネット接続の無料提供、個人として

学生、生徒も対象としていることから、官民連携のユニークなイニシアティブ、仕組みとし

て注目されており、今後の展開に期待が寄せられている。

小学校の ICT 
訪問した小学校では電気がきており、停電の頻度は低かったが、学校所有/管理の生徒用及

び教師用コンピューターも生徒が使用できるコンピューター室もプロジェクターもないと

いう状況であった。個人用 PC/ラップトップを所有している教師は、生徒用のワークシート

を PCで作成という例はあった。自分のスマートフォンを（自宅で）持っている生徒もいる

が、学校での盗難、紛失の心配があるため、小学校では原則として学校には持ってこない、

という方針になっている。

各校とも、学校に PC１台はあるが、学校事務で使用されており、授業・学習には使われて

いない。モデルは古いが、事務書類作成の機能はある。教師間の情報・資料共有では、

WhatsApp が頻繁に使われている。地域で差はあるが、保護者の 5〜6 割がスマートフォン

を使用しており、WhatsAppで連絡が取れる。2020年及び 2021年 7 月中旬からの休校中、

各担任、担当が生徒用の課題を作成し、スマートフォンのある保護者にはWhatsAppでファ

イルを送り、スマートフォンで課題のファイルを受け取れない保護者には学校にハードコ

ピーを取りに来てもらっていた。スマートフォンのない保護者には、学校運営委員会のネッ

トワークから声かけをしてもらい、学校としてはほぼ全生徒に漏れなく課題は届いたと認

識している。

囲み 5-1: 休校中の課題の一例 

右の写真は休校中の課題の一例である。1 年生から 7 年生までの

自宅学習の課題が学校事務室外（窓越し）に掲示されている。保

護者が学校に来て子どもに出された課題を確認したり、写真を撮

ったりしてもらうために掲示している。低学年の課題は手書きで

作成されているが、5 年生以上は PCで作成されている。PC を個

人所有している教師は自分の PCで課題を作成している。 
訪問した小学校全てで 3〜4 シフト制を実施している。コロナ禍

の夜のシフトは行わないように省からの指示があるが、学校では

より多くの生徒のニーズに対応できるよう配慮し、夜のシフトを

行なっている学校もある。 休校中の課題（小学校）
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小学校の出席簿管理は、現在のところ、教育人間開発省から配布されている手書き用の出席簿

が使用されている。小学校段階での出席管理情報のオンライン化は公立校では全く行われてい

ない。 

UNESCO-CapED支援校の ICT：UNESCO-CapEDプログラム（韓国政府の資金協力）による

公立小中等学校への ICT導入支援は、全国 10州 1市を対象に小学校、中等学校各 1校、全

国で 22校の支援を 2019年より実施した。訪問校はマプト市内で唯一の支援対象小学校で、

2019年に、ラップトップ 8台、プロジェクター2台、可動式スクリーン 2台、2ヵ月間の出

張研修（学校の全教員対象）が提供され、その後は授業で供与された ICT機器が活用されて

いた。

コロナ禍の影響で休校になる前までは、支援期間中は Wi-Fi モデム、通信費の支援もあっ

た。具体的には、理科実験や社会などの内容に関係する映像を授業で使った。しかし、コロ

ナ禍による休校後、使用されておらず、2台は学校事務用、残りは学校の機材庫に厳重に保

管されたままになっている。コロナ感染予防のため、教育人間開発省の指示により、学校で

多数の生徒が触れる PC/ラップトップは衛生上の問題があるとして、一時的に使用禁止にさ

れていた。

中等学校の ICT 
訪問した中等学校は 3 校とも ICT/コンピューター室を備えていた。デスクトップ PC が 24

〜30台設置されているが、故障のため、4分の 1から 3分の 1しか機能していなかった。コ

ロナ禍では、上述の小学校同様、中学校でも感染予防の観点から、生徒の ICT/コンピュータ

ー室の使用を一時的に禁止している。

中等学校では教科として ICTの授業が行われているが、現行カリキュラムの ICTの授業は、

基本的な PC 使用方法とインターネット接続を体験する程度の内容となっている。 

各中等学校に 2名の ICT教員が配置されている。訪問校のうち 1校では ICT教員がいない

ため、現在授業が行われていない。中等学校では、生徒の 5〜7割強が携帯電話/スマートフ

ォンを所有しており、教育目的での使用が奨励されている。遠隔教育プログラムの学習セン

ターとなっている学校では、同プログラム受講者が夜のシフトに登校し、指導員（Tutor）か

ら学習支援を受けている。受講者がモジュールにそって個別学習を進め、指導員が個々のサ

ポートをする、という学習形態がとられていた。
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囲み 5-2: 都市部の中学校 

中等学校教員は、ほぼ全員がラップトップを所有しており、教材作

成などに使用している。訪問先のある 1校ではプロジェクター・電

子黒板（右の写真）が活用されており、特に芸術クラスで頻繁に使

用されている。

訪問した中等学校では、教育人間開発省の予算ではなく、学校独自

に（School’s own Initiative）試験的に Learning Management System 
(LMS)を導入している。具体的には、Class DoJo Apps、Google 
Classroom を使用しているケースがある。 
学校でインターネット企業の Prodados 社への外部委託し、LMS 導
入・運営と並行して教員対象の ICT研修も実施している。Prodados
社との年間契約は、システム導入から研修まで含め、8 万メティカ

ル（1MZN = 1.77円）となっている。この学校では、新入生の入学

登録後、各生徒に ID を発行している。同校では、ほとんどの保護

者がスマートフォンや PC を保有している。

学校の予算でインターネット契約料を賄っている。ある学校では、TmCel と契約しており、1
ヶ月の料金は 1,700 メティカルである。ルーターのキャパシティが小さいため、生徒が接続で

きる場所は限られている。

どの中等学校でも、ICT機材や ICT室は鉄柵、鉄扉が取り付けられており、また部品を鍵で固

定できるようにするなど、厳重な防犯対策が取られている。

コロナ禍の休校中、生徒との課題共有には、試験的に LMS を立ち上げ、ファイル共有を行い、

約 70%の生徒が課題共有できている（在籍 4,280 人中、約 3,000 人がアクセスしている）。オ

ンラインで課題にアクセスできない生徒については、保護者にハードコピーが配布された。

IFPの ICT 
訪問した IFPは 2校とも ICT室が 1〜2室41あり、いずれも 17台が使える状態にある（約 10

年前のモデル）。IFPでの１クラスあたりの学生数は 15〜17人であることから、ICTその他

の授業で生徒 1人 1台が整備されていることになる。ICT室は、現在はインターネット接続

がないオフラインの状況となっている。一般教室内にはスクリーンやプロジェクターなど

の ICT設備はなく、教室で使用する場合には、可動式の機材を持ち込んでいる。 

IFP-Munhuanaでは、ラップトップ 5台のうち、2台が機能しており、活用されている。同校

では、教官が頻繁にラップトップ、プロジェクターを借り出し、授業で使用している。例え

ば、Methodology の授業で教員が、2つの異なる授業ビデオを見せて、学生が違いについて

グループディスカッションする活動を行っているとのことである42。 

IFP-Matolaにはプロジェクター2台（うち 1台は可動式）、IFP-Munhuanaには、同 1台（他

の 3台は故障のため、使用不可）がそれぞれ整備されている。インターネット接続は、2017

年に導入され、2019年 12 月まで省が接続料金を支払っていたが、財政難により、その後は

途絶えたままとなっている。現在は、教官が自前の小型モデムを同僚と共有している状況で

41 IFP-Munhuana にはコンピューター室が 2室あったが、1室は火事で消失した。そのため、訪問時に稼働

しているのは 1室のみであった。 
42 同校の学生へのヒアリングによる。 



61 

ある。今後の公的予算によるインターネット接続再開の情報については、まだ IFPには通知

されていない。IFP-Matolaでは ICT教員が 2名おり、ICT教科を担当する以外に、自主的に

同僚に対して ICT校内研修も行っている。 

両校とも全寮制だが、IFP-Matolaでは授業以外では学生は PCを使えない状態となっている。

一方、IFP-Munhuanaでは、学生がいつでも PC 使用可となっている。休校中はWhatsApp経

由で課題・教材のファイルのやり取りを行なった。学生の約 80%はスマートフォンを所有

しており、スマートフォンを所有していない学生も友人や保護者のスマートフォン経由で

課題を見せてもらっていた。

囲み 5-3: IFP 付属小学校

IFP-Matola の付属小学校は、全校生徒 309 人、１ク

ラス 30 人以下、と一般の公立校に比べて、規模が

格段に小さく、1 シフトで授業を行なっている。

IFP-Matola付属小学校には、別棟の ICT室がある。

ポルトガルベースの教育支援団体「jp.ik」の協力に

より供与された。ラップトップ 30台（8 年前ぐらいのモデル）、プロジェクター、電子黒板

が整備され、教室、発電機、スタビライザー、教室内の備品一式を含めフルセットで供与され

ている。メンテナンスも行き届いており、コロナ感染が拡大する前までは、各学年週１回ぐら

いのペースで使用されていた。この ICT室は、現在、感染予防のため使用されていない。

IFP-Matola付属小学校の教員は、IFP の ICT 教官より ICT 活用の支援を受けている。

IFP-Munhuana 付属小学校については、新たに近隣の公立小学校と連携を開始したばかりで、

付属小学校としての体制や特徴はまだ出せていない。同校には、他の公立校と同じく ICT 室
もまだ整備されておらず、インターネット接続もない。

5-3: 主要ドナー・NGO の支援状況〜基礎教育における ICT 導入支援に着目して〜

(1) 世銀の支援
世銀は「Improving Learning and Empowering Girls in Mozambique (2021-2025)」を開始した。

このプロジェクトは、(i)初等教育低学年 3 年間における低い学習成果、(ii)女子の基礎教育

の高学年までの低い定着・進級状況、という教育サイクルにおける 2つの大きなボトルネッ

クに焦点を当てている。また、同プロジェクトでは、コロナ危機の影響やその期間が長引く

場合に重要となる遠隔教育施設の規模拡大も活動に組み込まれている。

プロジェクト資金は、国際開発協会（IDA）による 1 億 6,000 万米ドルの助成金と GPEによ

る 1 億 3,900 万米ドルの信託基金助成金が含まれ、総額 2 億 9,900 万米ドルとなっている。

プロジェクト資金の半分以上が初等教育の活動に配分されるが、そのほとんどが小学校で

開設されている遠隔学習センターの拡充に充てられる。現在、モザンビークには 384の遠隔

学習（DL）センターがあり、そのほとんどが小学校に設置され、3 万 9,000人の生徒（47%

が女子）にサービスを提供している。MINEDH の目標は、センターの数を 25%増やし、中

等教育の総登録者数の 5%まで引き上げることを目指している。DL プログラムは、中等教

育の生徒には印刷物を配布し、高等教育の生徒には教科・学術コンテンツを提供するオンラ

インプラットフォームを使用して実施されている。コロナ対応で実施される遠隔教育は、
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DLのチャネルや教材を多様化・改善し、制度から外れた生徒を中等教育の修了に引きつけ

る機会となる。このコンポーネントの活動は、さまざまな形式（テレビ、ラジオ、オンライ

ン、印刷物）の DLの強化と拡大を支援していく。

さらに、コンテンツ開発・配信のためのライブ授業の放送や高品質ビデオの制作を可能にす

るマルチメディア・スタジオの設置を支援する。また、DL センターに ICT 機器を装備し、

学習プロセスに活用する。インターネット接続や学校の地理的分散という点で、モザンビー

クと同様の課題を抱えるブラジル北部州を含む好事例を参考にしている。DL センターは、

各地域の女子生徒のアクセス率と定着率をもとに選定される。学校に通っていない少女や

中退の危険性のある少女を DL に引き込むためのコミュニティとの連携も含まれる。また、

教師が ICT を活用したハイブリッド学習のファシリテーターとしての役割を担うため、教

員研修も実施し、2023年には中等学校での活動実施を計画している。 

上記の学びの質向上の支援活動は、教育人間開発省との協力事業で、「MozLearning」と呼

ばれている。一方、中等学校以上の雇用につながるスキルのための支援活動については、

「MozSkill」と呼び、科学技術高等教育省との協力事業として実施される。 

(2) UNICEFの支援
モザンビークにおける UNICEF 2017-2020プログラムの優先順位は SDGs 4に沿っており、

教育プログラムでは、質とアクセスという 2つの柱を維持しつつ、就学前教育と初等教育に

重点を置く。将来の学習の基盤となる基礎をしっかり教え、子どもたち、特に女子が初等教

育修了まで学校に通えることを目指す。社会的弱者、障がい者、緊急事態（最近では紛争）

の被害者など、排除される可能性の高い子どもたちに焦点を当てている。教員に対する支援

は 2つの側面から成り立っている。一つは現職教員の能力格差に対処するために、より大規

模な国家現職教員研修戦略の実施を支援することであり、もう一つは教員の欠勤を減らし

研修成果の発現を促し、国、地方行政、学校レベルで、より良い計画策定、管理、モニタリ

ングにかかる能力強化を支援することである。

ICTに関係した支援としては、教育人間開発省との協力事業では、主に 2つが挙げられる。

第 1に、コロナに関連したサポートのためにコールセンターを立ち上げ、最新情報・データ

を収集している。第 2には「re-imagine education」43という就学機会を失った児童・若年者の

ための学習サイトを展開している。re-imagine educationには大きく次の 2つのプログラムが

ある。

a) Learning Passport (https://www.learningpassport.org/)：オンライン、モバイル、オフライン

のプラットフォームで初等・中等教育レベルを対象にしている。世界各国で展開してい

るデジタルプラットフォームである。他国対象では 2017年に構築され、モザンビーク

では、2021年より展開の予定で、今後、教育人間開発省との連携により、IEDAのプラ

43 https://www.unicef.org/reimagine/education 
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ットフォームの拡充も狙っている。Learning PassportはMicrosoft とのパートナーシップ

事業として立ち上がったということもあり、Android OSで見られる設定となっている。 

b) Giga (https://www.gigaconnect.org)：全ての学校をインターネット接続し、全ての若者が情

報・機会・選択につながるようにする、という仕組みづくりである。モザンビークでは、

ARECOM社が中心的パートナーとなり、インターネット接続を学校に拡大していくとい

う構想になっている。インターネット接続を拡大するには、ソーラー発電機の普及も一緒

に進めることが検討されている。Giga では、UNICEF と国際通信連合（International

Telecommunication Union：ITU）が 50 億米ドルの接続債券/基金（Connectivity Bond）を立

ち上げ、需要の高い地域に支援を提供していく計画である。モザンビークの担当者はソニ

ーなどの日本企業の協賛企業としての参加にも期待を寄せている。

(3) UNESCOの支援
UNESCOはモザンビークにおいて CapEDプログラムとして韓国政府の資金協力により、公

立小中等学校への ICT導入支援を行なっている。2019年に全国 10州１市を対象に小学校、

中等学校各 1 校、全国で 22 校の支援を 2019 年より実施した。都市部の貧困地域に位置す

る支援が必要な学校が選定され、ラップトップ、プロジェクター、スクリーン（いずれも可

動式）、インターネットモデム（及び契約）の供与、全員全員を対象とした ICT研修をパッ

ケージとした支援を行なった。活用状況や実施のインパクトについてのモニタリングは本

調査実施時点ではまだ行われておらず、これから実施されるとのことであった。そのモニタ

リング・評価の結果を受けて、今後、対象校を拡大していくかどうかが検討されることにな

っている。

ICT関連の支援としては、上記の CapEDの他に、教育における ICTについての上流の政策

策定の支援を行なっているところで、まもなくドラフトが完成する。さらに、LMS、MOOC、

スマートフォン学習アプリ、オフラインアプリなど、無料で使用できるアプリを UNESCO

のウェブサイトにて公開している。しかし、全て英語表記のため、現在のところ、モザンビ

ークでは本ウェブサイトはあまり活用されていない、とのことである。

(4) 二国間援助機関の支援

GIZ 
TVETの一環として 2校の IFPに対する技術協力を行なっている。ICT機材を導入し、教官

に対し ICT研修を行なっている。 

UKAid 
マプト市において、パイロット研究の一環として ICT 支援を行なっている。支援対象の中

等学校において、ワイヤレスメッシュ・ネットワークがローコストで安定したネットワーク

として機能するかどうか、学習成果に十分なインパクトをもたらすのか、検証実験を行なっ

ている。

(5) NGOの支援
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UNHCR-Vodaphone 財団の連携 
北部紛争地域の 7〜12年生、及び教員を対象に支援を展開している。簡易学校ネットワーク

空間を構築し、既存の教室にてマルチメディアのハブを設立している。これによって、生徒、

教員が現行のカリキュラムに合った教育コンテンツにつきインターネットを介して使用で

きるようにする。「School in a box」として、生徒用の 25のタブレット端末、教員用のラッ

プトップ、プロジェクター、スピーカー、3Gインターネット環境を作り、ソーラー発電機、

多くのデジタルコンテンツを提供している。

Commonwealth of Learning (COL) 
遠隔教育研究所との協力事業として、COLの Open Innovative Schooling Modelを導入した。

それに先立って、従来の遠隔教育プログラムを見直し、オンライン学習への適合化が図られ、

LMS システム構築のプロバイダー契約

も行なった。次の段階として、Aptusモデ

ム（右の図を参照）を使用し、Open

Innovative Schooling Modelを 15の中等学

校においてパイロット事業を実施する予

定である。COLはモザンビークの他に、

同様の支援を他の 3カ国に対しても行な

っている。

Progresso 
Progressoは CIDAより支援を受け、現在 IFP-Chibututuine、IFP-Cuamba、IFP-Chitima、IFP-

Chipande の 4 つの IFP において技術協力を行なっている。初等教員養成課程の教材作成の

ほか、4 IFPへの ICT機材導入、教官への ICT研修、授業での ICT活用についての研修など

の支援を行なっている。

5-4：日本/JICA の基礎教育分野と基礎教育における ICT 促進に関連する支援状況

モザンビークにおいて、これまで実施された JICAの基礎教育協力については、初等教育段

階の教員養成課程、教員研修、カリキュラム開発に焦点を当てた技術協力プロジェクト、学

びの改善に関する調査、中等学校建設計画に対する無償資金協力などが実施されてきた。具

体的な案件については、表 5-7に示すとおりである。

表 5-7 モザンビークにける JICA の基礎教育協力事業 

案件名 スキーム
新しい学校教育制度に対応したカリキュラム普及プロジェクト
（2021〜2027 年） 

技術協力プロジェクト

初等教員養成校（IFP）における新カリキュラム普及プロジェクト 
（2016〜2020 年） 

技術協力プロジェクト

ガザ州初等教育強化計画プロジェクト（2006〜2009 年） 技術協力プロジェクト
ザンベジア州中等学校建設計画（2019 年〜） 無償資金協力

出所：基礎教育における ICT - インセプションレポート (2021, p.16) 
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モザンビーク政府から高く評価され、また大きな成果が期待された案件としては「初等教員

養成校（IFP）における新カリキュラム普及プロジェクト」（2016 – 2020年）が挙げられる。

従来の初等教員養成は 1 年の詰込み型で、教員としての十分な専門知識と授業実践力を習

得するには不十分であった。そこで、同事業では算数・理科教育において IFPの学生向け算

数と理科教材の開発により、教材の教員養成課程への導入を図り、拠点 IFPの学生の算数・

理科指導力の向上に貢献してきた。また協力の成果が、拠点 IFPから周辺、全国の IFPにも

共有・普及されるまでに至った。同プロジェクトで開発された教材により、特に算数におい

て、IFP 教官の指導力向上に顕著な成果が現れ、教育人間開発省より高い評価を得ている。 

また、上記案件の後継案件として 2021年より「新しい学校教育制度に対応したカリキュラ

ム普及プロジェクト」（2021〜2027 年）が開始され、先行案件で開発された教材等の面的

展開、新規に取り組む国定カリキュラム・教科書等の整備を通じて、初等 1〜6年生児童の

学力向上を目指している。また、モザンビーク政府は昨今のコロナ禍を受けて遠隔教育の拡

充を推進しており、本事業でも研修実施や教材普及において ICT を積極的に活用し、ポス

トコロナを見据えた支援を行うことが計画されている。

本事業の ICT活用については、主に成果 2と 3の活動として実施される。具体的には、IFP

学生及び小学校現職教員に対し、算数科・理科に関する追加研修（自主研修+集合研修）と

随伴指導（モニタリング+個別指導）を行うが、そのための集合研修教材、自主研修アプリ

ケーション（自主研修教材+ユーザーインターフェース）、随伴指導ツールの開発が行われ

る。このように、基礎教育 ICT分野における対モザンビーク JICA協力は、現在実施中の技

術協力プロジェクトを通じて大きく前進することになる。

案件概要（事前評価表より）：新しい学校教育制度に対応したカリキュラム普及プロジェクト

プロジェ

クト目標

一定条件下にある全ての小学校において、質量ともにカリキュラムで規定された

内容の算数・理科の授業が実践される。

指標及び目標値：

① 定点観測校の全教員が決められた授業時数でカリキュラム内容を 100 指導す

る。

② 定点観測校において授業観察シートに基づく授業評価結果が平均 XX ポイン

ト以上になる。

③ 【算数】第 1 サイクル修了時（小学 3 年生終了時）及び第 2 サイクル修了時

（小学 6 年生終了時）の到達度テストにおいて定点観測校の XX 以上の児童

が“Minimum Proficiency Level（MPL）”以上の学力を獲得する。

④ 【理科】第 1 サイクル修了時（小学 3 年生終了時）及び第 2 サイクル修了時

（小学 6 年生終了時）に、プロジェクト指定の到達度テストにおいて定点観測

校の XX 以上の児童が“MPL”以上の学力を獲得する。

成果 成果 1：教育人間開発省、国立教育開発研究所、遠隔教育研究所及び国立教育開

発研究所の中核的専門人材と各 IFP の算数科・理科の中核教員の能力が

向上する。

成果 2：12+3課程初等教員養成校（IFP）学生の算数・理科指導力が向上する。 
成果 3：教員の継続研修戦略に則し、ICT 活用による自主研修（教員研修）と随

指導を通じて、全ての小学校教員の算数・理科指導力が向上する。
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成果 4：新しい普通教育制度（新しい学校教育制度）に対応した、初等算数・理

科の国定カリキュラムが整備される。

成果 5：新国定カリキュラムに準拠した初等算数・理科（第 1～6 学年）の教科書

と教師用指導書が整備される。

成果 6：新国定カリキュラムに準拠した学力測定・評価システムが整備される（初

等算数・理科のみ）。

成果 7：プロジェクトの経験に基づいてカリキュラム・マネジメント・サイクル

（カリキュラム改訂・教材改訂サイクル）が整備される。

「ザンベジア州中等学校建設計画」（2019年〜）にも若干の ICTコンポーネントが含まれ

ている。IT室にデスクトップ PCが生徒用に 12台、IT教師用に１台、職員室にも事務用に

5台、またプロジェクター１台、ワイヤレスルーター１台が供与される計画となっているが、

それら機器の活用のための技術支援については明確になっていない。

案件概要（事前評価表より）：ザンベジア州中等学校建設計画

事業

目的

本事業は、ザンベジア州において、中学校の新設及び教育機材の整備を行うことに

より、前期中等教育における学習環境の改善を図り、もって対象地域における前期

中等教育へのアクセス及び学習の質の改善に寄与するもの。

事業

効果

定量的効果（2017 年⇒2025 年の事業完成 3 年後） 
1. 新設校において継続利用されている教室：数 0⇒46 教室

2. 新設校における就学生徒数（人）：0⇒4,416 人

定性的効果

・良好な学習環境を整備することにより、生徒の学習意欲や学習の質が向上する。 
・男女別棟トイレを整備することにより、女子生徒の通学意欲の向上に寄与する。 

5-5：JICA の協力方向性・具体的な協力アプローチへの提言

モザンビークに対する日本政府の国別開発協力方針・事業展開計画の教育分野に係る部分

は以下のとおりである。 

重点分野 1（中目標）人間開発・社会開発 
開発課題 1-1（小目標）人間開発：教育・人材育成プログラム 
プログラム概要：新規初等教員養成及び現職教員研修システムの強化、人材育成と学校施設

の増設による教育の質の改善に重点的に取り組む。 

出所：対モザンビーク共和国事業展開計画(2020 年 9 月現在） 

SDGs 4.1 の枠組みを念頭に置きながら、モザンビークに係る情報を基に今後の協力方向性

を検討し、以下のとおり、アドイン型協力案、新規協力案を提案する。前者は、迅速な協力

の実施が必要な状況での協力提案となっている。提案する全ての追加活動や新規案件つい

て、SDGs 4.1との関連性としては、対象校や対象地域において、(1) 算数の基礎学力を得て、

初等教育を修了するという目的・アウトカムに向けた定量指標を使った女男別進捗モニタ

リング（学力テストの実施を含む）、(2) 基礎的算数スキルの向上のための教育リソースへ

の協力を含むことを想定している。モザンビークの場合、実施中の技プロの成果指標に「小

学 3年生終了時の算数の到達度テスト」が含まれていることから、この指標をベースライン
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とエンドラインのみならず、年に 1 回など定期的に一部の対象校だけでも計測していくこ

とを提案する。 

(1) アドイン型協力案
「新しい学校教育制度に対応したカリキュラム普及プロジェクト」（2021-2027年）では、

先行案件で開発された教材を使用し、算数科・理科に関する追加研修（自主研修+集合研修）

と随伴指導（モニタリング+個別指導）実施が計画され、そのための集合研修教材、自主研

修アプリケーション（自主研修教材+ユーザーインターフェース）、随伴指導ツールの開発

が行われる予定である。これら集合研究教材、自主研修アプリケーション、他関連教材が

フル活用されるには、ICT環境が整っていることが必須条件となる。

「ザンベジア州中等学校建設計画」（2019年〜）でも、IT室用機材として、デスクトップ

PC、プロジェクター、ワイヤレスルーターなどが供与される計画となっている。それら機

器の活用のための技術支援コンポーネントをアドインする。

事業名
（案）

期間/ 
対象

投入 内容

追加協力：
機材供与+
技術協力
（現行技プ
ロに ICT要
素をアドイ
ン）

5 年間/パ
イロット
IFP 
付属小学
校
周辺小学
校

IFP・小学校への
ICT機材・機器 
短期専門家派遣
（もしくは技プ
ロに専門家追
加）

現行技プロで開発される集合研修・自主研修教材
アプリのパイロット及び普及
機材：インターネット接続（モデム）、タブレッ
ト端末あるいはラップトップ、プロジェクター
（スピーカー機能付）、スクリーンなど
技術協力：質の高い学びのための ICT 活用教員
研修、ICT機材管理・有効活用のための学校運営
研修

追加協力：
機材供与+
技術協力
（現行無償
資金協力に
ICT 要素を
アドイン）

5 年間/ザ
ンベジア
州対象中
等学校・
周辺校

対象中等学校へ
の追加 ICT 機
材・機器
専門家派遣（も
しくは専門家追
加）

機材：インターネット接続（モデム）、タブレッ
ト端末あるいはラップトップ、プロジェクター
（スピーカー機能付）、スクリーンなど
技術協力：質の高い学びのための ICT 活用教員
研修、ICT機材管理・有効活用のための学校運営
研修

(2) 新規協力案
モザンビーク版「未来の教室/学校」プロジェクト

現在、モザンビークの学校が置かれている ICT 環境は非常に脆弱である。前述のとおり、

2018年以降は ICT基盤整備に勢いがあったものの、その後の国際援助に係る汚職疑惑によ

る国家財政危機、自然災害、COVID-19 感染拡大等により、かつての勢いがなくなってしま

っている。しかし、ICT 整備は、国家の社会経済開発に必須なプラットフォームとして期待

されているため、基礎教育分野でも具体的な方向性を示すことが求められている。こうした

現状に鑑み、情報社会戦略で掲げられている「21世紀型学校」及び「21世紀型カリキュラ

ム」を体現する支援を提案する。

デジタルプラットフォームへの学習コンテンツ提供 
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学習における ICT活用では、ICT機材、インターネット接続が整っているだけでは、不十分

である。一斉学習、個別学習、遠隔教育などに最適な、最先端のコンテンツで、モザンビー

クの文脈に合うものを翻訳、提供する。アニメーションが使われており、ユニバーサルなコ

ンテンツはモザンビークでも活用可能なコンテンツは既に多く存在する。日本企業などが

著作権を持つものを民間連携や草の根技プロなどのスキームでモザンビークに導入する。

新規無償資金協力：「デジタル化支援無償」の試験的実施 

アフリカ諸国では教育セクターを含む公共サービスデジタル化導入が潮流となっているが、

低開発国では財政的・人的・制度的に導入が難航している国が多く、モザンビークもその典

型的なケースと言える。モザンビーク政府は、2017 年頃に導入されたインターネット接続

他により、教育のデジタル化の基盤整備に取り掛かったが、近年の財政難により頓挫してい

る状況である。本協力では、基礎教育セクターにおけるデジタル化支援として、今後小中高

生・家庭・学校向けにクラウド上で情報発信、各種教材の提供、効果的学習プロセス実践の

配信などを行う機能を担う予定の IFP 及び付属学校の ICT 環境整備・拡充を行うものであ

る。ICT室増設、機材・備品整備（可動式機材整備も含む）に留まらず、機材・設備の学び

の質向上に寄与する校内外・全国規模の研修や活動、保守管理研修といった技術支援も組み

合わせて行う。本協力案は、現在モザンビーク政府、GPE、UNICEFなどを中心として実施

されつつある PEE緊急追加支援事業の方向性とも合致するものである。 

事業名
（案）

期間／
対象

投入 内容

技プロ「モ
ザンビーク
版「未来の
教室/学校」
プロジェク
ト」

5 年間／
パイロッ
ト小学校
5校 

日本人専門
家派遣
ICT 機材供
与

モザンビークにおける ICT を駆使した「21世紀型学
校」及び「21世紀型カリキュラム」を実践する教室・
学校づくり
ICT環境整備：インターネット接続、校内デジタルプ
ラットフォーム構築、LMS構築、最新学習コンテン
ツ、アプリ、デバイスなどの整備
ICT 活用の活動導入：一斉授業、グループ学習、個別
最適化の学びなど子どもの知的好奇心を喚起するあ
らゆる学びの実現
人材育成：教員、ICT 担当、学校運営の OJT、総合的
校内研修
学校運営委員会の参画：「21世紀型学校」「21世紀
型カリキュラム」の啓発、ICT機材管理・有効活用の
ための学校運営研修

民間連携
草の根技プ
ロ「デジタ
ルプラット
フォームへ
の学習コン
テ ン ツ 提
供」

教育人間
開発省
教育開発
研究所
遠隔教育
研究所

日本人専門
家
ICT 機材供
与

コンテンツ提供：
最先端の学習コンテンツの翻訳・ライセンス契約
内容によっては、一斉学習個別学習、遠隔教育全て
に応用可能
各映像コンテンツに対応したワークシート、ブック
レットの開発
機材供与：インターネット接続（モデム）
タブレット端末あるいはラップトップ
プロジェクター（可動式）
スクリーン（可動式）
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新規無償資
金協力「デ
ジタル化支
援無償」の
試験的実施

モデル
IFP （2
〜3校）
対象

ICT 室 増
設・機材供
与
日本人専門
家（ICT 分
野、効果的
授業実践・
教師の職能
開発分野、
学校運営分
野）

ICT室：現地で最新・最速のインターネット環境を備
えた教室増設、教員研修など各種研修にも対応可能
とするため PC約 40台整備、盗難防止の配慮 
ICT機材・備品供与：校内全体でアクセス可能なイン
ターネット接続（モデム）
タブレット端末あるいはラップトップ
プロジェクター（固定式・可動式の両方）
スクリーン（固定式・可動式の両方）
技術協力：質の高い学びのための ICT 活用教員研修、
ICT機材保守管理・有効活用のための学校運営研修、
情報発信・教材提供・教育動画配信のためのウェブ
サイト運営研修など
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第 6 章 ナイジェリア 

6-1: 現地調査期間と面談先

ナイジェリアにおける面談と訪問先は、以下のとおりである。

面談・訪問先（2021 年 10⽉5⽇〜11⽉1⽇ ヒアリング件数：26件） 

連邦教育省・州教育省：ICT局、基礎教育局、質の保障サービス局、教育計画・研究・開発局、

教育研究開発評議会 (NERDC)、国民基礎教育委員会 (UBEC)、国家教員研究所、国家教育大

学委員会、教育広報局、ラゴス州教育省

学校：小学校（2校）、中学校（2校）（アブジャ市内とアブジャ郊外でそれぞれのレベルで

1校ずつ） 
教育機関：連邦首都地区質の保障局、連邦首都地区教員養成校

ドナー44：世銀 

企業：Cinfores、Ulesson、Krystal Digital、ICT商工会議所、Globacom、Eyecity、Gopius、MTN、

Airtel 

学校訪問では、安全治安面を考慮し、アブジャ市内とアブジャ郊外にて実施した。各地域と

もに小学校と中学校を 1校ずつ訪問した。 

6-2: 基礎教育における政策と現状～ICT 活用に焦点を当てて～

[1] 教育計画と行政の概観

教育計画は、憲法第 18条（3）に基づき、義務教育、中等教育、大学教育、成人識字プログ

ラムは全て無償となっている。連邦政府は、2016 年に「ナイジェリア経済復興・成長計画

2017–2020（NERGP）」を発表した。教育に関する NERGPの主要な教育目標は以下の通り

である。

1) ナイジェリアの子どもと若者に質の高い普遍的な教育を提供する。

2) 雇用の確保や起業に必要なスキルを身につけた若者や成人の数を増やす。

3) 女子への教育を優先する。

このような観点から、連邦教育省は中期的な「連邦教育省戦略計画（2018-2022）45」を策定

した。この計画には、次のような 10の優先分野（ターゲット）を示している。 

1) 学校に通っていない子どもたちの教育機会の創出

2) 若者と成人の識字率向上

3) 科学・技術・工学・数学（STEM）と技術・職業教育・訓練（TVET）の促進

4) 基礎教育の徹底

5) 教師教育、能力開発、専門能力開発の実施

44 UNICEF と UNESCO は調査期間中に数回インタビューを申し込んだが面談が叶わなかった。 
45 英語名：Education for Change, A Ministerial Strategic Plan (2018-2022) 
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6) カリキュラム開発の実施

7) 高等教育の充実

8) 教育データと計画づくり

9) 教育における情報通信技術（ICT）の活用

10) 図書サービスの充実

連邦教育省

ナイジェリアは、連邦制をとっているため初等教育は地方政府が管轄し、中等教育は州政府

が管轄している。連邦教育省は、国全体の教育に関する政策の調整と実施を担当している。

教育大臣は、教育省の方針について全体的な責任を負っている。教育省にはいくつかの部局

と 20以上の機関がある46。連邦教育省の機関の中には、基礎教育（教員養成を成含む）の運

営に特化したものが数多くある。以下はそれら主要な機関名である。

The Universal Basic Education Commission (UBEC) 

National Commission for Mass Literacy 

National Commission for Colleges of Education 

National Teachers Institute 

National Examinations Council 

The Secondary Education Commission 

Nigerian Educational Research and Development Council (NERDC) 

州教育省（州教育委員会）

州レベルでは、州教育省が州内の政策と実施の調整を担当している。州レベルの各省庁には、

教育行政の様々な側面を担当する部門もある。State Universal Basic Education Board（SUBEB）

は、連邦レベルの UBECを州で再現したものでる。SUBEBは、州議会の法律によって設立

され、州の歳入資金の一部を使って基礎教育活動・運営の実施を支援する責任を負っている。 

また、各州には州内の高等学校の運営に責任を負う中等教育委員会もある。

地方政府教育局

地方政府は、初等教育の運営に責任を追っている（州政府の役割の一部は、この初等教育レ

ベルに及んでいる）。地方政府は、地方教育長官が率いる地方教育局を通じて、教員の採用

や能力向上のための管理・支援に責任を負っている。

データ管理と教育計画

ナイジェリア教育管理情報システム（Nigerian Education Management Information System:

NEMIS）は、連邦教育省の教育計画・研究・開発局（Department of Educational Planning, Research

and Development: EPR&D）の一部門であり、教育データの管理を担当している。州教育管理

46 部局は、Basic and Secondary Education や Education Planning, Research and Development といった Department
と呼ばれるところである。一方、機関は Agency と呼ばれ、National Universities Commission、Teachers 
Registration Council といったところである。詳細は、連邦教育省の URL：https://education.gov.ng/final-updated-
msp-with-costing/#1 を参照。
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情報システム（SEMIS）を持つ州教育省と緊密に連携しながら、ナイジェリアの教育セクタ

ーに関するデータを収集するために、年次学校センサス（ASC）を実施している。 

以前より、州をまたいで収集されたデータは信頼性が高くないという懸念が持たれている。

理由としては、データを活用することで得られる利益を考え、それに沿うような誤った情報

を提供しているケースや、政治的な理由からネガティブな状況を過少に報告するケースも

あると言われている47。 

[2] ICT 政策と通信インフラ環境整備の現状

ICT政策 

連邦通信省は、ICT産業の発展を促進させ国家のGDP増大に寄与させるとして 3年間の ICT

ロードマップ（Nigeria ICT roadmap 2017-2020）48を策定している。このロードマップは、政

府による経済回復と経済成長計画の中で重要な構成要素となっている。実施予定の重要な

構成要素の中には、アブジャの Technology Villageにおける ICT大学の設立と国家 ICTパー

クや ICT 展示センターの設立が挙げられるが、基礎教育分野に対しての活動計画について

の言及はない。STEM 教育については、「[1] 教育セクター重点政策」に記述がある通り、

連邦教育省戦略計画（2018-2022）の 10の優先分野の中に STEMが含まれている。

通信インフラ

ナイジェリアの電信電話市場では、幅広い専門性を有するいくつかの国際事業会社（南アフ

リカのMTNやインドのエアテルなど）によって電信電話サービスが展開されている。また、

地元企業の Globacomや 9mobileも市場に参入している。こうした市場競争により、電信電

話加入者数は年々増え続けており高い成長率を示している。ナイジェリアでは GSM49事業

者がMTN、Globacom、エアテル、9mobile (Etisalat)の 4社、モバイル CDMA50事業者が Visafone

と Multi-Linksの 2社となっている。下図は、これら電信電話サービスがカバーしているエ

リアを示している。2Gは国内の 8割を超えるエリアをカバーしており、4Gは各州の都市を

カバーしている。一方、3G、4Gの農村部へのエリアの拡大は依然として途上である。

47 教育関連機関に対する現地インタビューからの情報。 
48 次期ロードマップの情報は得られていない。一方、連邦通信省の下部組織である National Information 
Technology Development Agency (NITDA)が New Strategic Roadmaps and Action Plan (SRAP) 2021-2024 を策定

している。
49 GSM とは、「Global System for Mobile Communications」の略で、デジタル携帯電話の一方式である。日本

国内では使われていないが、主にヨーロッパやアフリカ、アジア、オセアニアなどの約 130 以上の国と地

域でこの方式の携帯電話が採用されている。 
50 CDMA とは「Code Division Multiple Access」（符号分割多元接続）の略で、無線通信における通信方式の

一種である第 3 世代（3G）の携帯電話ネットワークがこの方式を使っている。 
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2Gカバーエリア 3Gカバーエリア 4Gカバーエリア 

出所：GSM Association 2020 

図 6-1 ナイジェリアの 2G、3G、4G 電波カバーエリア

他方で、固定回線ブロードバンドの普及率は伸び悩んでいる。その理由としては、ナイジェ

リアの劣悪な固定回線のインフラ、都市部でのブロードバンド開発計画の不備や民間企業

の使用権に関する免許取得の難しさなどが挙げられる。ワイヤレスインターネットサービ

ス（WiMAX と言われているもので、3G、4G電波をビルや家屋の屋上で受信機を使って受

信し、屋内では有線 LANケーブルでネットワークを構築する）の普及もあり、ブロードバ

ンドの普及はほとんど進んでいない。

[3] ICT を活用した生徒の学び（学校内外）

テレビとラジオ

コロナによる学校の閉鎖期間中、遠隔教育の中核はテレビとラジオの活用51であった。ナイ

ジェリア連邦政府が所有する国営テレビ局「National Television Authority: NTA52」とラジオ

局「Radio Nigeria」とが連携し、卒業試験を間近に控えた高校 3年生53を対象とした教育番

組（5年分の過去問を使った数学、英語、公民教育番組）を製作し、テレビとラジオで放送

している。ただし、テレビやラジオにアクセスできない農村部の生徒達（テレビが購入でき

ない家庭、電気がなくラジオが聴けない家庭など）への対応は今後の大きな課題である。連

邦教育省は、それらの生徒に対しソーラー充電を兼ね備えたラジオの配布を計画している。 

51 総務省「アフリカ主要国の情報通信及び郵便分野における制度と市場動向に関する調査」によると、ナ

イジェリアの人口全体の 77.4%が少なくとも週に 1回はラジオでニュースを聞いている。 
52 NTA はナイジェリアの首都や各都市を通じて 101 の放送局を有しており、そのうち 9局はネットワーク

センターである。イバダン、ジョス、エヌグ、カドゥナ、ラゴス、ベニン、マクルディ、マイドゥグリ、ソ

コトにある NTA放送局がこれにあたる。 
53 連邦政府予算の不足から他の学年向けのテレビ・ラジオ教育番組の製作は断念している。 
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囲み 6-1：UASID のラジオを使った北部の州での教

育支援 

USAID は、バウチ州とソトコ州において「Northern 
Education Initiative Plus program (NEI Plus)」を実施し

ている。これまで小学 1～3 年生を対象に合計 670
の音声・画像授業を制作し、ラジオとテレビで放映

している。この授業は 1日数時間にわたって放送さ

れ、バウチ州とソトコ州の合計 60 万人の児童に配

信されている。このプロジェクトでは、親子で視聴

できるように、州政府ラジオ局から住民へメッセー

ジを放送したり、2 万人以上の WhatsApp の連絡先

にメッセージを送っている。

プロジェクトが実施した低学年読解力の中間評価

では、ハウサ語と英語の主要な読解力のほとんどが

向上していることが示された。NEI Plus によって、

26万人以上の子どもたちが、ノンフォーマルな学校

を通じて、読み書きや計算、ライフスキルを身につ

けることができ、26万人の子どもたちのうち 20%が正規の学校に進学するようになっている。 

学校の ICTインフラ 

公立小学校、中学校では、学校インフラ設備の状態がかなり悪い。これは主に、持続的な投

資（保守・管理・修復）が行われていないことが原因である。連邦政府予算の 2％が教育に

投入され、州のカウンターパート基金による投資もあるが、それらは十分な額には達してい

ない。その結果、ほとんどの小学校では、教室の設備が貧弱で、非電化で、コンピューター

や図書室など、児童生徒の学習や学校生活の質を向上させるための施設は不十分な状況の

ままになっているのが現状である。但し、下表が示す通り、電力供給を受けている小学校の

ほうは全国平均で 14%と極めて低い一方で、中学校のほうは 45％となっており、小学校と

中学校の電力供給事情がかなり違っていることが分かる。同様に、コンピューターを持つ学

校の割合では、小学校において極めて低い。

以下の表は、学校インフラ整備のうち、特に ICT環境の指標である。 

表 6-1 学校インフラ環境状況（2018）[％表示]

出所：UBEC (2018) 

[4] 民間 e-learning企業の事業展開状況

他の事例国と比べナイジェリアの顕著な特徴は、民間 e-learning 企業の動きが活発なことで

ある。以下の表は、本調査チームがヒアリングした民間 e-learning 企業の一覧である。

学校インフラ指標 全国 北中部 北東部 北西部 南東部 南南部 南西部
小学校における電力供給を受けている学校の割合 14 7 6 14 8 32 25
中学校における電力供給を受けている学校の割合 45 38 24 45 45 41 78
小学校におけるコンピュータを持つ学校の割合 6 4 3 4 5 5 17
中学校におけるコンピュータを持つ学校の割合 34 28 17 33 51 26 56
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表 6-2 本調査チームがヒアリングした民間 e-learning企業一覧

Krystal 
Digital 

・連邦教育省が立ち上げ準備をしている e-
learning サイト Inspire の開発企業。 

・1 万 5,000 本の授業動画（解像度・スピ

ードの調整可）・音声を用意している。

・Inspireでは教員が授業の予習や準備に使

えるよう Ignite というサイトサービスも

提供している。

Cinfores ・学習コンテンツ開発/端末販売サービス

を行っている。

・教育カリキュラムに基づいた教育コンテ

ンツを開発している。

・小学校の児童専用の電子書籍、ビデオレ

ッスン、アニメーションビデオを備えた

コンテンツを提供している。

uLesson ・学習コンテンツ開発/オンライン学習を

提供している。

・9 つの都市にラーニングセンターを設立

し、生徒がタブレットを持ち込んで使用

したり、センターにあるタブレットでイ

ンターネットを使用し学習できる場を提

供している。

Gopius ・LMS サービス/教員 ICT研修事業を行っ

ている。

・学校や企業の環境に応じて学習ポータル

サイトをオーダーメイドし、学習者や顧

客のニーズにあったシステムを提供して

いる。

・学習評価では、コンピューターベースの

テストを実施している。

・コンテンツは、ビデオ、画像、スライド

形式である。需要が少ないライブ授業は

行っていない。

Eyecity 
Solutions 

・LMS サービス/ICT関連調査/ ICT研修を

行っている。

・アフリカ開発銀行から受託し、起業家育

成プラットフォームの開発やガーナでも

起業家育成研修事業を行っている。

・顧客は、主にラゴス、アブジャ、ポート

ハーコート、イバダン、カドゥナ、ザリ

ア、カノ、そして東部の都市に集中して

いる。

ナイジェリアでは、民間 e-learning 企業が活発に企業活動を行っているほか、電信電話会社

の MTN（国内シェア第 1 位）は同社の財団が国内の学校に対し IT 機器の供与や ICT 環境
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を備えた教室建設を行っている。また電信電話サービス会社の Globacomは学校に対し LMS

サービスを提供している。

これらの企業がターゲットとしているのは、中間所得層以上の家庭の子どもたちであり、活

動は都市部に集中している。一方で、連邦政府や州政府から受託した事業を展開している企

業も複数あり、民間企業が公教育に参入している点は、本調査の対象国となっている PNG

やモザンビークとは大きく異なっている。

囲み 6-2: 

アブジャ都市部の公立小学校

この都市部の公立小学校には 30台のタブレット/PC があったが、コ

ンピューター室の状況は右上写真の通り。1 台の PC に対し 5 名の

児童が使っている状況である。また、PC の種類はまちまちで Mac
であったり Windows であったりしている。この学校には、珍しく

WiFi がきている。校長によると恵まれている公立小学校であるとの

こと。PTA からの支援が活発な学校である。この学校では PTA の

寄付で非常勤教員も雇傭されている。コロナによる学校閉鎖時期

は、学校が e-learning を試みたが親からの反対に合い断念したとのこと（高いデータ通信料、

IT機器が高価で買えない、など）。 

アブジャ都市部の公立中学校

この学校は 18 年前の創立時は IT 機器が完備されたが、それ以

降、保守がなく、現在は 1台しか動いていない（右下写真はコン

ピューター室）。プロジェクターは 2台あり、テレビもあるが、

全て故障している。WiFi はない。教員は、政府による ICT研修

を受講している。コロナによる学校閉鎖時のテレビ・ラジオによ

る教育番組があったが、その内容は総花的で、深く学ぶことはで

きなかったというのが校長の意見であった。学校閉鎖時は、教員

が自分のスマートフォンを使い WhatsApp で生徒に課題をだすなどして家庭での学習をなん

とかサポートしていた。 

囲み 6-3: 

ラゴス教育省：EKO EXCEL イニシアティブ by 州知事
ラゴス州知事のイニシアティブのもと「EKO EXCEL」
プロジェクトが 2020 年から始まっている（世銀の支

援もあり）。ラゴス州の全ての公立小学校の教員全員

にタブレット（1万 5,000台）が配布されている。ま

た、ラゴス州全ての公立小学校長と教員が ICT研修を

受講している。さらに、45万台の MP3 e-learning プレ

イヤーが小学校の生徒に配られた。家庭学習のための

児童用ポータルサイトも立ち上がっている（右図）。 
中学校・高校には、よりレベルの高い ICT機器が供与

されている（小型 WiFi ルーターを配布）。民間 e-
learning企業（Co-Creation Hub）とも協賛し、コンテンツ開発も実施している（20校対象のパ
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イロット事業を実施中）。さらに民間企業 CASIO Middle East とは、教育リソースセンターを

立ち上げ、数学と理科にフォーカスして学習支援活動を行っている。

6-3: 主要ドナーの支援状況～基礎教育における ICT 導入支援に着目して～

[1] 世銀

ナイジェリアで現在実施されている、あるいは近年までに実施されていた世銀の教育案件

リストを以下の表に示す。

表 6-3 ナイジェリアで実施・終了した世銀プロジェクト一覧

プロジェクト名 承認年月 終了年月

Edo Basic Education Sector and Skills Transformation Operation (Edo-

BEST) 

2020-08 2024-12 

Adolescent Girls Initiative for Learning and Empowerment (AGILE) 2020-07 2025-07 

Innovation Development and Effectiveness in the Acquisition of Skills 

(IDEAS) Project 

2020-02 2025-06 

Better Education Service Delivery for All (BESDA) 2017-06 2022-10 

Nigeria: AF - State Education Program Investment Project 2016-06 N/A 

Nigeria - State Education Program Investment Project 2013-03 2020-06 

Better Education Service Delivery for All Operation Additional Financing 2017-06 2022-10 

世銀は、遠隔教育に注目しており、ラジオやテレビを使ったものも含まれている。コロナの

影響で遠隔教育はより普及し、世銀の教育プロジェクトのコンポーネントにも遠隔教育の

要素が多数取り入れられている。世銀は連邦教育省と協力し、今後も国レベルの感染症のケ

ースに備え遠隔教育のコンテンツを開発している。また、UBECを通してコンピューター及

び関連機器、移動用車両の調達、事務所設立なども行っている。同省には活発に活動してい

る ICT 部門があり、世銀や UNICEF もメンバーとして参加しているワーキンググループに

おいて多くのコンテンツを開発している。これに関連するプロジェクトが上表の BESDAで

ある。

AGILE プロジェクトは、女子生徒の中等教育へのアクセスと定着を促進するための包括的

なプロジェクトである。 一つのコンポーネントでは、女子のデジタルスキルの向上に焦点

を当てている。すでにある程度のデジタルスキルがある女子生徒に対しては、そのレベルを

中級にアップグレードすることを目標にするプログラムを組んでいる。対象地域は、ボルノ、

エキチ、カドゥナ、カノ、カツィナ、ケビ、カドゥナ、プラトーの各州で約 760校を対象と

している。 女子生徒たちは、少なくとも週に 2〜3 時間の基本的な研修を受けることになっ

ている。

その他 EDO-BEST AT HOME では、遠隔地での学習をサポートし、学校での学習と家庭で

の学習を補完している。遠隔授業のほか、児童生徒には絵本や宿題帳が配布され活用されて

いる。また、WhatsAppも活用している。さらに EDO-BESTにおけるエド州でのプロジェク

トでは、 若者の間で高度なデジタル・スキルの習得を目指しており、同州に住む 15〜35歳
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までの少なくとも 4 万人が対象となっている。目的は、労働市場の需要に適したスキルを提

供することである。

[2] UNICEF

図 6-2の写真にあるプレスリリースの通り、UNICEFは電信電話会社エアテル・アフリカと

13 カ国（ナイジェリア含む）において学校をインターネットに接続し、学習プラットフォ

ームへのアクセスを確保することで、デジタル学習の展開を加速するための 5 年間の汎ア

フリカ・パートナーシップを発表した。このパートナーシップは、質の高いデジタル学習へ

の平等なアクセスを、特に最も弱い立場にある子どもたちに提供することで、全ての子ども

たちが持つ能力を最大限に発揮できるようにすることを目的としている。このパートナー

シップ事業では、エアテル・ナイジェリアが学校のインターネット設備の設置やインターネ

ット通信の無料供与、タブレットの支給などハード面でサポートしている。

また、UNICEFはナイジェリア南

部に位置するエヌグ州における

「 Enugu State Universal Basic 

Education Board (ENSUBEB)」を

支援している。2020 年初頭にコ

ロナが発生したことで、ナイジェ

リアの教育プロジェクトは遠隔

教育に移行し、デジタル教材・配

信開発は UNICEF の活動に不可

欠な要素となった。それ以来、

UNICEFは、ラジオやテレビも含

め学習向上のための ICT を介し

た教育開発の革新と教育におけ

るテクノロジーの重要な役割を

認識している。

北東部ボルノ州の町マイドゥグリにあるムナガレージ IDP キャンプ学校のラジオ学習セン

ターでは、キャンプで避難生活を送る子どもたちのラジオ学習活動をおこなっている。この

プロジェクト活動では、コロナの大流行により学習が中断された 1,500人の弱い立場の子ど

もたちにラジオでの補習授業を行っている。このプロジェクトのアシスタントは、ラジオの

ハウサ語で行われる授業を、生徒が理解できるようにカヌリ語に翻訳している。また、授業

の進行や課題の採点を行い、性的搾取や虐待の発生にも目を配り監督している。授業が始ま

る前には、教室を整理し、コロナの衛生習慣の徹底も推し進めている。

[3] UNESCO

ナイジェリアで現在実施されている UNESCOの教育案件リストを以下の表に示す。

図 6-2 UNICEF プレスリリース（2021年 11 月 1 日） 



79 

表 6-4 ナイジェリアで実施・終了した UNESCO プロジェクト一覧

プロジェクト名 承認年月 終了年月

Support ECOWAS Countries in Teacher Policies and Programs 

Development for Qualified and Motivated Teachers 
2020-01 2021-12 

Support to Higher Education in Africa through Quality Assurance, ICT 

and Addis- Ababa Convention in ECOWAS countries 
2020-01 2021-12 

Support to Improved National Education Policies and Plans to Advance 

Access to Equitable and Quality Basic Education with a Lifelong Learning 

Perspective in Abuja Region 

2020-01 2021-12 

表の 1番目のプロジェクトでは、アブジャ事務所、ダカール事務所、ヤウンデ事務所、IICBA54

と協力して、教育養成機関、教員認定、異動制度、キャリア開発のための基準や専門性を推

し進めるためのシステムを導入する作業を行った。この活動では、1) 教員政策・戦略の策

定・見直しの支援、2) 教員養成・教員養成機関の能力開発、3) 各国のユネスコ ICT-CFT

（Competency Framework for Teachers）適用の支援、4) 提言・知識共有、が実施されている。 

表の 2番目のプロジェクトでは、ダカール、ナイロビ、ハラレの UNESCO地域事務所及び

UNESCO本部の高等教育局と緊密に連携し、アブジャにおいてガバナンスと ICT導入を行

いながら高等教育での質向上事業を展開している。

表の 3番目のプロジェクトでは、アブジャ地域における生涯学習の観点から、公平で質の高

い基礎教育へのアクセスを促進するための国家教育政策・計画の改善を支援している（教育

における ICTと直接関連する事業ではない）。 

[4] 欧州委員会

STEM 教育として一番に取り上げるのは、欧州委員会が出資し「Horizon 2020 Research and

Innovation Funding Scheme」の下で実施されているプロジェクト「Go-Lab Goes Africa (GO-

GA)」である。GO-GAの目的は、アフリカ諸国の中等学校を対象として STEMの展開を通

して科学や技術におけるより豊かな学習環境や学習成果の向上を加速化させることである。

このプロジェクトでは、教育学や技術スキルの観点から教師に幅広く研修を行うことが必

須となっている。GO-GAでは、それぞれの国で活用できる ICTデバイスやその種類を確定

し、さらにそれらが手頃な価格で購入できることを条件としている。また、安定的な電源確

保やインターネット接続の確保についても注力している。GO-GAに現在参加している国は、

ナイジェリア、ケニア、ベニンとなっており、さらにアフリカの別の 4カ国へと拡大するこ

とを検討している。

6-4: 日本/JICA の基礎教育分野と基礎教育における ICT 促進に関連する支援状況

現在、ナイジェリアにおいて基礎教育における ICT促進に関わり JICAが実施している事業

は「アフリカ地域公共サービスのデジタル化にかかる情報収集・確認調査」（2020年 11 月

54 IICBA: International Institute for Capacity Building in Africa 
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〜2022年 3 月）である。調査対象の 16カ国にナイジェリアが含まれており、同国のデジタ

ル化に関わる教育分野の調査が行われている。

過去の JICA事業をみると、初等教員を対象に理数科分野における継続的な現職教員研修の

支援を行ってきている。2006 年 8 月〜

2009年 8 月まで正規資格を有する教員の

割合の低い州を対象として「初等理数科

教育強化プロジェクトフェーズ 1

（SMASE Ph.1）」を実施し、当該分野の

研修指導員の育成を行った。同フェーズ

1 の実施にはケニア国技術協力フプロジ

ェクト「中等理数科教育強化計画

（SMASSE）」の経験も活用されている。 

同フェーズ 1 に続き、パイロット州内に

おける地方研修の実施とパイロット州以

外への拡大を狙い「初等理数科教育強化

フプロジェクト フェーズ 2（SMASE Ph.2）」が 2010年 6 月〜2013年 7 月まで実施された。

その後、2014 年には「初等理数科教育強化プロジェクト」フォローアップ協力（フォロー

アップ研修/モニタリング評価）が実施されている。

一方、2018 年には日本政府総務省が「アフリカにおける情報通信・郵便分野の情報収集・

調査事業」を実施し、電気通信、放送、郵便、法令、規制、ICT関連スタートアップ企業の

動向などについて調査を行っている55。スタートアップ企業支援については、3 章で記載の

通り、JICAは 2020年 1 月より Project NINJA（Next Innovation with Japan）を開始し、開発

途上国の社会課題解決に挑戦する起業家に対する多面的な支援に取り組んでいる。この

Project NINJAでは、ナイジェリアの教育分野新規ビジネスも選出されている。 

さらに日本政府は、国連開発計画（UNDP）と協力し「ナイジェリア北東部及びミドル・ベ

ルト地帯の紛争地域における社会の安定化及び安全対策プロジェクト」を現在実施してい

る。同プロジェクトでは、農家を対象にした農業技能向上プログラム、若者を対象にした職

業技能訓練、地域住民を対象とした基本的サービスへのアクセス向上と緊急雇用機会の創

出、州及び地方政府職員を対象としたガバナンス・トレーニング、地域住民を対象とした性

とジェンダーに基づく暴力（SGBV）対策研修などを行っている。 

55 他にも本邦コンサルタント会社が調査を実施している。事例として：https://www.icnet.co.jp/tobidase-
japan/documents/education/ 

図 6-3 SMASE Ph.2 のパイロット 3州 
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6-5: JICA の協力方向性・具体的な協力アプローチへの提言

ナイジェリアに対する日本の国別開発協力方針・事業展開計画の教育分野に係る部分は以

下のとおりである。

重点分野 3（中目標）北（東）部復興支援を含む平和と安定の促進 

開発課題 3-1（小目標）北東部人道・復興支援：北（東）部における国内避難民や難民等

に対する人道支援プログラム

プログラム概要：国際機関と連携し、ボコ・ハアムのテロ活動等により緊急事態宣言が発

出されている北東部 3 州やその周辺州における約 170 万人の国内避難民及び影響を受け

ている住民等に対して、保護、食料、栄養、水と衛生、住居、教育、生活物資等の支援を

提供する。

（2019年版） 

SDGs 4.1 の枠組みを念頭に置きながら、ナイジェリアに係る情報を基に今後の協力方向性

を検討する際の主なポイントは、以下の 4点である。 

(1) SDGs 4.1 に向けてアクセス面も質面も課題が大きい56。また OOSC の多さが顕著で

あり（全世界の OOSCの約 2割）、ジェンダー格差もある。

(2) 人口の多さ、連邦政府とは別の州別教育戦略計画があり、地域間格差57や国内避難民

の課題に直面し、一方で私学のシェアの高さが目立つ。

(3) 潜在的な市場規模が大きく公用語が英語であり、他の途上国と比較し民間 e-ラーニ

ング企業の活動が極めて活発である。

(4) 現時点では、JICA の実施中教育技プロはないが、今年度にアフリカ地域公共サービ

スのデジタル化にかかる情報収集・確認調査、本調査、プロジェクト研究（みんなの

学校）が実施されている。

上記を踏まえ、現時点で JICA が活動できる範囲が FCT 州アブジャ FCC、ナサラワ州、及

びラゴス州ラゴス市内に限定されることを考慮し、基礎教育における ICTを活用した JICA

の協力方向性と具体的なアプローチを次のように想定する。

n ナイジェリアの基礎教育セクターの課題を踏まえ、想定される支援対象州において
JICAが支援できるものを整理した上で、課題にアプローチするための調査・小規模パ

イロット事業

n 安全管理を前提に、州政府教育省が進める事業を促進・強化する支援

n 初等教育におけるコミュニティ参加と ICTを活用した学校運営強化のモデル作り

具体的には、以下の通り事業例を提案する。SDGs 4.1との関連としては、対象校や対象地域

において(1) 算数の基礎学力を得て、初等教育を修了するというアウトカムに向けた定量指

標を使った女男別進捗モニタリング、(2) 基礎的算数スキルの向上のための教育リソースへ

56 ナイジェリアの 5〜14 歳の子どものうち、約 1,050 万人が学校に通っていない。6〜11 歳の子どものう

ち、定期的に小学校に通っているのは 61%、36〜59 カ月の子どものうち、幼児教育を受けているのは 35.6%
に過ぎないと UNICEF は発表している。 
57 ナイジェリア Education Data Survey (NEDS) Education Profile 2015 によると、南東部、南南部、南西部の

小学校の純出席率が 80%を越えているが、北東部、北西部では 50%を下回っている状況にある。 
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の協力を含むことを想定している。EMISの支援においては、学力テストや教育リソースの

提供そのものではなく、それらの進捗モニタリングのためのシステム・ツール開発と活用を

想定している。

事業名
（案）

期間／
対象

投入 内容

基礎教育に

おける ICT

活用案件形
成調査（小規
模パイロッ
ト事業）

2〜3 年間/ア

ブジャ FCC

（あるいは
ナサラワ州） 

・FCT・州政府教

育省アドバイ
ザー

・長期教育専門
家（複数）

・ICT機材供与
・第三国研修

(他のアフリ
カの ICTを使
った教育先進
国) 

ナイジェリアの基礎教育セクターの課題

を踏まえ将来の技プロのための案件化調
査を行う。
事例研究としてアブジャやナサラワ州に
ある難民キャンプ（北東部からの避難者）
の児童生徒が通う学校に対し、ICT ツール
を使った基礎学力定着のための活動を学

校と住民の協力のもとに実施し、フィージ
ビリティーを検証する。
（国内避難民を主対象とすると教育省管
轄から外れることに注意）

連邦教育省
EMIS 強化支

援

4~5年間/ 

連邦教育省

Universal 

Basic 

Education 

Commission, 

National 

EMIS 

Committee 

（データ収
集と活用の
パイロット
地区はアブ
ジャ FCC） 

・日本人専門家
（EMIS）

・日本人専門家
（DX）

・民間 e-learning

企業
・ICT機器
・民間企業と協

力したアプリ
開発

・無償（有償）

連邦教育省が主管する EMISを強化するた
めに、教育統計専門家や情報通信管理の専

門家を投入し、EMISを強化する。 

パイロット事業として無償資金を投入し、
対象地域の学校に大型画面スマートフォ
ン、小型WiFiルーター、EMIS入力アプリ
ケーションの開発。
期待する成果：EMIS を強化することでエ

ビデンスベースの教育政策立案が期待で
きる。

連邦教育省
e-learning 強
化支援

4 年間/連邦
教育省 ICT

局（データ収
集と活用の
パイロット

地区はアブ
ジャ FCC） 

・日本人専門家
（教師教育、
ICT教育）

・ICT機器
・本邦研修

連邦教育省が進めている全国展開 Inspire 

e-learningという e-learningと Igniteを学校
レベルで有効に活用するための理数科の
教師教育支援。
例 1：Inspireのコンテンツに沿った教師用

指導書づくり。
例 2：Igniteを実践的に活用するための教
師用モジュールの作成。
期待する成果：e-learningの活用が活発に
なり学習効果が期待できる。

連邦教育省のイニシャティブ（連邦教育省 e-learning 強化支援案の補足情報） 
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連邦教育省 ICT局は、Inspire e-learning という

サイトを立ち上げ中（2021 年 10 月中の完成

目標）。1万 5,000本の授業動画（解像度・ス

ピードの調整可）・音声を用意している。

Inspireでは教員が授業の予習や準備に使える

よう Ignite というサービスも提供している。 
このサイトは民間企業に外注しているが、ビ

デオに登場する教員は全て連邦教育省で手

配。将来を見据え、職員が制作 OJT中である。 
（右の写真は Inspireのサイト） 

連邦政府教育省が進める Smart School事業。各州に 1校ずつ建設。現在 20校建設中。 
（上の図は、Smart School校舎建設見取り図と校内の ICT環境） 
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第 7 章 基礎教育における ICT 分野に関する JICA の協力の方向性

の提言 

7-1: 教育における共通アウトプット・活動への具体的協力案の検討方法

ICTを導入する目的 
基礎教育における ICT 活用を検討する際には、対象国・地域の教育政策に向けた様々な施

策において、どの部分に、どのように ICT を活用することが、各国の教育分野及び ICT イ

ンフラ環境の現状に照らして妥当なのかという点が重要になってくる。

途上国の教育省が掲げる教育政策、あるいは教育に ICTを取り入れるプロジェクトでは ICT

を入れること自体が目的化しているケースが見られる58。ICTは、ツールであり、けしてア

ウトプットではない。何を達成するためのどの部分で ICT が必要であるのかを明確にして

いく必要がある。以下の表は、ICT導入に係わる目的を場合分けしたものである。

表 7-1 教育における ICT を活用した事業アウトプット（活動案）の検討 

分野・目的 ICT の活用による活動案の例 
政策・行政

全般
・教育情報システム（EMIS）における各学校や地方教育事務所からの迅速な情

報収集と EMIS データをもとにした教育政策策定

・ICT 政策（E-Government等）と連動した教育における ICT 活用

学校運営 ・学校・教育行政運営と教員・生徒に関わる情報のデジタル化とネットワーク

化のための ICT機器の導入

・親や地域住民との ICT を通じた連絡や状況共有

学びの質：

家庭や教室

で生徒向け

・遠隔教育を実施するための ICT機器の活用（印刷物、テレビ・ラジオ、スマ

ートフォン、インターネット端末）

・ICT アプリを活用した文字・文章の理解演習と読書

・授業（補習授業や家庭学習を含む）において ICT機器やアプリを学習の場に

導入し、ドリル計算・演習を実施

・ICT機器を活用し授業で動画・画像・音声使用

・思考の深化、議論促進のために ICT機器を活用して音声や画像、動画を授業

で使用

学びの質：

教員向け

・インターネット検索を活用して指導案作り、授業準備のための教材、資料、

情報の入手

・インターネットを活用して教員がオンライン教員研修を受講、教員用ポータ

ルサイトへ接続し他校の教員との情報・意見交換

ICT機器を導入するためのインフラ環境 
基礎教育において活用する ICT 機器の種類や活用の用途は、対象地域や学校における電力

供給状況、携帯電話電波、ADSLケーブル、光ファイバーケーブルの普及状況などのインフ

ラ環境によって大きく変わってくる。次の図にその場合分けを示す。

58 PNG、モザンビーク、ナイジェリアの教育省関係者やドナーのインタビューから。 



85 

出所：本調査チームが作成 

図 7-1 基礎教育における ICT 活用を考える上での ICTハード環境の場合分け

［学校に電気が来ているかの有無］

途上国の学校には、電気が来ていないところが多数あり、当該校においては ICT 機器を活

用することは不可能である。そうした場合の対応策としては、学校に発電機やソーラーパネ

ル59を設置し、電源を確保することが先決となる。本調査における情報収集では、設置後の

維持費・燃料代といった費用を考慮し、発電機ではなく、ソーラーパネルを設置することが

主流になりつつあることが分かった。

［学校に携帯電話電波が来ているかの有無］

学校がある地域にまだ携帯電話電波基地局が設置されておらず、携帯電話やWiFiルータに

よる通信ができないケースが散見される。この場合、ICT機器を保持していても通信ができ

ず、電子データやデジタルコンテンツを送受信することができない。こうした状況下では、

ラジオやテレビの有効活用、あるいは、オフラインでの ICT機器の活用が選択肢となる。具

体的には、DVD や SD カード、既にデジタルコンテンツが保存されているタブレットやス

マートフォンを利用することが考えられる。さらに、イントラネット・サーバーに既にデジ

タルコンテンツが保存され、イントラネットを通してタブレットやパソコン端末、スマート

フォンにデータが送られるというシステム構築も考えられる。

59 PNG では、中国製小型バッテリーが付いた小型ソーラーパネルは、1,500〜1,800円ぐらいで購入できる。

その小型ソーラーパネルで家の中の 3〜4つほどの電灯が賄える。インド国内では、同等のものが 2,500円
ほどで購入できる。
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［学校にインターネットが接続されているかの有無］

途上国でも都市部では、電気の問題がなく、学校にインターネットが接続されている例は多

数ある。その場合、通信速度や一度に繋げられる端末数などの状況に応じて、各学校が ICT

活用の内容を検討することになる。例えば、インターネットがある学校でも、通信速度が遅

いため授業には活用せず、学校運営（教育事務所への電子データの送信や学校運営に係わる

日々のメール送受信、その他の学校事務作業等々）において主に使われるケースがある60。

以下の図は、インターネット活用を考える上での回線速度の目安を表している。

出所：iTSCOM for Business https://www.itscom.co.jp/forbiz/column/office-environment/3097/#i-2 
図 7-2 基礎教育におけるインターネット活用を考える上での回線速度の目安

教員の ICTリテラシー 
ICT 機器設置の環境整備だけでなく、基礎教育における ICT の活用において大きな課題に

なるのが、教員の ICTリテラシーである。ICTリテラシーが低いことで、次のような問題が

生じる恐れがある。

• 教員に ICTの活用シーンが思い浮かばない。

• 機器やネットワークの仕様書を理解できない。

• 機器のトラブルが起きたときの解決策が分からない。

• PCアプリケーションの使い方が分からない。

• 学習指導アプリケーションの使い方が分からない。

• 教員のみで ICT教育を推進することができない。

• 研修など、教員同士の知識共有が起きづらい。

60 ナイジェリアの連邦教育省 Universal Basic Education Commission（UBEC）が進める公立 Smart School の
ように、学校にデスクトップやタブレットが数十台あるコンピューター室が設置されており、生徒が授業

で調べもの学習をしたり、プログラミングを学んだり、Microsoft アプリケーションの使い方を学んだりし

ているケースもある。また、連邦教育省が立ち上げている学習コンテンツサイトにアクセスし学習するな

どの機会を得ている生徒もいる。
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このように、学校の ICT インフラ環境の整備だけでなく、教員の ICT リテラシーの向上が

必須である。そのためには、教員向け ICT研修の実施が求められる。例えば、本調査対象国

3 国のうち PNG とナイジェリアでは、地方教育事務所が主体となって学校の休みの期間を

利用した教員向け ICT 研修を実施している。主な内容は、基礎編としてワードやパワーポ

イントの使い方、プロジェクター及びスピーカーへの接続と使い方、インターネットでの検

索の仕方とダウンロードの仕方など、中級・上級編として学習アプリケーションの使い方、

学内イントラネットの構造と使い方、ラーニングマネジメントシステム（LMS）の構造と使

い方などである。これとは別に、EMISに係わる学校情報の電子送信のために校長・副校長

向けに EMIS研修（端末データ入力研修）なども実施されている。 

7-2: コロナ以前とポストコロナでの教育における ICT 利活用の留意点

コロナ以前でも教育における ICT の利活用が行われていたが、コロナ禍により大きく変化

したものは、政府関係者、中央・地方教育行政官、校長、教員、親、住民の ICT活用に対す

る考え方である 。コロナ以前では、教育における ICT 活用には懐疑的な考え方もあった。

主な理由は、ICT機器の導入や環境整備には新たな投資・支出が必要であること、また ICT

を導入することで児童生徒の学力がどこまで向上するか不明瞭であったこと、授業の方法

を変えることへの抵抗感などであった。しかし、コロナ禍で学校が閉鎖され、学校での授業

の機会が失われたことにより、ICTの活用が不可欠であると認識されるようになった。なぜ

なら、児童生徒の学びを家庭で継続させるためには ICT 機器の活用以外の代替案・方法が

ワークシートなどの紙ベースの課題・問題集以外にほぼなかったからである。教育分野での

ICT利活用が政府関係者、教育関係者に認識されたことで、学校に対する ICT環境整備への

支出が増え、親からの寄付・支援を受ける機会が増えていることが本調査の現地聞き取り結

果から明らかになっている。

2章における既存文献・資料から収集された情報や分析と、本調査で実施した 3カ国の現地

調査で収集した情報から、コロナ以前での教育における ICT の導入や活用の仕方とコロナ

禍での ICT の利活用の間に変化が表れてきたことが明らかになってきた。コロナ禍では、

コロナ以前よりも、各国の ICTインフラ状況、電話回線状況、そして電力供給状況により柔

軟に対応した確実で効力のある ICTの導入・活用が始まっている。そこで、それらの教訓・

留意点を今後の JICAの基礎教育協力事業においても活かしていくことが重要である。具体

的には下表のとおりである。

表 7-2 ポストコロナでの教育における ICT の利活用の留意点 

コロナ禍以前の状況 ポストコロナでの留意点

[取組] インターネット接続を前提とした学

校での ICT環境整備を試みていた。 
[結果] 接続料金が支払えない、低回線速度の

ために活用できない状況に陥っている。

[方策] オンラインではなくオフラインを前

提とした ICT機器やアプリの活用を試みる。 
[事例] フラッシュメモリやマイクロ SD カー

ドを介して学校にある ICT機器に学習コンテ

ンツを保存し、オフラインでそれらの ICT機
器（オフラインで使用できるアプリも含む）



88 

の利活用を試みる。

[取組] デスクトップ、ラップトップ、タブレ

ットを学校に導入し、それらを活用しようと

試みていた。

[結果] OS の定期的なアップデートが継続で

きず、ウィルス感染し使えない機器が多発。

故障すると 1 台の価格が高額で再購入が難し

い。デスクトップの場合、常時接続電源が必

須であるが、停電が頻繁に起こるためデスク

トップが故障してしまう。

[方策] デスクトップ、ラップトップ、タブレ

ットの代替機器として比較的安価なスマート

フォンを活用する。スマートフォンの場合、

OS アップデートが容易であり、ウィルス感染

もほぼない。画面は小さいが、タブレットと

同等の機能を有する。

[事例] スマートフォンをバッテリー式のプ

ロジェクター、モニターやスピーカーに接続

し、スマートフォンの学習アプリを使った授

業を行うことが可能。

[取組] 学校の電源確保は、発電機によるとこ

ろが多かった。

[結果] 発電機の燃料費用が賄えず、電源が確

保できない。また、発電機が故障した場合の

修理費が賄えないケースも多発。

[方策] 発電機より安価である小型ソーラー

パネルを購入し活用する。スマートフォンや

バッテリー式のプロジェクター／外付けモニ

ター／スピーカーであれば、授業がない放課

後にソーラーパネルから充電が可能。機材の

維持管理は学校運営の一部に含める。

[事例] スマートフォンにマイクロ SD カード

を介して学習コンテンツを保存し、そのスマ

ートフォンをバッテリー式プロジェクター／

スピーカーに接続し、授業で動画や画像、音

声が入ったコンテンツを使用。

[取組] 学校情報（EMIS情報）を提出するため

に手書きで用紙に記入するか、デスクトップ

パソコンのワードでタイプし、プリントアウ

トして地方教育事務所に提出していた。ある

いは、インターネットに接続できる学校は、

メールにファイルを添付して地方教育事務所

に提出していた。

[結果] 学校によって EMIS情報の提出に時間

差があり、ハードコピーの場合、それを入力

することに時間を要していた。

[方策] スマートフォン用の EMIS アプリ（オ

フラインでの入力可能）を作成し、各学校が

安価で画面が比較的大型の小型タブレット型

スマートフォンを購入し、学校データを送信。 
[事例] 本調査対象国の中の一つである PNG
では既にこの方法で EMIS データの収集が始

まっている。

教育 SDGsに向けた世界的な取組の中で重視されてきた「学びの危機」に向けた取組の緊急

性が、コロナ禍に伴う学びの損失によってさらに高まっている。コロナ禍では、コロナ前ま

では検討状態であった教育への ICT 利活用が、学校閉鎖への対策として加速的に導入され

たが、ICT 機器等へのアクセスを持たない生徒と持つ生徒の間の格差をさらに拡大してい

る。

JICAの教育協力事業として基礎教育における ICT活用を検討するにあたっては、対象国の

教育課題に応じたアウトカムと活動（アウトプット）ニーズを分析した上で、そのアウトプ

ットに向けた ICT 活用の可能性につき、対象国・地域のインフラを含む諸条件を踏まえて

検討することを提案する。
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別添 2：開発コンサルタント等を対象にしたセミナー結果 

セミナー概要

タイトル ポストコロナにおける基礎教育協力：女子教育分野・不就学者分野・ICT

分野オンラインセミナー

開催日時 2022年 2月 15日(火）13:00～15:00 

場所 MS Teamsによるオンライン会議 

開催趣旨 「全世界ポストコロナにおける教育協力検討のための情報収集・確認調

査」による女子教育分野・不就学者分野・ICT分野の調査結果の情報共有

を通した理解促進を目的に、主に開発コンサルタント等を対象に開催

プログラム 1. 開会の挨拶

2. 調査結果報告：株式会社 国際開発センター（IDCJ）

・三分野共通提案

・女子教育分野

・不就学者分野（児童労働含む）

・ICT分野

3. 質疑応答

4. 閉会のご挨拶：独立行政法人 国際協力機構（JICA）

参加者 コンサルタント

JICA関係者

（合計 100名程）

1. 調査結果報告の要点

報告書本章に沿って、調査結果および提言に関して調査チーム（IDCJ）から発表。 

2. 質疑応答の要点（参加者の発言内容を簡略に記載）

＜三分野共通＞

参加者によるコメント： 本調査で重要な点は、日本は現場に寄り添った支援をしてきてい

るが、日本の教育支援を見える化していく必要があるということ。見える化に当たり、国際

的に使われているツールをわかりやすくし、算数学力を身に着けていることを示すツール

を検討していくことは意義がある。私たち実施者の意識を高めるということにおいても、何

か共通のツールでレビューしていくことは重要であると思う。

＜女子教育と ICT＞ 
質問：ICTに関し、女子が不利になるという説明があったが、ICT活用への協力におけるジ

ェンダー配慮について何か示唆があるか。
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回答：スマホなどのデバイスの保有率は女性が低いというデータも事例国であったことを

踏まえると、ICTを活用した教育への支援の際には女子、女性教員が不利にならないよう配

慮が必要である。そのためのチェックリストとして、UNICEFの報告書の Reimagining Girls’ 

Education: Solutions to Keep Girls Learning in Emergencies (2021)のなかで、”2. Strengthening 

gender-responsive distance education provision and learning outcomes” に お い て 、 Key 

Considerations, Promising, Practices and Checklists が提示されている。Low tech, high teachと

事例も紹介されており参考になる。 

 

また、本調査の事例国モザンビークで収集した情報によると、北部紛争地域で、治安が悪い

と家庭の判断で女子を学校に送らないケースがある。したがって、世界銀行が紛争地域の女

子への支援を小学校に Distance Learning Centerを設けて展開する予定である。 

 

＜不就学者＞ 
質問：点在する不就学の子どもたちへ JICA からの支援として直接アプローチする場合は、

どのような形になるか。費用対効果を考えたとき、案件化が難しいのではないか。 

 

回答：JICA支援ではないが、本調査の事例国における例としては、ガーナの Complementary 

Basic Education、カンボジアのコンソーシアムで行われているように、現地の NGO を活用

した支援の形がある。不就学児童を特定することも大変であるが、特定後にその子どもたち

をどう支援するか、多様なアクターの連携が必要であるが、JICA 支援としても可能性はあ

ると思う。 

 

コメント：不就学児童への JICA 支援の例として「パキスタン オルタナティブ教育推進プ

ロジェクト」（ノンフォーマル教育支援）がある。アプローチとしては、短期間で学べるこ

と、学びのニーズに合っていること、総合的な学び方であることが大切であると考える。ま

た、不就学児童に対しては ICTを使ってアウトリーチすることも考えている。算数、理科、

社会という教科別の学び方ではなく、それらを統合する。（例えば、中学生くらいの年齢層

には、仕事に結びつくスキルと統合していくことが必要とされている。）特に昨今は ICTが

使われていく中で学び方が変わっていくため、不就学の子どもたちが、アクセス格差等によ

り更に取り残されていくことを防ぐことが大切である。 

 

コメント：不就学児が色々な所にいるなかで、どのようにアプローチしていくか、他のドナ

ー、先方政府、NGOも含め悩んでいるということはパキスタンにも当てはまる。ノンフォ

ーマル教育を提供していく上で、政府の政策とツールが整備され、NGOも使うことができ、

次のステップとして就学の修了証書がもらえるといったような、複数のアクターが取り組

んでいることに対する仕組みづくりの部分に JICAは協力している。このように、不就学児

への JICA のアプローチとしては仕組み、政策、ツール作成への支援があり得ると考える。 
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＜ICT教育＞ 
質問：パプアニューギニアの教育における ICT活用に関する JICA協力の提案に関し、パイ

ロット地域での活動を全国へ展開する際に生じ得る地域格差に対し、どのような対策があ

るか。 

 

回答：ひとつの鍵はオフラインである。各学校でイントラネット或いはオフラインで、授業

のなかでは最低限の ICT を使う。スマートフォン、バッテリー式のプロジェクター、バッ

テリー式のモニター、バッテリー式のスピーカー、ソーラーパネルを各学校の中で完結し、

それらの機器の維持管理をするために学校運営活動への支援を行うことが一案である。 

 

質問：学校に行けていない状態の子どもたちを対象としたコンテンツが使われている例は

あったか。 

 

回答：事例国における学校に行けていない子ども達にとっては、媒体としてはラジオ、テレ

ビが主流であった。しかし、ラジオ、テレビも時間が決まっているのであまり使っていない

という回答であった。WhatsAppの活用例は、学校と保護者の連絡や教材の共有手段として

も広がっているようであった。 

 

3. 閉会挨拶の要点 
 

JICA基礎教育グループ次長： 

l コロナ禍での現地渡航含め、成果品をまとめていただき感謝している。本調査で STEPSの

活用等具体的な提案を頂いている。他方、一度に実施中の全案件に適用することは現実的

ではないので、例えば、女子教育であればパキスタン、Out of school childrenであればヨル

ダン、ICT に関しては PNG や技術協力だけではなく資金協力も含めた形で、可能性を追

求したい。先方政府、専門家やコンサルタントチームとの協議もあるが、確実に調査だけ

ではなく実現にもっていきたいと考える。ポイントとして、JICA も色々やっているが、

何を行っているかが少し見えにくいこともあり、全案件わかりやすい成果の見せ方には力

を入れていきたい。 

l ポストコロナに向け、私たちがどう対応していくかという所に関し、やはり今後、教員や
学校の役割というのは変わっていくだろうと認識している。本日のセミナーは、昨年 9月

に行われた教育協力ウィークのフォローアップにも位置付けられる。関係者間の知見の共

有をして最終的には途上国での結果に還元するというところまでもっていきたい。本日の

セミナーはその契機となるものであり感謝している。 

 

JICA基礎教育グループ前次長（現セネガル事務所長）： 

l ポストコロナということで、教育の在り方そのものが変わっていく可能性があるというな
かで、JICA として何ができるのかを検討していくきっかけになった。今回のテーマとし

て女子教育、不就学児童への対応、ICTという分野を提示したが、これだけに限られるも

のではないが、こういう側面がキーとなるのではないかということでテーマ設定をした。
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JICA の事業の中で女子教育を目指す案件、不就学児童縮減を目指す案件を形成していく

ことにとどまらず、全ての案件の中で少しずつでも、こういった取り組み、側面を視野に

入れて事業を実施していくことが必要だと思う。また、JICA の事業だけで解決できる問

題でもなく、まさに国際機関、NGO のみなさん、民間企業のみなさん等と一緒に取り組

んでいくべき課題だと思う。ポストコロナという時代における教育協力のあり方の検討と

Collective Impact の追及は、それぞれ別々のベクトルで始まった話かもしれないが、ひと

つの方向に向かって統合されていくという意味で、ある意味良いタイミングなのではない

かと思う。これを機会に教育協力というものを関係者の皆様で引き続き発展させていただ

ければ嬉しく思う。来月からは現場の方で、教育に限らず事業を担っていくが、是非、コ

ンサルタントの皆様、或いは他の皆様、それぞれの持ち場で引き続き取り組んでいただく

とともに、こういった場面で是非それぞれの持っている知見、経験を共有することで、機

運を盛り上げて頂ければと思う。 
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